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第２章 県内の主な取組 第３節 市町村の取組

大刀洗町の取組 

資源回収ステーションモデル事業 
 住民課 

家庭から出る資源の持ち込みをきっかけに、地域内の"資源循

環"と"住民同士の交流”を生み出す場所として、令和４年１月より

社会実験を開始しており、現在、町内４校区で実施中です。 

「月に一度しか出せない資源ごみを日常的に出せる場所がある

と良い」という町民の声を受けて始めた事業で、住民自ら 14～16

品目に分別をして、校区センターに資源を持ち込みます。 

分別した資源のリサイクル先を見える化するなど、利用者の協

力がどのように環境保全へ貢献しているかを示すことで、環境問

題への意識を高め、ごみの減量化や再資源化を推進しています。 

また、ステーション内にはベンチなどの交流スペース設置するこ

とで、会話が生まれ、お互いに助け合うコミュニティづくりを目指

しています。 

資源持ち込みの様子（本郷） 

資源持ち込みの様子（大堰） 

第２部

環境の現況と対策
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第１章 福岡県環境総合ビジョンの概要 

本県では、目指す将来像を『環境と経済の好循環を実現する持続可能な社会へ』とする「福岡県

環境総合ビジョン（第五次福岡県環境総合基本計画）」を令和４（2022）年３月に策定し、各種施

策を推進しています。

１ 位置付けと役割 

県政運営の基本である福岡県総合計画（計画期間：令和 4（2022）年度からの 5 年間）を踏ま

え、環境面に関する事項を実現していくためのものであり、以下の 2 つの役割を持っています。 

本県において持続可能な社会を目指すための環境に関する施策の基本的な方向性を示し、

環境の面から総合的・計画的に県行政を推進するための施策大綱 

県民・事業者・行政など、全ての主体が環境について考え行動する際の指針 

２ 将来像と施策体系 

環境・経済・社会の 3 つの側面を調和させつつ、前計画に引き続きＳＤＧｓの考え方を活用し、分

野横断的に課題に取り組むことにより、環境と経済の好循環を実現する持続可能な社会の構築を

目指します。 

一方、地球温暖化（気候変動）やプラスチックごみ等、近年の環境問題を取り巻く状況は大き

く変化していることに留意する必要があります。 

このことから、環境の将来像を実現するため、相互に関連する 7 つの柱を設定し、柱ごとに目

指す姿を示した上で、全体として持続可能な社会を目指します。 
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① 経済・社会のグリーン化 

－技術・システム・ライフスタイルのイノベーション－

事業者が、環境配慮型のビジネススタイルへの転換、商品・サービスの開発・普及に努め、

県民一人一人が、環境配慮型のライフスタイルを選択する経済・社会のグリーン化が進ん

だ社会。 

環境負荷の低減に寄与する産業が発展し、新たな価値の創出や社会システムの変革等グ

リーンイノベーションが進んだ社会。 

環境負荷低減努力が利益に結び付き、環境関連産業が基幹産業の一つとなっている社会。 

② 持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり 

－多様な主体による環境啓発活動や環境教育－

県民誰もが環境負荷の少ない行動を実践することで、持続可能な社会を実現している暮ら

しやすい地域。 

個々に行われていた環境教育、環境学習等が広がり、地域に根差した環境保全の取組の

ネットワークが拡大した社会。 

③ 脱炭素社会への移行 

－地球温暖化防止と気候変動への適応－

省エネルギー型のライフスタイル・ビジネススタイルが浸透し、地域の特性を活かした太陽

光、風力等の再生可能エネルギーや水素エネルギーの活用、森林の適正管理が進む等、脱

炭素化に向けて温室効果ガスの排出削減と吸収源に関する対策（緩和策）が進んだ社会。  

集中豪雨等の自然災害に備えたインフラ整備や、高温に強い農作物の品種開発・普及等の

対策（適応策）が進み、気候変動の影響による被害を防止・軽減することにより、迅速に回

復できる社会。 

④ 循環型社会の推進 

－資源の効率的活用と廃棄物の適正処理－

県民や事業者等の活動により、製品のライフサイクル全体での効果的・効率的な資源循環

が進み、限られた資源が有効に利用される社会。 

廃棄物の不法投棄がなく、適正に処理され、県民が快適に暮らせる社会。 

⑤ 自然共生社会の推進 

－生物多様性の保全・利用と「ワンヘルス」の実現－

県民一人一人や事業者が生物多様性の重要性を認識し、暮らしの中や事業活動において

常に生物多様性に配慮した行動がとられている社会。  

豊かな自然の保全と社会経済活動が両立し、人と生きものが環境の中で一つにつながり、

健やかにともに生きることにより成立した里地里山や里海等の地域、文化が保全される等、

生物多様性の恵みを持続的に享受できる社会。 

⑥ 健康で快適に暮らせる生活環境の形成 

－心地よい空気・水・土・居住環境の保全－

きれいな空気・清らかな水・安全な土壌・静かな居住環境等が守られた、県民が健康で心地

よく暮らせる社会。 

個性豊かで、美しいまち並みと景観の保全形成に取り組み、誇りを持って次の世代に継承

することができる社会。 

⑦ 国際環境協力の推進 

－県内の環境技術によるアジアの環境問題の改善－

アジア諸地域と構築した人的ネットワークや、県内に蓄積された環境技術・ノウハウ等を活

用し、アジアの環境問題の改善、持続可能な社会の構築を促進する社会。 

ＮＰＯや事業者等の民間における国際環境協力が活性化している社会。 

３ 推進体制・進行管理 

(1) 推進体制 

福岡県における総合的な計画推進 

 ＰＤＣＡサイクルによる継続的な改善を図るため、庁内協議機関である「福岡県環境対策協

議会」（会長:副知事、委員:各部長及び教育長）を活用し、全庁的な進捗状況・問題点等の共

有を行い、計画の推進を図るとともに、必要に応じて施策の見直し・強化等を検討します。 

県民や事業者、行政等、各主体との連携による計画推進 

 県民団体や事業者団体、行政（市長会、町村会、政令市）が参加する「福岡県環境県民会議」

を活用し、各主体の活動テーマに反映させ、県民・事業者・市町村・本県が一体となって計画

の推進を図ります。 

地域連携による計画推進 

 県内市町村等と連携するとともに、本環境総合ビジョンや環境に関する優良事例等の情報

発信を行います。また、市町村等に対しても、地域において様々な主体との連携や情報発信

を促します。 

 さらに、本県の各保健福祉環境事務所に設置されている「地域環境協議会」を活用し、地域

が一体となって計画の推進を図ります。 

広域連携による計画推進 

 大気汚染物質の移流や海岸漂着物対策等、県境や国境を越えた環境問題に対処するため、

隣接する佐賀県や熊本県、大分県をはじめとした九州内各県その他関係自治体や他国自治

体との連携、国への働きかけ等を行い、計画の推進を図ります。 

(2) 進行管理 

進捗状況の点検及び公表 

 指標の動向やその要因、施策の実施状況調査、更に環境に関する県民意識調査を実施す

る等により点検を行い、計画の進捗状況について取りまとめ、福岡県環境対策協議会及び福

岡県環境審議会に報告するとともに、環境白書により公表します。 

環境の状況変化に応じた計画の見直し等 

 環境の状況変化、国内外の環境政策の動向等を踏まえ、必要に応じて計画期間中であっ

ても見直しを行います。 
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【環境総合ビジョン指標一覧】 

柱 指標項目 目標 計画策定時 

経済・社会の 

グリーン化 

所業事479,2数所業事録登」所業事コエ「

令和 8（2026）年度 

2,374 事業所 

令和 3（2021）年度当初 

新たに電動化や情報通信等の次世代技術に
取り組む自動車関連企業数 

75 社・団体 
（5 年間累計） 

令和 8（2026）年度 

9 社・団体/年 

令和 2（2020）年度 

特区制度を活用して設備投資を行った企業
数 

累計 300 社 

令和 8（2026）年度 

累計 16４ 社 

令和 2（2020）年度 

リサイクル技術の実用化件数 累計 49 件 

令和 8（2026）年度 

累計 37 件 

令和 2（2020）年度 

持続可能な社

会を実現するた

めの地域づく

り・人づくり 

ブラク002数体団録登ブラクコエもどこ

令和 8（2026）年度 

143 クラブ 

令和 2（2020）年度 

環境講座・環境イベント等の開催数 1,560 件 

令和 8（2026）年度 

1,043 件 

令和 2（2020）年度 

脱炭素社会 

への移行 

再生可能エネルギー発電設備導入容量 405 万 kW 

令和 8（2026）年度 

269 万 kW 

令和 2（2020）年度 

家庭（１世帯当たり）における 

エネルギー消費量1

23.3 GJ／世帯 

令和 8（2026）年度 

26.9 GJ／世帯 

平成 30（2018）年度 

事業所（床面積当たり）における 

エネルギー消費量 1

1.04 GJ／㎡ 

令和 8（2026）年度 

1.13 GJ／㎡ 

平成 30（2018）年度 

公共建築物等における木材利用量 累計 55,000 ㎥ 

令和 8（2026）年度までの 

5 年間 

累計 46,227 ㎥ 

令和 2（2020）年度までの 

5 年間 

1 GJ（ギガジュール）：J（ジュール）はエネルギーの単位。1GJ は、エアコン 1 台（2020 年式、冷暖房兼用、冷房能力 2.8kW）の 1 年間

の消費電力量（815kW）の約 1/3 に相当する。 

柱 指標項目 目標 計画策定時 

循環型社会の

推進 

下以ント千171量分処終最物棄廃般一

令和 7（2025）年度 

176 千トン 

令和 2（2020）年度 

産業廃棄物最終処分量 526 千トン以下 

令和 7（2025）年度 

510 千トン 

令和元（2019）年度 

食品ロス削減県民運動協力店 

（食べもの余らせん隊）登録店舗数 

1,500 店舗 

令和 8（2026）年度 

1,192 店舗 

令和 2（2020）年度 

自然共生 

社会の推進 

生物多様性プラットフォーム（ホームページ）
のアクセス数 

266,100 件 

令和 8（2026）年度 

177,391 件 

令和 2（2020）年度 

平尾台自然観察センターの利用者数 44,000 人 

令和 8（2026）年度 

39,980 人 

平成 30（2018）年度 

農地等の維持・保全に取り組む面積 42,180 ha 

令和 8（2026）年度 

41,545 ha 

令和 2（2020）年度 

健康で快適に

暮らせる生活環

境の形成 
環境基準の達成率 環境基準達成率の 

向上・達成維持を 

図る 

令和 8（2026）年度 

大気 
（SPM、NO₂：100％） 

水質 

（BOD、COD：76.1％） 

DXN類 

（大気、公共用水域水質、公共用

水域底質、地下水、土壌：
100％） 

騒音 
（航空機：97.6%、新幹線： 

70.5%、自動車：96.2%） 

令和 2（2020）年度 

河川及び海岸愛護団体登録数 700 団体 

令和 8（2026）年度 

511 団体 

令和 2（2020）年度 

国際環境 

協力の推進 

本県が行う国際環境協力の案件数 累計 27 件 

令和 8（2026）年度 

累計 14 件 

令和 2（2020）年度 

本県が行う国際環境協力に係る研修への参
加者数 

累計 315 人 

令和 8（2026）年度 

累計 231 人 

令和 2（2020）年度 
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【環境総合ビジョン指標一覧】 

柱 指標項目 目標 計画策定時 

経済・社会の 

グリーン化 

所業事479,2数所業事録登」所業事コエ「

令和 8（2026）年度 

2,374 事業所 

令和 3（2021）年度当初 

新たに電動化や情報通信等の次世代技術に
取り組む自動車関連企業数 

75 社・団体 
（5 年間累計） 

令和 8（2026）年度 

9 社・団体/年 

令和 2（2020）年度 

特区制度を活用して設備投資を行った企業
数 

累計 300 社 

令和 8（2026）年度 

累計 16４ 社 

令和 2（2020）年度 

リサイクル技術の実用化件数 累計 49 件 

令和 8（2026）年度 

累計 37 件 

令和 2（2020）年度 

持続可能な社

会を実現するた

めの地域づく

り・人づくり 

ブラク002数体団録登ブラクコエもどこ

令和 8（2026）年度 

143 クラブ 

令和 2（2020）年度 

環境講座・環境イベント等の開催数 1,560 件 

令和 8（2026）年度 

1,043 件 

令和 2（2020）年度 

脱炭素社会 

への移行 

再生可能エネルギー発電設備導入容量 405 万 kW 

令和 8（2026）年度 

269 万 kW 

令和 2（2020）年度 

家庭（１世帯当たり）における 

エネルギー消費量1

23.3 GJ／世帯 

令和 8（2026）年度 

26.9 GJ／世帯 

平成 30（2018）年度 

事業所（床面積当たり）における 

エネルギー消費量 1

1.04 GJ／㎡ 

令和 8（2026）年度 

1.13 GJ／㎡ 

平成 30（2018）年度 

公共建築物等における木材利用量 累計 55,000 ㎥ 

令和 8（2026）年度までの 

5 年間 

累計 46,227 ㎥ 

令和 2（2020）年度までの 

5 年間 

1 GJ（ギガジュール）：J（ジュール）はエネルギーの単位。1GJ は、エアコン 1 台（2020 年式、冷暖房兼用、冷房能力 2.8kW）の 1 年間

の消費電力量（815kW）の約 1/3 に相当する。 

柱 指標項目 目標 計画策定時 

循環型社会の

推進 

下以ント千171量分処終最物棄廃般一

令和 7（2025）年度 

176 千トン 

令和 2（2020）年度 

産業廃棄物最終処分量 526 千トン以下 

令和 7（2025）年度 

510 千トン 

令和元（2019）年度 

食品ロス削減県民運動協力店 

（食べもの余らせん隊）登録店舗数 

1,500 店舗 

令和 8（2026）年度 

1,192 店舗 

令和 2（2020）年度 

自然共生 

社会の推進 

生物多様性プラットフォーム（ホームページ）
のアクセス数 

266,100 件 

令和 8（2026）年度 

177,391 件 

令和 2（2020）年度 

平尾台自然観察センターの利用者数 44,000 人 

令和 8（2026）年度 

39,980 人 

平成 30（2018）年度 

農地等の維持・保全に取り組む面積 42,180 ha 

令和 8（2026）年度 

41,545 ha 

令和 2（2020）年度 

健康で快適に

暮らせる生活環

境の形成 
環境基準の達成率 環境基準達成率の 

向上・達成維持を 

図る 

令和 8（2026）年度 

大気 
（SPM、NO₂：100％） 

水質 

（BOD、COD：76.1％） 

DXN類 

（大気、公共用水域水質、公共用

水域底質、地下水、土壌：
100％） 

騒音 
（航空機：97.6%、新幹線： 

70.5%、自動車：96.2%） 

令和 2（2020）年度 

河川及び海岸愛護団体登録数 700 団体 

令和 8（2026）年度 

511 団体 

令和 2（2020）年度 

国際環境 

協力の推進 

本県が行う国際環境協力の案件数 累計 27 件 

令和 8（2026）年度 

累計 14 件 

令和 2（2020）年度 

本県が行う国際環境協力に係る研修への参
加者数 

累計 315 人 

令和 8（2026）年度 

累計 231 人 

令和 2（2020）年度 
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【環境総合ビジョンとＳＤＧｓ １７のゴールとの関連】 

※7 つの柱及び施策の方向に関連する主なSDGs ゴールを示しています。

柱 
SDGs ゴール→ 

施策の方向↓ 

1 2 3 4 5 

１ 経済・社会のグリ

ーン化 

経済・社会のグリーン化の推進 ○ ○ ○ ○ 

グリーンイノベーションの推進 ○ ○ 

２ 持続可能な社会を実

現するための地域づく

り・人づくり

地域資源を活かした魅力ある地域づくりの推進 ○ ○ 

環境を考えて行動する人づくりの推進 ○  ○ ○ 

3 脱炭素社会への

移行 

温室効果ガスの排出削減（緩和策） ○ ○ ○ ○ 

温室効果ガスの吸収源対策（緩和策） 

気候変動の影響への適応（適応策） ○ ○ ○ ○  

４ 循環型社会の推

進 

限りある資源の効率的な利用 ○  ○  

資源循環利用の推進  ○ 

廃棄物の適正処理による環境負荷の低減 ○ ○ ○ ○  

5 自然共生社会の

推進 

生物多様性の保全と自然再生の推進 ○ ○ ○ ○ 

生物多様性の持続可能な利用 ○ ○ ○  

６ 健康で快適に暮ら

せる生活環境の形成 

統合的な対策 ○ ○ ○  

大気環境の保全  ○ ○  

水環境の保全  ○ 

土壌環境の保全  ○ 

化学物質等による環境・健康影響対策 ○ ○ 

その他の生活環境の保全  ○ 

７ 国際環境協力の

推進 

環境技術・ノウハウを活用した国際協力の推進  ○ 

民間及び国連機関と連携した国際環境協力の促進 

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 ○  ○  ○ 

○   ○  ○  ○ ○ ○  ○ 

○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○  ○ 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○  ○ ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ 

○ ○  ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

○   ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

○   ○ ○  ○ ○  ○ 

○   ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ 

○   ○  ○ ○   ○ ○ ○ 

○   ○  ○ ○ ○  ○ 

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 



- 44 - - 45 -

ビ
ジ
ョ
ン

【環境総合ビジョンとＳＤＧｓ １７のゴールとの関連】 

※7 つの柱及び施策の方向に関連する主なSDGs ゴールを示しています。

柱 
SDGs ゴール→ 

施策の方向↓ 

1 2 3 4 5 

１ 経済・社会のグリ

ーン化 

経済・社会のグリーン化の推進 ○ ○ ○ ○ 

グリーンイノベーションの推進 ○ ○ 

２ 持続可能な社会を実

現するための地域づく

り・人づくり

地域資源を活かした魅力ある地域づくりの推進 ○ ○ 

環境を考えて行動する人づくりの推進 ○  ○ ○ 

3 脱炭素社会への

移行 

温室効果ガスの排出削減（緩和策） ○ ○ ○ ○ 

温室効果ガスの吸収源対策（緩和策） 

気候変動の影響への適応（適応策） ○ ○ ○ ○  

４ 循環型社会の推

進 

限りある資源の効率的な利用 ○  ○  

資源循環利用の推進  ○ 

廃棄物の適正処理による環境負荷の低減 ○ ○ ○ ○  

5 自然共生社会の

推進 

生物多様性の保全と自然再生の推進 ○ ○ ○ ○ 

生物多様性の持続可能な利用 ○ ○ ○  

６ 健康で快適に暮ら

せる生活環境の形成 

統合的な対策 ○ ○ ○  

大気環境の保全  ○ ○  

水環境の保全  ○ 

土壌環境の保全  ○ 

化学物質等による環境・健康影響対策 ○ ○ 

その他の生活環境の保全  ○ 

７ 国際環境協力の

推進 

環境技術・ノウハウを活用した国際協力の推進  ○ 

民間及び国連機関と連携した国際環境協力の促進 

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 ○  ○  ○ 

○   ○  ○  ○ ○ ○  ○ 

○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○  ○  ○ 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○ ○  ○ ○ ○ ○ ○  ○ 

○  ○ ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ 

○ ○  ○ ○ ○  ○ ○ ○ 

○   ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

○   ○ ○  ○ ○  ○ 

○   ○  ○ ○  ○ ○ ○ ○ 

○   ○  ○ ○   ○ ○ ○ 

○   ○  ○ ○ ○  ○ 

 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 
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第２章 経済・社会のグリーン化

１ 環境配慮型ビジネススタイルの普及 

(1) エコ事業所応援事業 

【環境保全課】 

事業所における地球温暖化対策を推進す

るため、平成19（2007）年度から電気やガソ

リン使用量の削減などの省エネルギー・省資

源の取組を促進する「エコ事業所応援事業」

を実施しています。令和４（202２）年度末で

2,５２２の事業所が参加しています。 

また、事業所における環境マネジメントシス

テムの取組を支援するため、エコアクション

21 の導入セミナーや認証取得に向けた無料

のコンサルティング会を開催しています。 

(2) グリーン購入の推進 

【環境保全課】 

循環型社会の形成のためには、「再生品等

の供給面の取組」に加え、「需要面からの取

組が重要である」という観点から、平成 12

（2000）年度に循環型社会形成推進基本法

の個別法の一つとして、「グリーン購入法」が

制定されました。同法は、国等の公的機関が

率先して環境物品等（環境負荷低減に資する

製品・サービス）の調達を推進するとともに、

環境物品等に関する適切な情報提供を促進

することにより、需要の転換を図り、持続的発

展が可能な社会の構築を推進することを目

指しています。 

本県では、平成１３（2001）年度にグリーン

購入法第１０条に基づき、「福岡県環境物品

等調達方針」を作成し、県の全機関を挙げて

環境に配慮した物品等の調達に取り組んで

います。 

令和４（2022）年度の環境物品等調達方

針では、１９分類１９７品目について調達率

100％の目標を掲げて取組を行い、その目

標達成状況は、９９．９％となっています。 
福岡県環境物品等調達方針の 
目標達成状況 (単位：％) 

年 度 R1 R2 R3 R4 

紙類 99.9 99.8 99.9 99.9 

納入印刷物 100 100 100 100 

文具類 99.9 99.9 99.9 99.9 

オフィス家具等 99.5 99.8 99.8 99.8 

画像機器等 99.9 99.9 99.9 100 

電子計算機等 99.9 100 99.6 99.9 

オフィス機器等 99.9 99.9 100 99.9 

移動電話等 100 100 100 100 

家電製品 100 100 100 100 

エアコンディショナー等 100 100 99.4 100 

温水器等 100 100 100 100 

消火器 100 100 100 100 

照明 100 99.9 100 100 

自動車等 100 100 100 94.5 

制服・作業服等 99.9 100 100 100 

インテリア等 100 100 99.8 100 

防災備蓄用品 100 100 99.8 99.5 

設備 100 100 100 100 

計 99.9 99.9 99.9 99.9 

※目標達成率の算定方法：金額ベースで算定。 

(3) リサイクル製品の利用促進 

【循環型社会推進課】 

再生資源を原材料とし、一定の基準を満た

す製品に対し、県が認定を行う建設資材対象

の「福岡県リサイクル製品認定制度」及び生

活関連用品対象の「福岡県県産リサイクル製

令和３（２０２１）年６月、地球温暖化への対応を経済成長の制約でなく成長の機会と捉え、

「経済と環境の好循環」を実現するための産業政策「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグ

リーン成長戦略」が策定されました。本県では、グリーン成長戦略で示された１４の重要分野

のうち、既に風力産業や水素産業のほか、自動車産業、農林水産業等の分野に取り組んで

いるほか、産業用ロボットやパワー半導体等、省エネルギー・省資源型の製品を生産する産

業も集積しており、これらの取組をさらに進めていく必要があります。 

第１節 経済・社会のグリーン化の推進 

〔グリーン購入法〕

◆目指す姿

事業者が、環境配慮型のビジネススタイルへの転換、商品・サービスの開発・普及に努め、県民

一人一人が、環境配慮型のライフスタイルを選択する経済・社会のグリーン化が進んだ社会。 

環境負荷の低減に寄与する産業が発展し、新たな価値の創出や社会システムの変革等グリー

ンイノベーションが進んだ社会。 

環境負荷低減努力が利益に結び付き、環境関連産業が基幹産業の一つとなっている社会。 

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

「エコ事業所」 
登録事業所数 

2,374 事業所 
令和3（2021）年度

当初 

2,974 事業所 
令和8（2026）年度 

2,５２２ 事業所 
令和４（202２）年度 

新たに 
電動化や情報通信等の 
次世代技術に取り組む 
自動車関連企業数 

9 社・団体/年 
令和2（2020）年度 

75 社・団体 

（5 年間累計） 
令和8（2026）年度 

２５ 社・団体 
令和４（202２）年度 

特区制度を活用して 
設備投資を行った 

企業数 

累計 164 社 
令和2（2020）年度 

累計 300 社 
令和8（2026）年度 

累計 １８７ 社 
令和４（202２）年度 

リサイクル技術の 
実用化件数 

累計 37 件 
令和2（2020）年度 

累計 49 件 
令和8（2026）年度 

累計 4２ 件 
令和４（202２）年度 

第２章では、経済・社会のグリーン化とグリーンイノベーションを支援する取組について掲載

しています。本県では、関連産業技術の実用化・普及促進や環境関連産業の振興、グリーンエ

ネルギーの普及促進、環境に配慮した農林水産業の振興などのため、様々な施策を行ってい

ます。 
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第２章 経済・社会のグリーン化

１ 環境配慮型ビジネススタイルの普及 

(1) エコ事業所応援事業

【環境保全課】 

事業所における地球温暖化対策を推進す

るため、平成19（2007）年度から電気やガソ

リン使用量の削減などの省エネルギー・省資

源の取組を促進する「エコ事業所応援事業」

を実施しています。令和４（202２）年度末で

2,５２２の事業所が参加しています。

また、事業所における環境マネジメントシス

テムの取組を支援するため、エコアクション

21 の導入セミナーや認証取得に向けた無料

のコンサルティング会を開催しています。

(2) グリーン購入の推進

【環境保全課】 

循環型社会の形成のためには、「再生品等

の供給面の取組」に加え、「需要面からの取

組が重要である」という観点から、平成 12

（2000）年度に循環型社会形成推進基本法

の個別法の一つとして、「グリーン購入法」が

制定されました。同法は、国等の公的機関が

率先して環境物品等（環境負荷低減に資する

製品・サービス）の調達を推進するとともに、

環境物品等に関する適切な情報提供を促進

することにより、需要の転換を図り、持続的発

展が可能な社会の構築を推進することを目

指しています。 

本県では、平成１３（2001）年度にグリーン

購入法第１０条に基づき、「福岡県環境物品

等調達方針」を作成し、県の全機関を挙げて

環境に配慮した物品等の調達に取り組んで

います。 

令和４（2022）年度の環境物品等調達方

針では、１９分類１９７品目について調達率

100％の目標を掲げて取組を行い、その目

標達成状況は、９９．９％となっています。 
福岡県環境物品等調達方針の 
目標達成状況 (単位：％) 

年 度 R1 R2 R3 R4 

紙類 99.9 99.8 99.9 99.9 

納入印刷物 100 100 100 100 

文具類 99.9 99.9 99.9 99.9 

オフィス家具等 99.5 99.8 99.8 99.8 

画像機器等 99.9 99.9 99.9 100 

電子計算機等 99.9 100 99.6 99.9 

オフィス機器等 99.9 99.9 100 99.9 

移動電話等 100 100 100 100 

家電製品 100 100 100 100 

エアコンディショナー等 100 100 99.4 100 

温水器等 100 100 100 100 

消火器 100 100 100 100 

照明 100 99.9 100 100 

自動車等 100 100 100 94.5 

制服・作業服等 

99.9 

100 100 100 

インテリア等 
100 

100 99.8 100 

防災備蓄用品 100 100 99.8 99.5 

設備 100 100 100 100 

計 99.9 99.9 99.9 99.9 

※目標達成率の算定方法：金額ベースで算定。

(3) リサイクル製品の利用促進

【循環型社会推進課】 

再生資源を原材料とし、一定の基準を満た

す製品に対し、県が認定を行う建設資材対象

の「福岡県リサイクル製品認定制度」及び生

活関連用品対象の「福岡県県産リサイクル製

令和３（２０２１）年６月、地球温暖化への対応を経済成長の制約でなく成長の機会と捉え、

「経済と環境の好循環」を実現するための産業政策「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグ

リーン成長戦略」が策定されました。本県では、グリーン成長戦略で示された１４の重要分野

のうち、既に風力産業や水素産業のほか、自動車産業、農林水産業等の分野に取り組んで

いるほか、産業用ロボットやパワー半導体等、省エネルギー・省資源型の製品を生産する産

業も集積しており、これらの取組をさらに進めていく必要があります。

第１節 経済・社会のグリーン化の推進 

〔グリーン購入法〕

◆目指す姿

事業者が、環境配慮型のビジネススタイルへの転換、商品・サービスの開発・普及に努め、県民

一人一人が、環境配慮型のライフスタイルを選択する経済・社会のグリーン化が進んだ社会。

環境負荷の低減に寄与する産業が発展し、新たな価値の創出や社会システムの変革等グリー

ンイノベーションが進んだ社会。

環境負荷低減努力が利益に結び付き、環境関連産業が基幹産業の一つとなっている社会。

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗

「エコ事業所」
登録事業所数

2,374 事業所
令和3（2021）年度

当初

2,974 事業所
令和8（2026）年度

2,５２２ 事業所
令和４（202２）年度

新たに
電動化や情報通信等の
次世代技術に取り組む
自動車関連企業数

9 社・団体/年
令和2（2020）年度

75 社・団体

（5 年間累計）
令和8（2026）年度

２５ 社・団体
令和４（202２）年度

特区制度を活用して
設備投資を行った

企業数

累計 164 社
令和2（2020）年度

累計 300 社
令和8（2026）年度

累計 １８７ 社
令和４（202２）年度

リサイクル技術の
実用化件数

累計 37 件
令和2（2020）年度

累計 49 件
令和8（2026）年度

累計 4２ 件
令和４（202２）年度

第２章では、経済・社会のグリーン化とグリーンイノベーションを支援する取組について掲載

しています。本県では、関連産業技術の実用化・普及促進や環境関連産業の振興、グリーンエ

ネルギーの普及促進、環境に配慮した農林水産業の振興などのため、様々な施策を行ってい

ます。
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品認定制度」について、その利用を促進して

います。（詳細は第 5 章に記載） 

(4) 再生可能エネルギーの導入促進 

【総合政策課エネルギー政策室】 

本県では、市町村や民間事業者による再

生可能エネルギー導入の取組を支援するた

め、導入検討に必要となる日照時間や風況な

どの基本データをワンストップで提供する、全

国初の「再生可能エネルギー導入支援システ

ム」（URL:https://www.f-energy.jp/s

earch/）の公開や、「福岡県再生可能エネル

ギー導入支援アドバイザー」の派遣を実施し

ています。（詳細は第４章に記載） 

(5) 福岡県公共工事生物多様性配慮指針 

【自然環境課】 

「福岡県生物多様性戦略」の生物多様性の

保全と再生を図るという行動指針に基づいた

施策の１つとして、本県が率先して「生物多様

性に配慮した公共工事の推進」に取り組むこ

とを目的とした「福岡県公共工事生物多様性

配慮指針」を策定し、生物多様性を保全する

ために配慮すべき視点などを明確に示し、本

県が実施する公共工事が、より生物多様性に

配慮したものとなるよう、取組を進めていきま

す。（詳細は第 6 章に記載） 

２ 環境配慮型ライフスタイルの普及 

(1) エコファミリー応援事業 

【環境保全課】 

家庭における地球温暖化対策を推進する

ため、電気やガス、水道、ガソリン使用量の削

減などの省エネルギー・省資源の取組を促進

する「エコファミリー応援事業」を実施してい

ます。令和４（2022）年度末で 11,983 名の

県民が参加しています。 

エコファミリーの活動を支援するため、「九

州エコファミリー応援アプリ（エコふぁみ）」を

運用、アプリに登録したエコファミリーが、協

賛店で割引等を受けることができるパスポー

トの取得や、アプリに掲載されている活動に

取り組みポイントを貯めることで県産品の抽

選に参加できる特典をもうけています。また、

本アプリや「ふくおかエコライフ応援 book

（福岡県環境家計簿）」を用いて、上半期（4

月～9 月）及び下半期（10 月～翌年 3 月）に

おける家庭での電気、ガス、水道、ガソリン等

の使用量を報告した世帯に、抽選で協賛企

業から提供いただいた賞品を進呈していま

す。 
九州エコファミリー応援アプリ 

(2) その他の県民参加型事業 

【環境政策課、循環型社会推進課】 

子どもたちが地域の中で楽しみながら自

主的に環境保全活動・学習を行うことを支援

する「こどもエコクラブ事業」や、事業者や県

民による使い捨てプラスチックの使用削減を

推進する「ふくおかプラごみ削減キャンペー

ン」、事業者や学生団体と連携した楽しく学べ

るクイズラリー等の参加型のプラスチックご

み削減啓発イベントの実施など、環境配慮型

のライフスタイルの普及啓発を進めています。

（第３部（資料）に年間を通じて募集している

県民参加型事業の一覧表を掲載） 

(3) 建築物・住宅の省エネルギー化 

【建築指導課、住宅計画課】 

省エネ性能や創エネ機器の効果的な活用

に関する技術や効果に関する情報提供を進

める「住宅情報提供推進事業」や、良質な住

宅供給促進のための「ふくおか型長期優良住

宅ローン制度」、また「建築物省エネ法」「エコ

まち法」による新規・既存建築物の省エネ化

促進などを通して、建築物・住宅における省

エネルギー化の促進を図っています。（詳細

は第４章に記載） 

３ 環境負荷低減に寄与する産業の育成

と環境関連産業の集積 

(1) エネルギー関連産業の育成・支援 

【総合政策課エネルギー政策室】 

エネルギーに関する製品、技術等を紹介す

る展示会の開催やエネルギーの地産地消に

取り組む市町村・事業者への支援等を通じ、

エネルギー関連産業の育成・支援及び再生

可能エネルギーの導入を促進しています。

（詳細は第４章に記載） 

(2) 洋上風力発電の導入と産業集積の促進 

【総合政策課エネルギー政策室】 

ア 洋上風力発電の導入促進 

福岡県響灘沖が「再エネ海域利用法」に基

づく洋上風力発電の「促進区域」に早期指定

されるよう、関係者との意見交換会等を実施

しています。 

イ 風力発電産業の集積 

将来の成長が期待される風力発電産業の

集積及び県内企業の参入促進に向け、産学

官で構成する「福岡県風力発電産業振興会

議」において、風力発電産業に関する最新情

報の提供や参入促進に向けた勉強会の開催、

展示会における関連企業等のＰＲを行ってい

ます。 

ウ 風車メンテナンス技術者の育成支援 

風力発電は風車の故障や不具合による稼

働率の低下を防ぐため、適切なメンテナンス

が不可欠です。しかし、国内における風力発

電の導入拡大による風車メンテナンス技術者

の不足が懸念されており、確保・育成が急務

となっています。 

本県では、離職者に対する公共職業訓練

及び県内高等専門学校の学生に対するイン

ターンシップを実施することにより、風車メン

テナンス技術者の育成に取り組んでいます。 

(3) エコタウン事業 

【循環型社会推進課】 

エコタウン事業は、地域の産業蓄積などを

活かし、環境産業の振興を通じた地域振興を

図りつつ、地域の独自性を踏まえた廃棄物の

発生抑制・リサイクルの推進を通じた資源循

環型経済社会を構築することを目的として、

国において平成 9（1997）年度に創設された

制度です。 

本県では、平成9（1997）年7月に北九州

市が、10（1998）年7月に大牟田市がエコタ

ウンの承認を受けています。それぞれの地域

の持つポテンシャルを活かしながら、環境・リ

サイクル産業の集積促進が積極的に図られ

ています。（詳細は第 5 章に掲載） 

(4) グリーンアジア国際戦略総合特区 

【商工政策課】 

〔総合特別区域法〕 

平成 23（2011）年 12 月、本県は北九州

市、福岡市とともに、「グリーンアジア国際戦

略総合特区」の指定を受けました。 

本県は、我が国においてアジアに最も近い

大都市圏であり、古くからの交流の歴史と緊

密なネットワークを有しています。また、高度

成長期の公害問題を克服した技術やノウハ

ウがあり、環境に優しい低燃費車や生産プロ

セスの効率化を図る産業用ロボット、家電製

品等の電力消費を抑えるパワー半導体など、

環境に関わる先端技術や産業の集積があり

ます。 

本特区は、これらの強みを活かして、環境

を軸とした産業の国際競争力を強化し、アジ

アから世界に展開する産業拠点の構築を図

り、アジアの資源問題や環境問題の解決にも

貢献し、アジアとともに発展することを目指し

ています。 

本特区では、「都市環境インフラのパッケー

ジ化によるアジア展開」、「環境配慮型製品の

開発・生産拠点の構築」、「資源リサイクル等

に関する次世代拠点の形成」、「アジアとのシ

ームレスなビジネス環境の実現」の 4 つの柱

に沿って事業を展開しています。 

国による税制・金融面の支援に加え、本県

による企業立地促進交付金の上乗せや不動
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品認定制度」について、その利用を促進して

います。（詳細は第 5 章に記載） 

(4) 再生可能エネルギーの導入促進 

【総合政策課エネルギー政策室】 

本県では、市町村や民間事業者による再

生可能エネルギー導入の取組を支援するた

め、導入検討に必要となる日照時間や風況な

どの基本データをワンストップで提供する、全

国初の「再生可能エネルギー導入支援システ

ム」（URL:https://www.f-energy.jp/s

earch/）の公開や、「福岡県再生可能エネル

ギー導入支援アドバイザー」の派遣を実施し

ています。（詳細は第４章に記載） 

(5) 福岡県公共工事生物多様性配慮指針 

【自然環境課】 

「福岡県生物多様性戦略」の生物多様性の

保全と再生を図るという行動指針に基づいた

施策の１つとして、本県が率先して「生物多様

性に配慮した公共工事の推進」に取り組むこ

とを目的とした「福岡県公共工事生物多様性

配慮指針」を策定し、生物多様性を保全する

ために配慮すべき視点などを明確に示し、本

県が実施する公共工事が、より生物多様性に

配慮したものとなるよう、取組を進めていきま

す。（詳細は第 6 章に記載） 

２ 環境配慮型ライフスタイルの普及 

(1) エコファミリー応援事業 

【環境保全課】 

家庭における地球温暖化対策を推進する

ため、電気やガス、水道、ガソリン使用量の削

減などの省エネルギー・省資源の取組を促進

する「エコファミリー応援事業」を実施してい

ます。令和４（2022）年度末で 11,983 名の

県民が参加しています。 

エコファミリーの活動を支援するため、「九

州エコファミリー応援アプリ（エコふぁみ）」を

運用、アプリに登録したエコファミリーが、協

賛店で割引等を受けることができるパスポー

トの取得や、アプリに掲載されている活動に

取り組みポイントを貯めることで県産品の抽

選に参加できる特典をもうけています。また、

本アプリや「ふくおかエコライフ応援 book

（福岡県環境家計簿）」を用いて、上半期（4

月～9 月）及び下半期（10 月～翌年 3 月）に

おける家庭での電気、ガス、水道、ガソリン等

の使用量を報告した世帯に、抽選で協賛企

業から提供いただいた賞品を進呈していま

す。 
九州エコファミリー応援アプリ 

(2) その他の県民参加型事業 

【環境政策課、循環型社会推進課】 

子どもたちが地域の中で楽しみながら自

主的に環境保全活動・学習を行うことを支援

する「こどもエコクラブ事業」や、事業者や県

民による使い捨てプラスチックの使用削減を

推進する「ふくおかプラごみ削減キャンペー

ン」、事業者や学生団体と連携した楽しく学べ

るクイズラリー等の参加型のプラスチックご

み削減啓発イベントの実施など、環境配慮型

のライフスタイルの普及啓発を進めています。

（第３部（資料）に年間を通じて募集している

県民参加型事業の一覧表を掲載） 

(3) 建築物・住宅の省エネルギー化 

【建築指導課、住宅計画課】 

省エネ性能や創エネ機器の効果的な活用

に関する技術や効果に関する情報提供を進

める「住宅情報提供推進事業」や、良質な住

宅供給促進のための「ふくおか型長期優良住

宅ローン制度」、また「建築物省エネ法」「エコ

まち法」による新規・既存建築物の省エネ化

促進などを通して、建築物・住宅における省

エネルギー化の促進を図っています。（詳細

は第４章に記載） 

３ 環境負荷低減に寄与する産業の育成

と環境関連産業の集積 

(1) エネルギー関連産業の育成・支援 

【総合政策課エネルギー政策室】 

エネルギーに関する製品、技術等を紹介す

る展示会の開催やエネルギーの地産地消に

取り組む市町村・事業者への支援等を通じ、

エネルギー関連産業の育成・支援及び再生

可能エネルギーの導入を促進しています。

（詳細は第４章に記載） 

(2) 洋上風力発電の導入と産業集積の促進 

【総合政策課エネルギー政策室】 

ア 洋上風力発電の導入促進 

福岡県響灘沖が「再エネ海域利用法」に基

づく洋上風力発電の「促進区域」に早期指定

されるよう、関係者との意見交換会等を実施

しています。 

イ 風力発電産業の集積 

将来の成長が期待される風力発電産業の

集積及び県内企業の参入促進に向け、産学

官で構成する「福岡県風力発電産業振興会

議」において、風力発電産業に関する最新情

報の提供や参入促進に向けた勉強会の開催、

展示会における関連企業等のＰＲを行ってい

ます。 

ウ 風車メンテナンス技術者の育成支援 

風力発電は風車の故障や不具合による稼

働率の低下を防ぐため、適切なメンテナンス

が不可欠です。しかし、国内における風力発

電の導入拡大による風車メンテナンス技術者

の不足が懸念されており、確保・育成が急務

となっています。 

本県では、離職者に対する公共職業訓練

及び県内高等専門学校の学生に対するイン

ターンシップを実施することにより、風車メン

テナンス技術者の育成に取り組んでいます。 

(3) エコタウン事業 

【循環型社会推進課】 

エコタウン事業は、地域の産業蓄積などを

活かし、環境産業の振興を通じた地域振興を

図りつつ、地域の独自性を踏まえた廃棄物の

発生抑制・リサイクルの推進を通じた資源循

環型経済社会を構築することを目的として、

国において平成 9（1997）年度に創設された

制度です。 

本県では、平成9（1997）年7月に北九州

市が、10（1998）年7月に大牟田市がエコタ

ウンの承認を受けています。それぞれの地域

の持つポテンシャルを活かしながら、環境・リ

サイクル産業の集積促進が積極的に図られ

ています。（詳細は第 5 章に掲載） 

(4) グリーンアジア国際戦略総合特区 

【商工政策課】 

〔総合特別区域法〕 

平成 23（2011）年 12 月、本県は北九州

市、福岡市とともに、「グリーンアジア国際戦

略総合特区」の指定を受けました。 

本県は、我が国においてアジアに最も近い

大都市圏であり、古くからの交流の歴史と緊

密なネットワークを有しています。また、高度

成長期の公害問題を克服した技術やノウハ

ウがあり、環境に優しい低燃費車や生産プロ

セスの効率化を図る産業用ロボット、家電製

品等の電力消費を抑えるパワー半導体など、

環境に関わる先端技術や産業の集積があり

ます。 

本特区は、これらの強みを活かして、環境

を軸とした産業の国際競争力を強化し、アジ

アから世界に展開する産業拠点の構築を図

り、アジアの資源問題や環境問題の解決にも

貢献し、アジアとともに発展することを目指し

ています。 

本特区では、「都市環境インフラのパッケー

ジ化によるアジア展開」、「環境配慮型製品の

開発・生産拠点の構築」、「資源リサイクル等

に関する次世代拠点の形成」、「アジアとのシ

ームレスなビジネス環境の実現」の 4 つの柱

に沿って事業を展開しています。 

国による税制・金融面の支援に加え、本県

による企業立地促進交付金の上乗せや不動
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産取得税の課税免除、両政令市による固定

資産税の課税免除など様々な支援施策を講

じてきました。 

これらの取組により、特区指定から現在ま

でに、多くの企業が特区の支援制度を活用し、

活発な設備投資を行っています。 

引き続き、環境を軸とした産業拠点の形成

に向けた取組を進めていきます。 
産業用ロボット 

(5) グリーンデバイス開発・生産拠点の形成 

【新産業振興課】 

半導体市場は、デジタル化社会の進展に

伴い右肩上がりで成長すると予想されていま

す。 

特に、カーボンニュートラル実現の「鍵」と

も言われる“グリーンデバイス”（省エネに直

結するパワー半導体や低消費電力化を実現

する半導体）に注目が集まっています。 
半導体（グリーンデバイス） 

県内には、ソニーや三菱電機など世界トッ

プクラスの企業をはじめ、約４００社の半導体

関連企業が集積しています。また、大学や高

専、半導体分野の公的支援機関、半導体の

輸出入拠点である福岡空港や北九州空港な

どが集積しています。 

こうした強みを活かし、カーボンニュートラ

ル時代の製造業を支える“グリーンデバイス”

の一大開発・生産拠点を形成するため、令和

４年２月に「福岡県グリーンデバイス開発・生

産拠点協議会」を設立しました。 

本協議会の下、「デバイス関連企業を呼び

込むためのプロジェクト」「地元半導体企業の

サプライチェーンの強化」「半導体人材の育

成・確保」「デバイス関連企業誘致の強化」の

４つの柱に沿って各種事業を戦略的に展開し、

拠点形成を推進していきます。 

(6) 北部九州自動車産業グリーン先進拠点プ

ロジェクト 

【自動車・水素産業振興課】 

北部九州は、産学官が一体となったこれま

での取組により、年間 154 万台の生産能力

を持つ自動車産業の拠点に成長しました。 

一方で近年、自動車産業は、脱炭素化の

流れや「電動化」、「自動運転」といった

CASE と呼ばれる技術革新など、100 年に

一度といわれる大変革期を迎えています。 

このような流れに対応するため、令和４

（2022）年５月、産学官が一体となり、「世界

に選ばれる電動車開発・生産拠点の形成」、

「CASE に対応したサプライヤーの集積」、

「工場や輸送分野における脱炭素化の実現」、

「先進的なクルマ・モビリティの実証の推進」

の4つの目標からなる「北部九州自動車産業

グリーン先進拠点推進構想」を策定していま

す。今後はこの構想の下、地元サプライヤー

の電動化分野への業態転換の促進、自動運

転といった次世代技術への参入支援、生産

工場のカーボンニュートラルの促進などに取

り組み、北部九州自動車産業のグリーン先進

拠点化を目指します。 

(7) 福岡県水素グリーン成長戦略 

【自動車・水素産業振興課】 

福岡県は、環境にやさしい水素エネルギー

社会の実現に向け、平成１６年８月に全国に

先駆けて産学官による推進組織「福岡水素エ

ネルギー戦略会議」を設立しました。研究開

発や社会実証、新産業の育成・集積など、水

素エネルギーの開発・普及を総合的に展開し、

世界を先導する水素拠点の形成を目指した

取組を進めてきました。 

水素は、「2050 年カーボンニュートラル」

を実現するためのキーテクノロジーです。現

在、世界各国で「グリーン水素」を巡る競争が

激化しており、我が国においても大規模なサ

プライチェーンの構築と社会実装を加速する

ことが求められています。 

こうした時代の動きを踏まえ、県では、令

和 4 年 8 月、水素の巨大市場への参入支援

や「グリーン水素」へのシフトを目指す「福岡

県水素グリーン成長戦略」を策定し、①水素

製造のイノベーション、②水素利用の拡大、

③水素関連産業の集積の３つの柱のもと、脱

炭素への対応を成長の機会に捉え、経済と

環境の好循環をつくる「グリーン成長」を推進

しています。 
ＦＣトラック出発式 

４ 環境に配慮した農林水産業の振興 

(1) 環境に配慮した農業の推進について 

【食の安全・地産地消課】

本県では、環境に配慮した農業を進めるた

め、農薬の適正使用や、減農薬・減化学肥料

栽培を推進しています。 

減農薬栽培については、天敵を利用した防

除体系の開発や、水稲種子の温湯消毒など

化学農薬の代替技術の普及に取り組んでい

ます。 

減化学肥料栽培については、堆肥投入に

よる土づくりや有機質肥料の施用を推進して

います。 

こうした減農薬・減化学肥料栽培を更に進

めるため、「ふくおかエコ農産物認証制度」を

創設し、エコ農産物の生産拡大や販売拡大

のため、直売所や量販店などでのＰＲにも取

り組んでいます。 

また、「環境と調和のとれた食料システムの

確立のための環境負荷低減事業活動の促進

等に関する法律」に基づき、令和５（2023）年

3 月に「福岡県環境負荷低減事業活動の促

進に関する基本的な計画」を県内全 60 市町

村と共同で策定し、環境に配慮した農林水産

業の取組を推進しています。 

(2) 環境に調和した林業の推進について 

【林業振興課】

森林は温室効果ガスの吸収のほか、木材

の供給や水源のかん養、土砂災害の防止と

いった多面的な機能を有しています。

本県では、こうした森林の持つ多面的機能

の持続的発揮を図るため、健全な森林づくり

を推進しています。（詳細は第 4 章に掲載）

(3) 環境に調和した水産業の推進について 

ア 漁場の整備 

【水産振興課】 

本県には、外海性の筑前海、内湾性の有明

海、内海性の豊前海の３つの海と筑後川、矢

部川などの多くの河川や湖沼などの内水面

があります。 

本県では、それぞれの海域特性に合わせ

た漁場の整備や漁場環境の改善を実施して

います。 

筑前海においては、広範囲にわたる大規模

な魚礁設置による漁場の整備や投石による

藻場造成、増殖礁設置による幼稚魚の育成

場の造成を行っています。 

有明海や豊前海においては、漁場環境の

悪化により生産性が低下した漁場の生産力

を回復させるための覆砂を実施しています。 
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産取得税の課税免除、両政令市による固定

資産税の課税免除など様々な支援施策を講

じてきました。 

これらの取組により、特区指定から現在ま

でに、多くの企業が特区の支援制度を活用し、

活発な設備投資を行っています。 

引き続き、環境を軸とした産業拠点の形成

に向けた取組を進めていきます。 
産業用ロボット 

(5) グリーンデバイス開発・生産拠点の形成 

【新産業振興課】 

半導体市場は、デジタル化社会の進展に

伴い右肩上がりで成長すると予想されていま

す。 

特に、カーボンニュートラル実現の「鍵」と

も言われる“グリーンデバイス”（省エネに直

結するパワー半導体や低消費電力化を実現

する半導体）に注目が集まっています。 
半導体（グリーンデバイス） 

県内には、ソニーや三菱電機など世界トッ

プクラスの企業をはじめ、約４００社の半導体

関連企業が集積しています。また、大学や高

専、半導体分野の公的支援機関、半導体の

輸出入拠点である福岡空港や北九州空港な

どが集積しています。 

こうした強みを活かし、カーボンニュートラ

ル時代の製造業を支える“グリーンデバイス”

の一大開発・生産拠点を形成するため、令和

４年２月に「福岡県グリーンデバイス開発・生

産拠点協議会」を設立しました。 

本協議会の下、「デバイス関連企業を呼び

込むためのプロジェクト」「地元半導体企業の

サプライチェーンの強化」「半導体人材の育

成・確保」「デバイス関連企業誘致の強化」の

４つの柱に沿って各種事業を戦略的に展開し、

拠点形成を推進していきます。 

(6) 北部九州自動車産業グリーン先進拠点プ

ロジェクト 

【自動車・水素産業振興課】 

北部九州は、産学官が一体となったこれま

での取組により、年間 154 万台の生産能力

を持つ自動車産業の拠点に成長しました。 

一方で近年、自動車産業は、脱炭素化の

流れや「電動化」、「自動運転」といった

CASE と呼ばれる技術革新など、100 年に

一度といわれる大変革期を迎えています。 

このような流れに対応するため、令和４

（2022）年５月、産学官が一体となり、「世界

に選ばれる電動車開発・生産拠点の形成」、

「CASE に対応したサプライヤーの集積」、

「工場や輸送分野における脱炭素化の実現」、

「先進的なクルマ・モビリティの実証の推進」

の4つの目標からなる「北部九州自動車産業

グリーン先進拠点推進構想」を策定していま

す。今後はこの構想の下、地元サプライヤー

の電動化分野への業態転換の促進、自動運

転といった次世代技術への参入支援、生産

工場のカーボンニュートラルの促進などに取

り組み、北部九州自動車産業のグリーン先進

拠点化を目指します。 

(7) 福岡県水素グリーン成長戦略 

【自動車・水素産業振興課】 

福岡県は、環境にやさしい水素エネルギー

社会の実現に向け、平成１６年８月に全国に

先駆けて産学官による推進組織「福岡水素エ

ネルギー戦略会議」を設立しました。研究開

発や社会実証、新産業の育成・集積など、水

素エネルギーの開発・普及を総合的に展開し、

世界を先導する水素拠点の形成を目指した

取組を進めてきました。 

水素は、「2050 年カーボンニュートラル」

を実現するためのキーテクノロジーです。現

在、世界各国で「グリーン水素」を巡る競争が

激化しており、我が国においても大規模なサ

プライチェーンの構築と社会実装を加速する

ことが求められています。 

こうした時代の動きを踏まえ、県では、令

和 4 年 8 月、水素の巨大市場への参入支援

や「グリーン水素」へのシフトを目指す「福岡

県水素グリーン成長戦略」を策定し、①水素

製造のイノベーション、②水素利用の拡大、

③水素関連産業の集積の３つの柱のもと、脱

炭素への対応を成長の機会に捉え、経済と

環境の好循環をつくる「グリーン成長」を推進

しています。 
ＦＣトラック出発式 

４ 環境に配慮した農林水産業の振興 

(1) 環境に配慮した農業の推進について 

【食の安全・地産地消課】

本県では、環境に配慮した農業を進めるた

め、農薬の適正使用や、減農薬・減化学肥料

栽培を推進しています。 

減農薬栽培については、天敵を利用した防

除体系の開発や、水稲種子の温湯消毒など

化学農薬の代替技術の普及に取り組んでい

ます。 

減化学肥料栽培については、堆肥投入に

よる土づくりや有機質肥料の施用を推進して

います。 

こうした減農薬・減化学肥料栽培を更に進

めるため、「ふくおかエコ農産物認証制度」を

創設し、エコ農産物の生産拡大や販売拡大

のため、直売所や量販店などでのＰＲにも取

り組んでいます。 

また、「環境と調和のとれた食料システムの
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3 月に「福岡県環境負荷低減事業活動の促
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(2) 環境に調和した林業の推進について 

【林業振興課】

森林は温室効果ガスの吸収のほか、木材

の供給や水源のかん養、土砂災害の防止と
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本県では、こうした森林の持つ多面的機能
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(3) 環境に調和した水産業の推進について 

ア 漁場の整備 

【水産振興課】 

本県には、外海性の筑前海、内湾性の有明

海、内海性の豊前海の３つの海と筑後川、矢

部川などの多くの河川や湖沼などの内水面

があります。 

本県では、それぞれの海域特性に合わせ

た漁場の整備や漁場環境の改善を実施して

います。 

筑前海においては、広範囲にわたる大規模

な魚礁設置による漁場の整備や投石による

藻場造成、増殖礁設置による幼稚魚の育成

場の造成を行っています。 
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第２節 グリーンイノベーションの推進 

１ 県試験研究機関を活用した環境関連技術実用化の推進 

(1) 保健環境研究所の取組 

【保健環境研究所】 

ア 保健環境研究所の概要

関係機関との連携 

保健環境研究所では、県民の健康と環境を守るため、保健衛生及び環境保全に関する試験

検査や調査研究等を行っています。得られた成果等は、保健・環境行政への科学的根拠として

活用されるとともに、県民への情報提供も行っています。近年は、社会的にも関心が高いPM2.5

などの大気汚染や水質保全の調査研究に加え、気候変動や生物多様性などの課題にも取り組

んでいます。また県リサイクル総合研究事業化センターと連携し技術開発に取り組んでいます。 

その他、工業技術センター、農林業総合試験場、水産海洋技術センターにおいても、環境保

全に関する取組を行っています。 

保健環境研究所の組織機構と業務概要 

管理部 ・ ： テレメータによる大気汚染の測定・解析
 総務課 気候変動適応センターの運営
 企画情報管理課
 計測技術課 ・ ： ダイオキシン類等有害化学物質の試験研究
保健科学部
 病理細菌課 ・ ： 大気、放射能等に関する試験研究
 ウイルス課
 生活化学課 ・ ： 公共用水、工場排水、地下水、土壌等の試験研究
環境科学部
 大気課 ・ ： 廃棄物、リサイクルに関する試験研究
 水質課
 廃棄物課 ・ ： 動植物の分布・生態・環境影響等の試験研究
 環境生物課

環 境 生 物 課

企 画 情 報 管 理 課

計 測 技 術 課

大 気 課

水 質 課

廃 棄 物 課

組 織 機 構 環 境 関 連 業 務 概 要

試験検査、調査研究、研修等に関する連携

研究等に関する連携（共同研究等）

福岡県
保健福祉環境事務所

福岡県保健環境研究所

公益財団法人
福岡県リサイクル総合研究事業化センター

公設・民間研究機関
及び大学等

福岡県
保健医療介護部

環境部

覆砂漁場に発生したアサリ 

イ 資源管理型漁業 

【水産振興課】 

水産物は限りある資源であることから、無

計画に取り尽くしてしまうと枯渇してしまいま

す。水産資源を持続的に利用していくために

は、産卵期の魚介類を保護するための禁漁

期間の設定や、魚を獲る網の目合いを大きく

し、小型魚は再度海に帰すといった、水産資

源を管理しながら漁獲する資源管理型漁業

の取組が重要です。そこで、本県では漁業者

との協議や調整を図りながら資源管理型漁

業を推進し、水産資源の持続的利用に努め

ています。 

ウ 漁業者による藻場の保全活動 

【漁業管理課】 

沿岸の浅海域において、様々な海藻が繁

茂する藻場は、アワビやサザエなどの漁場と

してだけでなく、魚介類の産卵や育成の場と

しても重要です。しかし、近年、海藻の食害生

物であるウニ類が増加しており、藻場が減少

する要因となっています。 

そのため、県内では、漁業者を主体とする

グループが、ウニ類の除去や母藻の投入など

による藻場の保全活動に取り組んでおり、本

県では、このような活動を支援しています。 
漁業者によるウニの除去 

５ 税制のグリーン化 

(1) 福岡県森林環境税 

【林業振興課】 

森林を健全な状態で次世代へ引き継ぐた

め、福岡県森林環境税を活用し、森林の有す

る公益的機能の発揮に向けた施策や、森林

を守り育てる気運の向上に向けた施策を実

施しています。 

(2) 産業廃棄物税 

【循環型社会推進課】 

産業廃棄物税は、産業廃棄物の焼却施設

又は最終処分場への搬入に対して課税する

もので、排出事業者を産業廃棄物の排出抑

制とリサイクルに向けた取組に誘導すること

を目的とするものです。本県では、平成 17

（2005）年度から産業廃棄物税を導入し、そ

の財源で循環型社会の構築に向けた取組を

進めています。（詳細は第５章に記載）

(3) グリーンアジア国際戦略総合特区 

【商工政策課】 

〔総合特別区域法〕 

環境を軸とした産業の拠点化を目指すグ

リーンアジア国際戦略総合特区を推進するた

め、国による法人税の軽減措置に加え、特区

に係る事業の用に供するため取得した建物

及びその敷地に係る不動産取得税の課税免

除を行っています。 

(4) 自動車税 

【税務課】 

自動車環境対策として、環境負荷の大きな

自動車の税率を重くし、一方で環境負荷の小

さな自動車の税率を軽くする、自動車税のグ

リーン化の取組を推進します。 
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第２節 グリーンイノベーションの推進 

１ 県試験研究機関を活用した環境関連技術実用化の推進 
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全に関する取組を行っています。 
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し、小型魚は再度海に帰すといった、水産資

源を管理しながら漁獲する資源管理型漁業

の取組が重要です。そこで、本県では漁業者

との協議や調整を図りながら資源管理型漁

業を推進し、水産資源の持続的利用に努め

ています。 

ウ 漁業者による藻場の保全活動 

【漁業管理課】 

沿岸の浅海域において、様々な海藻が繁

茂する藻場は、アワビやサザエなどの漁場と

してだけでなく、魚介類の産卵や育成の場と

しても重要です。しかし、近年、海藻の食害生

物であるウニ類が増加しており、藻場が減少

する要因となっています。 

そのため、県内では、漁業者を主体とする

グループが、ウニ類の除去や母藻の投入など
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イ 保健環境研究所取組例 

(ｱ) 環境 DNAを用いた侵略的外来種の検出法

に関する研究 

人によって自然分布域外に持ち込まれた外

来種のうち、生態系や人の健康、農林水産業に

悪影響を及ぼすものを特に「侵略的外来種」と

定義します。福岡県では平成３０（２０１８）年に

「福岡県侵略的外来種リスト２０１８」を作成し、

令和４（２０２２）年に策定した「福岡県生物多様

性戦略２０２２-２０２６」や「福岡県ワンヘルス推

進行動計画」においても、侵略的外来種対策が

重要な課題として位置付けられています。効果

的な外来種対策を行っていく上で、早期の侵

入・定着状況の把握、定期的なモニタリング調

査、また多様な主体による取り組みが必要不可

欠です。しかし、一般的に捕獲や観察による外

来種の調査は専門的な技術や知識が必要なこ

とから、この点が問題解決の大きな障壁となっ

ています。 

環境 DNA は環境中に存在する細胞等から

遺伝子を採取して分析し、得られた塩基配列の

特徴をデータベースと照合することで、その環

境中にいる生物の種類を調べることができる

手法です。例えば川で水を採取して環境DNA

分析を行うことで、その川にどんな種類の生物

が生息しているのかを明らかにすることができ

ます。この手法では、採捕や観察の技術がなく

ても生息する生物の種類を把握することがで

きるので、前述したような侵略的外来種対策を

行う上での障壁を解決する上で有用と考えら

れます。そこで本研究では外来魚を対象として、

河川（流水）とダム（止水）での検出力の違いに

ついて検証を行いました。 

流水として柳川市の二ツ川に設定した３地点

において年４回の環境DNA調査を行い、既存

の魚類相データと比較したところ、毎回の調査

において2～5種類の外来魚が検出され、全4

回の調査結果を統合すると過去に生息情報の

ある外来魚７種すべてを検出することができま

した。 

環境 DNA調査での採水の様子 

一方、止水として添田町の油木ダムと宮若市

の力丸ダムに設定した２地点において年４回の

環境 DNA 調査を行い、同様に既存の魚類相

調査データと比較したところ、全４回の調査結

果を統合すると過去に生息情報のある外来魚

５種すべてを検出することができました。しかし、

毎回の調査では0～3種類しか検出できず、流

水と比べて検出力が低い結果となりました。ま

た、流水・止水いずれにおいても、オオクチバ

スやハスといった福岡県侵略的外来種リスト掲

載種は適切に検出できていることがわかりまし

た。これらのことから、環境 DNA を用いた外

来魚の検出は十分に可能であるものの、流水

と止水で採水手法や調査結果の評価を区別し

て行う必要があるものと考えられました。 
侵略的外来種のオオクチバス（左）とハス（右） 

福岡県内では SFTS（重症熱性血小板減少

症候群）などの人獣共通感染症の媒介に寄与

すると考えられる哺乳類のアライグマ、農業や

治水に悪影響を及ぼすと考えられる植物のブ

ラジルチドメグサやナガエツルノゲイトウなど、

魚類以外の侵略的外来種の問題が生じており、

対策が求められている状況にあります。環境

DNA はこれら侵略的外来種の早期の侵入状

況の把握や駆除効果の検証にも活用可能と考

えられることから、引き続き多様な分類群の生

物を対象とした研究を進めていく予定です。 

(ｲ) 環境中の微量有害化学物質の分析法開発

と実態解明に関する研究 

化学物質による環境への負荷は、人の健康

や生態系に様々な影響を与える可能性があり

ますが、近年の化学物質の種類と量の増加に

対し、その毒性や汚染実態については明らか

になっていません。そのため、環境中における

化学物質の実態調査が必要ですが、毎年数多

くの新規化学物質が出現し、その物性も多様

であり、適切な分析法が不明なものが多くあり

ます。環境省は、一般環境中の既存化学物質

の残留状況の把握を目的として昭和４９（1974）

年度から「化学物質環境実態調査」を実施し、

「初期環境調査」、「詳細環境調査」、「モニタリ

ング調査」、「分析法開発調査」等について取り

組んでいます。化学物質による環境汚染を未

然に防止するために適切な分析法を開発する

とともに、汚染実態調査を行うことで、環境リス

クを適切に評価し、化学物質対策の立案に資

することを目的として研究を実施しました。 

化学物質の分析法開発として、一般環境中

における残留状況等の監視が必要となる可能

性がある３物質(群)を選択しました。このうち、

水環境中に微量に存在する可能性があるベン

ゾフェノン-4 は、紫外線吸収剤として化粧品、

樹脂等に使用されている化学物質ですが、内

分泌かく乱作用について懸念されています。し

かしながら、ベンゾフェノン-4 の暴露情報が不

足していることからリスク評価がなされていな

いため、当研究所では新たな分析法を開発す

るとともに、開発した分析法を用いて県内調査

及びリスク評価を行いました。ベンゾフェノン-

4 は水溶性が高いことから、測定機器として高

速液体クロマトグラフ質量分析装置（LC-

MS/MS）を選択し、分離条件を検討し、さらに、

河川水及び海水を用いて抽出法の検討、添加

回収試験等を行い、ベンゾフェノン-4 の定量

が可能な分析法を開発しました。この方法を用

いて県内の河川及び海水浴場等の調査を行っ

た結果、いずれの地点からもベンゾフェノン-4

は検出されず、現時点ではリスクは低いことが

分かりました。開発した分析法は「分析法開発

調査報告書」として公表され、その翌年にこの

分析法を用いた全国調査が実施され、「化学物

質環境実態調査報告書」としてまとめられまし

た。 

化学物質による汚染実態の解明調査として

は、幅広い製品に使用されているリン酸エステ

ル系難燃剤（PFRs）について、複数の地方環

境研究所との共同研究により、国内水環境にお

ける実態調査を実施しました。難燃剤は住宅や

車両等における火災の発生や延焼を防ぎ、私

たちの生命を守る重要な役割を果たすもので

すが、その一方で人や環境への影響が懸念さ

れています。そこで、全国の5都市域（東京都、

名古屋市、大阪市、兵庫県、福岡県）の公共用

水域33河川等において、８種類のPFRsを対

象に調査を実施しました。福岡県においては、

多々良川水系の３河川６地点を対象に調査を

行いました。その結果、５都市域の公共用水域

における PFRs は検出下限値未満～

1400ng/L で広範囲に検出されました。「化学

物質の環境リスク初期評価ガイドライン」に基

づき予測無影響濃度(ＰＮＥＣ)を用いたリスク

評価を行ったところ、福岡県内の調査地点にお

いては生態リスクとして「現時点では（情報収

集や詳細評価等の）作業は必要ないと考えら

れる」レベルであることが示唆されました。 

今後も、人の健康や生態系へ悪影響を及ぼ

すおそれがある化学物質の分析法開発、実態

調査及びリスク評価を検討し、環境保全への貢

献に努めていきます。 
福岡県内の調査地点における PFRs濃度 
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イ 保健環境研究所取組例 

(ｱ) 環境 DNAを用いた侵略的外来種の検出法

に関する研究 

人によって自然分布域外に持ち込まれた外

来種のうち、生態系や人の健康、農林水産業に

悪影響を及ぼすものを特に「侵略的外来種」と

定義します。福岡県では平成３０（２０１８）年に

「福岡県侵略的外来種リスト２０１８」を作成し、

令和４（２０２２）年に策定した「福岡県生物多様

性戦略２０２２-２０２６」や「福岡県ワンヘルス推

進行動計画」においても、侵略的外来種対策が

重要な課題として位置付けられています。効果

的な外来種対策を行っていく上で、早期の侵

入・定着状況の把握、定期的なモニタリング調

査、また多様な主体による取り組みが必要不可

欠です。しかし、一般的に捕獲や観察による外

来種の調査は専門的な技術や知識が必要なこ

とから、この点が問題解決の大きな障壁となっ

ています。 

環境 DNA は環境中に存在する細胞等から

遺伝子を採取して分析し、得られた塩基配列の

特徴をデータベースと照合することで、その環

境中にいる生物の種類を調べることができる

手法です。例えば川で水を採取して環境DNA

分析を行うことで、その川にどんな種類の生物

が生息しているのかを明らかにすることができ

ます。この手法では、採捕や観察の技術がなく

ても生息する生物の種類を把握することがで

きるので、前述したような侵略的外来種対策を

行う上での障壁を解決する上で有用と考えら

れます。そこで本研究では外来魚を対象として、

河川（流水）とダム（止水）での検出力の違いに

ついて検証を行いました。 

流水として柳川市の二ツ川に設定した３地点

において年４回の環境DNA調査を行い、既存

の魚類相データと比較したところ、毎回の調査

において2～5種類の外来魚が検出され、全4

回の調査結果を統合すると過去に生息情報の

ある外来魚７種すべてを検出することができま

した。 

環境 DNA調査での採水の様子 

一方、止水として添田町の油木ダムと宮若市

の力丸ダムに設定した２地点において年４回の

環境 DNA 調査を行い、同様に既存の魚類相

調査データと比較したところ、全４回の調査結

果を統合すると過去に生息情報のある外来魚

５種すべてを検出することができました。しかし、

毎回の調査では0～3種類しか検出できず、流

水と比べて検出力が低い結果となりました。ま

た、流水・止水いずれにおいても、オオクチバ

スやハスといった福岡県侵略的外来種リスト掲

載種は適切に検出できていることがわかりまし

た。これらのことから、環境 DNA を用いた外

来魚の検出は十分に可能であるものの、流水

と止水で採水手法や調査結果の評価を区別し

て行う必要があるものと考えられました。 
侵略的外来種のオオクチバス（左）とハス（右） 

福岡県内では SFTS（重症熱性血小板減少

症候群）などの人獣共通感染症の媒介に寄与

すると考えられる哺乳類のアライグマ、農業や

治水に悪影響を及ぼすと考えられる植物のブ

ラジルチドメグサやナガエツルノゲイトウなど、

魚類以外の侵略的外来種の問題が生じており、

対策が求められている状況にあります。環境

DNA はこれら侵略的外来種の早期の侵入状

況の把握や駆除効果の検証にも活用可能と考

えられることから、引き続き多様な分類群の生

物を対象とした研究を進めていく予定です。 

(ｲ) 環境中の微量有害化学物質の分析法開発

と実態解明に関する研究 

化学物質による環境への負荷は、人の健康

や生態系に様々な影響を与える可能性があり

ますが、近年の化学物質の種類と量の増加に

対し、その毒性や汚染実態については明らか

になっていません。そのため、環境中における

化学物質の実態調査が必要ですが、毎年数多

くの新規化学物質が出現し、その物性も多様

であり、適切な分析法が不明なものが多くあり

ます。環境省は、一般環境中の既存化学物質

の残留状況の把握を目的として昭和４９（1974）

年度から「化学物質環境実態調査」を実施し、

「初期環境調査」、「詳細環境調査」、「モニタリ

ング調査」、「分析法開発調査」等について取り

組んでいます。化学物質による環境汚染を未

然に防止するために適切な分析法を開発する

とともに、汚染実態調査を行うことで、環境リス

クを適切に評価し、化学物質対策の立案に資

することを目的として研究を実施しました。 

化学物質の分析法開発として、一般環境中

における残留状況等の監視が必要となる可能

性がある３物質(群)を選択しました。このうち、

水環境中に微量に存在する可能性があるベン

ゾフェノン-4 は、紫外線吸収剤として化粧品、

樹脂等に使用されている化学物質ですが、内

分泌かく乱作用について懸念されています。し

かしながら、ベンゾフェノン-4 の暴露情報が不

足していることからリスク評価がなされていな

いため、当研究所では新たな分析法を開発す

るとともに、開発した分析法を用いて県内調査

及びリスク評価を行いました。ベンゾフェノン-

4 は水溶性が高いことから、測定機器として高

速液体クロマトグラフ質量分析装置（LC-

MS/MS）を選択し、分離条件を検討し、さらに、

河川水及び海水を用いて抽出法の検討、添加

回収試験等を行い、ベンゾフェノン-4 の定量

が可能な分析法を開発しました。この方法を用

いて県内の河川及び海水浴場等の調査を行っ

た結果、いずれの地点からもベンゾフェノン-4

は検出されず、現時点ではリスクは低いことが

分かりました。開発した分析法は「分析法開発

調査報告書」として公表され、その翌年にこの

分析法を用いた全国調査が実施され、「化学物

質環境実態調査報告書」としてまとめられまし

た。 

化学物質による汚染実態の解明調査として

は、幅広い製品に使用されているリン酸エステ

ル系難燃剤（PFRs）について、複数の地方環

境研究所との共同研究により、国内水環境にお

ける実態調査を実施しました。難燃剤は住宅や

車両等における火災の発生や延焼を防ぎ、私

たちの生命を守る重要な役割を果たすもので

すが、その一方で人や環境への影響が懸念さ

れています。そこで、全国の5都市域（東京都、

名古屋市、大阪市、兵庫県、福岡県）の公共用

水域33河川等において、８種類のPFRsを対

象に調査を実施しました。福岡県においては、

多々良川水系の３河川６地点を対象に調査を

行いました。その結果、５都市域の公共用水域

における PFRs は検出下限値未満～

1400ng/L で広範囲に検出されました。「化学

物質の環境リスク初期評価ガイドライン」に基

づき予測無影響濃度(ＰＮＥＣ)を用いたリスク

評価を行ったところ、福岡県内の調査地点にお

いては生態リスクとして「現時点では（情報収

集や詳細評価等の）作業は必要ないと考えら

れる」レベルであることが示唆されました。 

今後も、人の健康や生態系へ悪影響を及ぼ

すおそれがある化学物質の分析法開発、実態

調査及びリスク評価を検討し、環境保全への貢

献に努めていきます。 
福岡県内の調査地点における PFRs濃度 



グ
リ
ー
ン
化

- 56 - - 57 -

２ 事業者における技術開発の支援 

(1) リサイクル総合研究事業化センター 

【循環型社会推進課】 

福岡県リサイクル総合研究事業化センターに

おいては、廃棄物の特性に応じて、リサイクル

技術や分別回収等の社会システムの研究開発

及び実用化を産学官民の連携により推進する

とともに、北九州、大牟田のエコタウンと連携し

て、研究開発支援や研究成果を活用した事業

化を進めます。また、企業連携による研究開発

を促進するため、企業間のネットワークづくりに

取り組みます。（詳細は第５章に掲載） 

(2) 福岡県水素グリーン成長戦略会議 

【自動車・水素産業振興課】 

本県では、令和4年8月に策定した「福岡県

水素グリーン成長戦略」の柱の一つに、「水素

関連産業の集積」を掲げています。この戦略の

もと、「福岡県水素グリーン成長戦略会議」では、

水素・燃料電池関連分野への参入を目指す企

業向けに、水素関連分野への参入等の相談に

ワンストップで対応する「福岡県水素グリーンイ

ノベーションサポート窓口」の運営や、技術アド

バイザーの派遣、県内企業が行う水素・燃料電

池関連分野の製品開発等への助成といった、

各種の支援策を実施しています。 

(2) 環境保全に関する調査研究 

研究機関名 主な調査研究の内容（研究期間） 

保健環境研究所 

気候変動による暑熱・健康等への影響に関する研究（R3-5） 

マルチコプターを活用した新たな観測体制の整備とその応用（R3-5） 

大気中ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤の分析法開発と汚染状況の把握（R4-6） 

大気シミュレーションモデルによる大気汚染対策効果の評価に関する研究（R3-5） 

生物応答試験と網羅分析の迅速化による化学物質スクリーニング法の開発（R4-6） 

堆積物微生物燃料電池を用いた閉鎖性水域の底質改善に関する研究（R4-6） 

福岡県内の河川におけるマイクロプラスチックの実態把握（R2-6） 

廃棄物の循環利用に関する研究（R3-5） 

産業廃棄物最終処分場における有害物質の挙動に関する研究（R3-5） 

環境ＤＮＡを用いた水生外来種の分布把握手法に関する研究（R5-7） 

ワンヘルス・アプローチに向けた生態系把握への環境DNAの適用に関する研究（R4-6） 

里山の保全・再生に及ぼす野生動物の影響（R2-5） 

環境ＤＮＡを用いた野生生物の生息状況把握に関する研究（R5-7） 

工業技術センター 

廃プラスチックのリサイクル性能評価技術構築に関する研究（R4） 

廃複合プラスチックのマテリアルリサイクルに関する研究（R4） 

バイオプラスチックの物性と構造に関する研究（R4） 

リサイクル未加硫ゴムを利用したキャタライナーの耐久性向上（R4） 

硅砂副生成物を活用した高取焼用粘土の開発（R3-4） 

農林業総合試験場 

農産物及び土壌放射能性核種のバックグラウンドレベルの監視（H27-）  

ヒートポンプ周年利用による促成ナス増収技術の開発（R4-R6） 

土壌還元消毒における糖含有廃棄物の利用技術の開発（R4-R6） 

バラ生産に適応した害虫管理技術の開発（R2-4）  

木質バイオマス燃料燃焼灰と家畜ふんを利用した肥料製造技術の開発（R3-４）  

放置竹林拡大抑制技術の開発（R3-5） 

災害リスクを増加させない森林管理技術の開発（R3-７） 

シカモニタリング調査手法の高度化（R2-4） 

スギ花粉発生源調査（H18-） 

荒廃森林整備事業効果調査（H21-） 

無花粉スギの生産・増殖効率の改善（R2-６） 

松くい虫の防除に関する調査（S48-） 

薬剤防除自然環境等影響調査（S５２-） 

八女茶の有機栽培に対応可能な病害虫防除体系の開発（R4-R6） 

水産海洋技術センター 

指定海域の水質基準達成状況の調査（S52-） 

赤潮発生に関する調査及び研究（S51-） 

藻場の変遷と増殖手法に関する調査及び研究（H29-） 

干潟域の生物生産に関する調査及び研究（H21-） 

覆砂等による干潟環境改善に関する調査（S62-） 

貝毒による被害防止に関する調査（S51-） 

県内主要河川等での水質環境及び生物分布に関する調査（S51-） 

河川における外来生物の駆除に関する調査（H14-） 
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２ 事業者における技術開発の支援 

(1) リサイクル総合研究事業化センター 

【循環型社会推進課】 

福岡県リサイクル総合研究事業化センターに

おいては、廃棄物の特性に応じて、リサイクル

技術や分別回収等の社会システムの研究開発

及び実用化を産学官民の連携により推進する

とともに、北九州、大牟田のエコタウンと連携し

て、研究開発支援や研究成果を活用した事業

化を進めます。また、企業連携による研究開発

を促進するため、企業間のネットワークづくりに

取り組みます。（詳細は第５章に掲載） 

(2) 福岡県水素グリーン成長戦略会議 

【自動車・水素産業振興課】 

本県では、令和4年8月に策定した「福岡県

水素グリーン成長戦略」の柱の一つに、「水素

関連産業の集積」を掲げています。この戦略の

もと、「福岡県水素グリーン成長戦略会議」では、

水素・燃料電池関連分野への参入を目指す企

業向けに、水素関連分野への参入等の相談に

ワンストップで対応する「福岡県水素グリーンイ

ノベーションサポート窓口」の運営や、技術アド

バイザーの派遣、県内企業が行う水素・燃料電

池関連分野の製品開発等への助成といった、

各種の支援策を実施しています。 

(2) 環境保全に関する調査研究 

研究機関名 主な調査研究の内容（研究期間） 

保健環境研究所 

気候変動による暑熱・健康等への影響に関する研究（R3-5） 

マルチコプターを活用した新たな観測体制の整備とその応用（R3-5） 

大気中ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤の分析法開発と汚染状況の把握（R4-6） 

大気シミュレーションモデルによる大気汚染対策効果の評価に関する研究（R3-5） 

生物応答試験と網羅分析の迅速化による化学物質スクリーニング法の開発（R4-6） 

堆積物微生物燃料電池を用いた閉鎖性水域の底質改善に関する研究（R4-6） 

福岡県内の河川におけるマイクロプラスチックの実態把握（R2-6） 

廃棄物の循環利用に関する研究（R3-5） 

産業廃棄物最終処分場における有害物質の挙動に関する研究（R3-5） 

環境ＤＮＡを用いた水生外来種の分布把握手法に関する研究（R5-7） 

ワンヘルス・アプローチに向けた生態系把握への環境DNAの適用に関する研究（R4-6） 

里山の保全・再生に及ぼす野生動物の影響（R2-5） 

環境ＤＮＡを用いた野生生物の生息状況把握に関する研究（R5-7） 

工業技術センター 

廃プラスチックのリサイクル性能評価技術構築に関する研究（R4） 

廃複合プラスチックのマテリアルリサイクルに関する研究（R4） 

バイオプラスチックの物性と構造に関する研究（R4） 

リサイクル未加硫ゴムを利用したキャタライナーの耐久性向上（R4） 

硅砂副生成物を活用した高取焼用粘土の開発（R3-4） 

農林業総合試験場 

農産物及び土壌放射能性核種のバックグラウンドレベルの監視（H27-）  

ヒートポンプ周年利用による促成ナス増収技術の開発（R4-R6） 

土壌還元消毒における糖含有廃棄物の利用技術の開発（R4-R6） 

バラ生産に適応した害虫管理技術の開発（R2-4）  

木質バイオマス燃料燃焼灰と家畜ふんを利用した肥料製造技術の開発（R3-４）  

放置竹林拡大抑制技術の開発（R3-5） 

災害リスクを増加させない森林管理技術の開発（R3-７） 

シカモニタリング調査手法の高度化（R2-4） 

スギ花粉発生源調査（H18-） 

荒廃森林整備事業効果調査（H21-） 

無花粉スギの生産・増殖効率の改善（R2-６） 

松くい虫の防除に関する調査（S48-） 

薬剤防除自然環境等影響調査（S５２-） 

八女茶の有機栽培に対応可能な病害虫防除体系の開発（R4-R6） 

水産海洋技術センター 

指定海域の水質基準達成状況の調査（S52-） 

赤潮発生に関する調査及び研究（S51-） 

藻場の変遷と増殖手法に関する調査及び研究（H29-） 

干潟域の生物生産に関する調査及び研究（H21-） 

覆砂等による干潟環境改善に関する調査（S62-） 

貝毒による被害防止に関する調査（S51-） 

県内主要河川等での水質環境及び生物分布に関する調査（S51-） 

河川における外来生物の駆除に関する調査（H14-） 
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第３章 持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり

◆目指す姿

県民誰もが環境負荷の少ない行動を実践することで、持続可能な社会を実現している暮らし

やすい地域。 

個々に行われていた環境教育・環境学習等が広がり、地域に根差した環境保全の取組のネット

ワークが拡大した社会。 

ニーズに応じた環境関連情報が行き渡り、各主体が積極的に地域課題解決に向け連携してい

る社会。 

経済・社会活動が「環境」をキーワードにして動き、豊かな環境を持続的に利用できている社会。 

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

こどもエコクラブ 

登録団体数 

143 クラブ 

令和2（2020）年度 

200 クラブ 

令和8（2026）年度 

199 クラブ 

令和４（202２）年度 

環境講座・ 

環境イベント等の 

開催数 

1,043 件 

令和2（2020）年度 

1,560 件 

令和8（2026）年度 

1,742 件 

令和４（202２）年度 

第3 章では、持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくりの取組について掲載して

います。本県では、今日の環境問題を解決するために、県民・事業者の自主的な環境保全活動

を促進するための取組を実施するとともに、環境教育の推進や環境啓発活動の実施等により、

県民の環境保全に対する意識を高めるため、様々な施策を行っています。 

第１節 地域資源を活かした魅力ある地域づくりの推進 

１ 県民、ＮＰＯ、事業者等の各主体が行

う自主的な取組への支援 

(1) 地域環境協議会 

【環境政策課】 

地域環境協議会は、地域における地球温暖

化対策・３Ｒ・自然共生の推進母体となって、地

域の住民・事業所等と協働で地域の実情に応

じた事業を行い、地域の活動の担い手を育成

するため、各保健福祉環境事務所に設置され

ています。令和４（202２）年度は、管内の市町

村や地域の地球温暖化防止活動推進員、ＮＰ

Ｏ等と連携して、環境イベントへの参画や水辺

教室、学校や公民館等での地球温暖化対策の

講演・講座、地域の特性に合わせた環境保全プ

ロジェクトなど43事業を実施しました。 

各地域環境協議会における環境保全プロジェクト 

事務所名 プロジェクト名 内容 

筑紫 自然体験活動 

外部講師を招いて自然を活用した

体験活用や自然観察会を開催す

る。 

宗像・ 

遠賀 

自然とともに生

きていく人材育

成プロジェクト 

イン テビカ 

福津市手光ビオトープにおいて、

自然観察会、環境整備・維持管理

活動等を行い、環境を考えて行動

する人材の育成を図る。 

嘉穂・ 

鞍手 

生きものにぎ

わいの森づくり

in英彦山 

英彦山をフィールドとして活用し、

自然体験・環境教育イベントを実

施する。 

北筑後 
生物多様性保

全啓発事業 

うきは市において、水辺教室や自

然観察会を実施する。 

南筑後 

自然環境保全

活動促進事業

（自然観察会） 

地域の大人や子供らが参加する自

然観察会を実施する。 

京築 

自然観察会・再

生事業・リーダ

ー育成事業 

広谷湿原の希少植物の観察会や、

参加者による生物多様性に係る意

見・情報交換を行う。 

(2) 環境関連福岡県知事表彰 

【環境政策課】 

本県は環境関連の活動に顕著な功績のあっ

た個人、団体、企業又は地区について、その活

動に応じ、環境保全功労者知事表彰、エコファ

ミリー表彰、エコ事業所表彰、循環型社会形成

推進功労者知事表彰、鳥獣保護功績者表彰及

び環境美化推進功労者等知事表彰、食品ロス

削減優良取組知事表彰を実施しています。（第

3部に一覧表を掲載） 

(3) ふくおか農林漁業応援団づくり 

【食の安全・地産地消課】 

本県では、農林水産業への県民の理解促進

を図るため、「いただきます！福岡のおいしい

幸せ」を県民スローガンに掲げ、農林水産業を

応援する「地産地消応援ファミリー」への登録

を推進しています。また、飲食店では「地産地

消応援の店」、企業や団体では「応援団体」へ

の登録を働きかけることで、農林漁業の応援団

づくりを進めています。 

これらの取組により、「応援ファミリー」は令

和４（２０２２）年度末現在で 5２,９３９世帯、「応

援の店」は1,８３１店、「応援団体」は8１７団体に

拡大しました。 

また、体験を重視した交流等により、県民の

理解促進を図っています。応援ファミリーを対

象とした農林漁業体験ツアーを、令和４(20２

２)年度には２２回実施し、５１４人が参加しまし

た。そのほか、まち（都市部）とむら（農山漁村）

の交流を促進する団体等の活動支援では、４

(202２)年度は２０団体を支援しました。 

(4)河川・海岸清掃の推進 

【河川管理課、港湾課】 

本県では、「クリーンリバー推進対策事業」及

び「クリーンビーチ推進事業」として、県が管理

地球環境問題や廃棄物の問題など、今日の環境問題を解決するために、県民・事業者の自主的

な環境保全活動を促進するための取組を実施するとともに、環境啓発活動の実施等により、県民

の環境保全に対する意識を高めるように努めています。 
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第３章 持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくり

◆目指す姿

県民誰もが環境負荷の少ない行動を実践することで、持続可能な社会を実現している暮らし

やすい地域。 

個々に行われていた環境教育・環境学習等が広がり、地域に根差した環境保全の取組のネット

ワークが拡大した社会。 

ニーズに応じた環境関連情報が行き渡り、各主体が積極的に地域課題解決に向け連携してい

る社会。 

経済・社会活動が「環境」をキーワードにして動き、豊かな環境を持続的に利用できている社会。 

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

こどもエコクラブ 

登録団体数 

143 クラブ 

令和2（2020）年度 

200 クラブ 

令和8（2026）年度 

199 クラブ 

令和４（202２）年度 

環境講座・ 

環境イベント等の 

開催数 

1,043 件 

令和2（2020）年度 

1,560 件 

令和8（2026）年度 

1,742 件 

令和４（202２）年度 

第3 章では、持続可能な社会を実現するための地域づくり・人づくりの取組について掲載して

います。本県では、今日の環境問題を解決するために、県民・事業者の自主的な環境保全活動

を促進するための取組を実施するとともに、環境教育の推進や環境啓発活動の実施等により、

県民の環境保全に対する意識を高めるため、様々な施策を行っています。 

第１節 地域資源を活かした魅力ある地域づくりの推進 

１ 県民、ＮＰＯ、事業者等の各主体が行

う自主的な取組への支援 

(1) 地域環境協議会 

【環境政策課】 

地域環境協議会は、地域における地球温暖

化対策・３Ｒ・自然共生の推進母体となって、地

域の住民・事業所等と協働で地域の実情に応

じた事業を行い、地域の活動の担い手を育成

するため、各保健福祉環境事務所に設置され

ています。令和４（202２）年度は、管内の市町

村や地域の地球温暖化防止活動推進員、ＮＰ

Ｏ等と連携して、環境イベントへの参画や水辺

教室、学校や公民館等での地球温暖化対策の

講演・講座、地域の特性に合わせた環境保全プ

ロジェクトなど43事業を実施しました。 

各地域環境協議会における環境保全プロジェクト 

事務所名 プロジェクト名 内容 

筑紫 自然体験活動 

外部講師を招いて自然を活用した

体験活用や自然観察会を開催す

る。 

宗像・ 

遠賀 

自然とともに生

きていく人材育

成プロジェクト 

イン テビカ 

福津市手光ビオトープにおいて、

自然観察会、環境整備・維持管理

活動等を行い、環境を考えて行動

する人材の育成を図る。 

嘉穂・ 

鞍手 

生きものにぎ

わいの森づくり

in英彦山 

英彦山をフィールドとして活用し、

自然体験・環境教育イベントを実

施する。 

北筑後 
生物多様性保

全啓発事業 

うきは市において、水辺教室や自

然観察会を実施する。 

南筑後 

自然環境保全

活動促進事業

（自然観察会） 

地域の大人や子供らが参加する自

然観察会を実施する。 

京築 

自然観察会・再

生事業・リーダ

ー育成事業 

広谷湿原の希少植物の観察会や、

参加者による生物多様性に係る意

見・情報交換を行う。 

(2) 環境関連福岡県知事表彰 

【環境政策課】 

本県は環境関連の活動に顕著な功績のあっ

た個人、団体、企業又は地区について、その活

動に応じ、環境保全功労者知事表彰、エコファ

ミリー表彰、エコ事業所表彰、循環型社会形成

推進功労者知事表彰、鳥獣保護功績者表彰及

び環境美化推進功労者等知事表彰、食品ロス

削減優良取組知事表彰を実施しています。（第

3部に一覧表を掲載） 

(3) ふくおか農林漁業応援団づくり 

【食の安全・地産地消課】 

本県では、農林水産業への県民の理解促進

を図るため、「いただきます！福岡のおいしい

幸せ」を県民スローガンに掲げ、農林水産業を

応援する「地産地消応援ファミリー」への登録

を推進しています。また、飲食店では「地産地

消応援の店」、企業や団体では「応援団体」へ

の登録を働きかけることで、農林漁業の応援団

づくりを進めています。 

これらの取組により、「応援ファミリー」は令

和４（２０２２）年度末現在で 5２,９３９世帯、「応

援の店」は1,８３１店、「応援団体」は8１７団体に

拡大しました。 

また、体験を重視した交流等により、県民の

理解促進を図っています。応援ファミリーを対

象とした農林漁業体験ツアーを、令和４(20２

２)年度には２２回実施し、５１４人が参加しまし

た。そのほか、まち（都市部）とむら（農山漁村）

の交流を促進する団体等の活動支援では、４

(202２)年度は２０団体を支援しました。 

(4)河川・海岸清掃の推進 

【河川管理課、港湾課】 

本県では、「クリーンリバー推進対策事業」及

び「クリーンビーチ推進事業」として、県が管理

地球環境問題や廃棄物の問題など、今日の環境問題を解決するために、県民・事業者の自主的

な環境保全活動を促進するための取組を実施するとともに、環境啓発活動の実施等により、県民

の環境保全に対する意識を高めるように努めています。 
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する河川や海岸において、清掃、除草などの愛

護活動に取り組むボランティア団体、ＮＰＯ法

人、地元企業、学校等を愛護団体等として登録

し、活動に対する報償、活動のための需用品の

支給等により、その活動を支援しています。 

２ 各主体の情報提供や連携等のネットワ

ーク構築 

(1) 環境情報の整備・提供 

【環境政策課、循環型社会推進課】 

本県では、平成 16（2004）年度から環境の

総合的なホームページ「ふくおか環境ひろば」

（URL：https://www.pref.fukuoka.lg.jp

/contents/hiroba1.html）を開設し、本県

が保有している環境に関する情報、イベント情

報等を公開し、各主体の環境保全活動の促進

を図っています。 

ふくおか環境ひろば 

また、令和５年から、福岡県環境部ＳＮＳアカ

ウントを活用した情報発信を始めました。県が

実施する環境施策や、その他環境に関する情

報について、幅広くかつタイムリーに発信して

います。 

福岡県環境部 SNSアカウント①： 
ふくおか環境広報隊 X（Twitter） 

福岡県環境部 SNSアカウント②： 
循環型社会推進課 Instagram

(2) 環境月間 

【環境政策課】 

昭和 47（1972）年 6 月にストックホルムで

開催された国連人間環境会議を記念して、6月

5 日が「世界環境デー」と定められました。また、

環境基本法では 6 月 5 日を「環境の日」とし、

国及び地方公共団体はこの趣旨にふさわしい

事業を実施することを定めており、環境省では、

環境の日を中心とする 6 月の 1 か月間を「環

境月間」として呼びかけを行っています。 

本県においてもこの環境月間に合わせ、広く

環境保全についての関心と理解を深め、意欲

を高めるような事業や啓発活動を実施してい

ます。 

令和５（202３）年度は、街頭啓発活動として

福岡市博多区でキックオフイベントを開催する

@fukuoka 

kankyou

ここから 

アクセス 

とともに、本県の環境関連事業の紹介パネルや

リサイクル総合研究事業化センターの研究成

果品等を県庁ロビーに展示する「環境月間県

庁ロビー展」を実施しました。 

環境月間の街頭啓発活動の様子 

(3) 環境教育ガイド（データベース）の作成 

【環境政策課】 

学校等における環境教育の取組を支援する

ため、本県の各担当部局が保有する環境教育

関連の事業、教材、人材等の情報を取りまとめ、

「環境教育ガイド（データベース）」（URL：

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/conte

nts/envdatabase.html）として県ホームペ

ージに掲載しています。 

環境教育ガイド（データベース） 

(4) ＮＰＯ等との協働 

【社会活動推進課】 

NPO 等との協働を進めるため、NPO・ボラ

ンティアと企業、行政で構成する会議を開催し、

協働を進めるにあたっての具体的な課題や目

標について意見交換を行っています。 

また、多様な主体からの協働に関する相談

対応や協働のコーディネートなど協働支援を行

っています。 

(5) 災害廃棄物処理に係る連携 

【廃棄物対策課】 

災害に伴い発生する災害廃棄物について、

迅速かつ適切な処理を可能にするため、関係

者間の連携強化や人材育成に努めます。（詳細

は第５章に掲載） 

(6) 地球温暖化に関するポータルサイト「ふく

おかエコライフ応援サイト」 

【環境保全課】 

地球温暖化対策に関する情報を広く掲載し

たポータルサイト「ふくおかエコライフ応援サイ

ト」(URL：https://www.ecofukuoka.jp)

を運用し、各主体の参考となる各種情報や、県

内の環境関連イベント情報などを掲載し、情報

発信を行っています。（詳細は第４章に掲載） 

(7) 福岡県生物多様性情報総合プラットフォ

ーム「福岡生きものステーション」 

【自然環境課】 

希少野生生物や外来種等の情報、環境保護

団体の活動状況等、生物多様性に関する情報

を一元的に発信・提供するプラットフォーム（ホ

ームページ）を活用し、生物多様性への関心や

理解を深める取組を進めます。（詳細は第６章

に掲載） 

３ 持続可能な地域づくりの推進 

(1) 地域循環共生圏 

【環境政策課】 

脱炭素、循環、自然共生の統合的アプローチ

に基づき、地域の循環資源を中心に、再生可能

資源、ストック資源の活用、森・里・川・海が生

み出す自然的なつながり、資源循環や人口交

流等による経済的なつながりを深めていく地

域循環共生圏の考え方を踏まえ、それぞれの

地域の特性を生かした持続可能な地域づくり

を推進します。 

(2) 地域づくり関連事業 

【総合政策課エネルギー政策室、林業振興課】 

環境に係る各分野における地域づくりを推

進するため、次のような取組を行っています。
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する河川や海岸において、清掃、除草などの愛

護活動に取り組むボランティア団体、ＮＰＯ法

人、地元企業、学校等を愛護団体等として登録

し、活動に対する報償、活動のための需用品の

支給等により、その活動を支援しています。 

２ 各主体の情報提供や連携等のネットワ

ーク構築 

(1) 環境情報の整備・提供 

【環境政策課、循環型社会推進課】 

本県では、平成 16（2004）年度から環境の

総合的なホームページ「ふくおか環境ひろば」

（URL：https://www.pref.fukuoka.lg.jp

/contents/hiroba1.html）を開設し、本県

が保有している環境に関する情報、イベント情

報等を公開し、各主体の環境保全活動の促進

を図っています。 

ふくおか環境ひろば 

また、令和５年から、福岡県環境部ＳＮＳアカ

ウントを活用した情報発信を始めました。県が

実施する環境施策や、その他環境に関する情

報について、幅広くかつタイムリーに発信して

います。 

福岡県環境部 SNSアカウント①： 
ふくおか環境広報隊 X（Twitter） 

福岡県環境部 SNSアカウント②： 
循環型社会推進課 Instagram

(2) 環境月間 

【環境政策課】 

昭和 47（1972）年 6 月にストックホルムで

開催された国連人間環境会議を記念して、6月

5 日が「世界環境デー」と定められました。また、

環境基本法では 6 月 5 日を「環境の日」とし、

国及び地方公共団体はこの趣旨にふさわしい

事業を実施することを定めており、環境省では、

環境の日を中心とする 6 月の 1 か月間を「環

境月間」として呼びかけを行っています。 

本県においてもこの環境月間に合わせ、広く

環境保全についての関心と理解を深め、意欲

を高めるような事業や啓発活動を実施してい

ます。 

令和５（202３）年度は、街頭啓発活動として

福岡市博多区でキックオフイベントを開催する

@fukuoka 

kankyou

ここから 

アクセス 

とともに、本県の環境関連事業の紹介パネルや

リサイクル総合研究事業化センターの研究成

果品等を県庁ロビーに展示する「環境月間県

庁ロビー展」を実施しました。 

環境月間の街頭啓発活動の様子 

(3) 環境教育ガイド（データベース）の作成 

【環境政策課】 

学校等における環境教育の取組を支援する

ため、本県の各担当部局が保有する環境教育

関連の事業、教材、人材等の情報を取りまとめ、

「環境教育ガイド（データベース）」（URL：

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/conte

nts/envdatabase.html）として県ホームペ

ージに掲載しています。 

環境教育ガイド（データベース） 

(4) ＮＰＯ等との協働 

【社会活動推進課】 

NPO 等との協働を進めるため、NPO・ボラ

ンティアと企業、行政で構成する会議を開催し、

協働を進めるにあたっての具体的な課題や目

標について意見交換を行っています。 

また、多様な主体からの協働に関する相談

対応や協働のコーディネートなど協働支援を行

っています。 

(5) 災害廃棄物処理に係る連携 

【廃棄物対策課】 

災害に伴い発生する災害廃棄物について、

迅速かつ適切な処理を可能にするため、関係

者間の連携強化や人材育成に努めます。（詳細

は第５章に掲載） 

(6) 地球温暖化に関するポータルサイト「ふく

おかエコライフ応援サイト」 

【環境保全課】 

地球温暖化対策に関する情報を広く掲載し

たポータルサイト「ふくおかエコライフ応援サイ

ト」(URL：https://www.ecofukuoka.jp)

を運用し、各主体の参考となる各種情報や、県

内の環境関連イベント情報などを掲載し、情報

発信を行っています。（詳細は第４章に掲載） 

(7) 福岡県生物多様性情報総合プラットフォ

ーム「福岡生きものステーション」 

【自然環境課】 

希少野生生物や外来種等の情報、環境保護

団体の活動状況等、生物多様性に関する情報

を一元的に発信・提供するプラットフォーム（ホ

ームページ）を活用し、生物多様性への関心や

理解を深める取組を進めます。（詳細は第６章

に掲載） 

３ 持続可能な地域づくりの推進 

(1) 地域循環共生圏 

【環境政策課】 

脱炭素、循環、自然共生の統合的アプローチ

に基づき、地域の循環資源を中心に、再生可能

資源、ストック資源の活用、森・里・川・海が生

み出す自然的なつながり、資源循環や人口交

流等による経済的なつながりを深めていく地

域循環共生圏の考え方を踏まえ、それぞれの

地域の特性を生かした持続可能な地域づくり

を推進します。 

(2) 地域づくり関連事業 

【総合政策課エネルギー政策室、林業振興課】 

環境に係る各分野における地域づくりを推

進するため、次のような取組を行っています。
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（詳細は各分野の章にそれぞれ記載） 

地域づくりを推進する各分野の取組 

分野 内容 詳細 

再エネ・

省エネ 

エネルギーに関する展示会 

エネルギーの地産地消支援 
第２章 

自然環境 森林づくり活動支援 第６章 

４ 環境に関する観光ブランドの推進 

【観光振興課】 

豊かな自然に恵まれ、環境問題に長年の経

験と技術を持つ北九州市や大牟田市などと連

携して、環境関連施設に関する情報発信や同

施設をめぐる修学旅行の誘致など、環境に焦

点を当てた観光ブランドの推進に取り組みます。

第２節 環境を考えて行動する人づくりの推進 

〔環境教育等促進法〕 

１ 「持続可能な開発のための教育（ＥＳ

Ｄ）」の推進 

(1) 持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） 

【環境政策課】 

平成 17（2005）年から始まった「国連持続

可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の 10 年」の

動きなどに対応するため、24（2012）年 10 月

に「環境教育等による環境保全の取組の促進

に関する法律（環境教育等促進法）」が完全施

行されました。 

本県では、「福岡県環境総合ビジョン」を環

境教育等促進法に基づく「行動計画」と位置付

け、更なる環境教育の充実を図る取組を進め

ています。 

(2) 義務教育における取組 

ア 環境教育副読本等環境教育教材の作成 

【環境政策課】 

次世代を担う子どもたちに地球環境問題を

はじめとする環境問題を紹介するとともに、こ

れらの環境問題が私たちの日常生活と深く関

わっていることを明らかにし、その解決のため

に自らできることを学んでもらうため、環境教

育副読本「みんなの環境」（A4 判、52 頁、

28,000部）を作成し、県内の小学校5年生の

児童に配布しています。 

また、副読本を使用して環境教育を行う教員

のため、副読本の内容を補完するデータや解

説等を掲載した「環境教育副読本資料編」（A4

判、64頁、2,000部）を作成しています。 

さらに、平成 30（2018）年度から令和 2

（2020）年度にかけて、地球温暖化対策に係

るワークブック（小学校３・４年生用、５・６年生

用、中学生用及び教員・保護者用）を作成し、学

校や社会教育施設等での活用により、地球温

暖化への理解を深めることで、家庭における地

球温暖化対策への取組を促進することとして

います。

環境教育副読本「みんなの環境」 

環境教育は、環境に対する関心を喚起するとともに、各主体の行動への環境配慮を促進するも

のとして、今日、その重要性は、ますます高まっています。 

中でも、人格形成過程にある子どもに対する環境教育は、その効果の大きさや、その後の取組

の広がりが期待できることなどから、特に重点的に取り組んでいるところです。 
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（詳細は各分野の章にそれぞれ記載） 

地域づくりを推進する各分野の取組 

分野 内容 詳細 

再エネ・

省エネ 

エネルギーに関する展示会 

エネルギーの地産地消支援 
第２章 

自然環境 森林づくり活動支援 第６章 

４ 環境に関する観光ブランドの推進 

【観光振興課】 

豊かな自然に恵まれ、環境問題に長年の経

験と技術を持つ北九州市や大牟田市などと連

携して、環境関連施設に関する情報発信や同

施設をめぐる修学旅行の誘致など、環境に焦

点を当てた観光ブランドの推進に取り組みます。

第２節 環境を考えて行動する人づくりの推進 

〔環境教育等促進法〕 

１ 「持続可能な開発のための教育（ＥＳ

Ｄ）」の推進 

(1) 持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） 

【環境政策課】 

平成 17（2005）年から始まった「国連持続

可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の 10 年」の

動きなどに対応するため、24（2012）年 10 月

に「環境教育等による環境保全の取組の促進

に関する法律（環境教育等促進法）」が完全施

行されました。 

本県では、「福岡県環境総合ビジョン」を環

境教育等促進法に基づく「行動計画」と位置付

け、更なる環境教育の充実を図る取組を進め

ています。 

(2) 義務教育における取組 

ア 環境教育副読本等環境教育教材の作成 

【環境政策課】 

次世代を担う子どもたちに地球環境問題を

はじめとする環境問題を紹介するとともに、こ

れらの環境問題が私たちの日常生活と深く関

わっていることを明らかにし、その解決のため

に自らできることを学んでもらうため、環境教

育副読本「みんなの環境」（A4 判、52 頁、

28,000部）を作成し、県内の小学校5年生の

児童に配布しています。 

また、副読本を使用して環境教育を行う教員

のため、副読本の内容を補完するデータや解

説等を掲載した「環境教育副読本資料編」（A4

判、64頁、2,000部）を作成しています。 

さらに、平成 30（2018）年度から令和 2

（2020）年度にかけて、地球温暖化対策に係

るワークブック（小学校３・４年生用、５・６年生

用、中学生用及び教員・保護者用）を作成し、学

校や社会教育施設等での活用により、地球温

暖化への理解を深めることで、家庭における地

球温暖化対策への取組を促進することとして

います。

環境教育副読本「みんなの環境」 

環境教育は、環境に対する関心を喚起するとともに、各主体の行動への環境配慮を促進するも

のとして、今日、その重要性は、ますます高まっています。 

中でも、人格形成過程にある子どもに対する環境教育は、その効果の大きさや、その後の取組

の広がりが期待できることなどから、特に重点的に取り組んでいるところです。 
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地球温暖化対策ワークブック 

イ 総合的な学習の時間等の取組

【義務教育課】 

県内の小・中学校では、生活の基盤となる環

境の役割や大切さの理解、環境保全のための

実践的な態度や能力等を育成することを目的

に、総合的な学習の時間等をはじめ学校の教

育活動全体を通して環境教育が行われていま

す。 

学校での取組では、樹木観察やネイチャーク

ラフトを通して森林の働きの大切さや、河川等

の生き物調査、水質調査や清掃等の活動を通

して自然環境への認識を深め、環境保護につ

いて学んでいます。 

また、古紙や空き缶、ペットボトル等の回収

を通して、身の回りにある環境問題について考

える活動も行っています。  

(3) 高等学校における取組

【高校教育課】 

高等学校学習指導要領（平成３０（20１８）年

３月告示）で「環境の保全に貢献し未来を拓く

主体性のある日本人の育成に資することとなる

よう特に留意すること」と明記されており、義務

教育段階までの環境教育に関する学習や体験

活動を基礎に、生徒自らが環境教育の振興・広

報・環境保全活動への意欲を増進させる取組

や主体的な探究活動を進めています。 

教科の学習として、地理歴史科において「地

球環境問題」、「資源・エネルギー問題」、公民

科において、「環境保護」、理科において「生態

系とその保全」、「日本の自然環境」、家庭科に

おいて「持続可能な消費生活・環境」などを学

習し、環境問題について理解を深め、主体的に

環境に配慮し、行動できる生徒を育成していま

す。 

また、総合的な探究の時間や課題研究にお

いて、環境に関する観察・実験・実習、調査・研

究、発表や討論などの学習活動を行い、講演会

や地域の環境保全に係る体験活動等を実施し

ている学校もあります。 

(4) 県立社会教育施設における取組

【社会教育課】 

県立青少年教育施設（社会教育総合センタ

ー、英彦山青年の家、少年自然の家「玄海の

家」）では、各施設の特色を生かしながら、参加

者が環境問題について考える機会を提供して

います。 

例えば、海浜に漂着したゴミを材料として工

作物を作る「漂着物アート」では、活動を通して、

「どのようなゴミが多いか」や「プラゴミが環境

に与える影響」などについて考えます。 

また、山の活動では、山に住む様々な生き物

を採集したり、観察したりする活動を通して、自

然の豊かさを実感します。間伐材を使った「木

工クラフト」では、「間伐を行うことは、森を守る

ことにつながる」ことを知り、環境保全の意識を

高めます。 

これらの活動を通して、参加した児童・生徒

は、「環境を守るために私たちにできることは

何か」について考え、日々の生活で自分にでき

ることを実践する意欲を高めています。

３・４年生用 ５・６年生用 中学生用 

２ 人づくりを支える拠点・場の整備

(1) 福岡県環境県民会議

【環境政策課】

福岡県環境県民会議は、本県の望ましい環

境を創出し、地域における環境への取組を通じ

て地球環境の保全に貢献することを目的に平

成8（1996）年2月に設置されたものです。

平成25（2013）年8月には、「ごみと資源を

考える福岡県民会議」と一本化し、それまでの

地球温暖化防止が中心となっていた活動テー

マを環境全般に広げました。

県民、事業者及び行政が一体となって福岡

県環境総合ビジョンの推進を図っています。

福岡県環境県民会議で取り組んでいる
環境総合ビジョンに沿った活動テーマ

１．地域づくり ・ 人づくりの推進

２．グリーン化の推進

３．環境保全に係る各構成団体の自主的取組の推進

(1) 脱炭素社会についての取組

(2) 循環型社会についての取組

(3) 自然共生社会・ワンヘルスについての取組

(4) 快適な生活環境の形成

(2) こどもエコクラブ

【環境政策課】

こどもエコクラブ事業は、子どもたちが地域

の中で楽しみながら自主的に環境保全活動・

学習を行うことを支援する事業です。

令和４（202２）年度は、県内で 1９９クラブ、

６,４４３名の子どもたちがこどもエコクラブに登

録し、リサイクル活動や環境調査など地域の中

で自主的な環境保全活動・学習に取り組みまし

た。

こどもエコクラブに対しては、協賛企業から

クラブの活動に使用する物品の提供等の御協

力をいただいています。

活動内容を掲載した情報誌
「福岡県こどもエコクラブ通信」

(3) 自然共生社会に関する啓発・環境学習

【自然環境課】

ア 環境ものさしの作成

平成 22（2010）年度に、淡水魚を使った環

境ものさし（環境指標下敷き）を作成しました。

この下敷きを用いると、それぞれの魚がすむ

環境の生物多様性の豊かさをポイント化し、計

ることができます。

河川での自然観察会などで活用されており、

子どもたちがゲーム感覚で生物多様性を理解

することができるものとなっています。

イ 平尾台自然観察センター

平成 12（2000）年度に開館した北九州国定

公園の平尾台自然観察センターは、カルスト台

地の展示解説やジオラマ、ハイビジョンシアタ

ーなどを備えており、自然の仕組みや自然との

ふれあいを学ぶ施設として多くの県民に利用

されています。また、センターでは野外観察会

等を開催し、県民が平尾台の自然により親しめ

る機会を作っています。さらに、地元のボランテ

ィアとともに外来生物の駆除や散策コースの整

備を行うなど、平尾台の環境整備を通じてボラ

ンティア意識の醸成にも貢献しています。

平尾台自然観察センターは、令和５（２０２３）

年度にリニューアル工事に着手しました。令和

６（２０２４）年度中に完成予定です。
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地球温暖化対策ワークブック

イ 総合的な学習の時間等の取組

【義務教育課】

県内の小・中学校では、生活の基盤となる環

境の役割や大切さの理解、環境保全のための

実践的な態度や能力等を育成することを目的

に、総合的な学習の時間等をはじめ学校の教

育活動全体を通して環境教育が行われていま

す。

学校での取組では、樹木観察やネイチャーク

ラフトを通して森林の働きの大切さや、河川等

の生き物調査、水質調査や清掃等の活動を通

して自然環境への認識を深め、環境保護につ

いて学んでいます。

また、古紙や空き缶、ペットボトル等の回収

を通して、身の回りにある環境問題について考

える活動も行っています。

(3) 高等学校における取組

【高校教育課】

高等学校学習指導要領（平成３０（20１８）年

３月告示）で「環境の保全に貢献し未来を拓く

主体性のある日本人の育成に資することとなる

よう特に留意すること」と明記されており、義務

教育段階までの環境教育に関する学習や体験

活動を基礎に、生徒自らが環境教育の振興・広

報・環境保全活動への意欲を増進させる取組

や主体的な探究活動を進めています。

教科の学習として、地理歴史科において「地

球環境問題」、「資源・エネルギー問題」、公民

科において、「環境保護」、理科において「生態

系とその保全」、「日本の自然環境」、家庭科に

おいて「持続可能な消費生活・環境」などを学

習し、環境問題について理解を深め、主体的に

環境に配慮し、行動できる生徒を育成していま

す。

また、総合的な探究の時間や課題研究にお

いて、環境に関する観察・実験・実習、調査・研

究、発表や討論などの学習活動を行い、講演会

や地域の環境保全に係る体験活動等を実施し

ている学校もあります。

(4) 県立社会教育施設における取組

【社会教育課】

県立青少年教育施設（社会教育総合センタ

ー、英彦山青年の家、少年自然の家「玄海の

家」）では、各施設の特色を生かしながら、参加

者が環境問題について考える機会を提供して

います。

例えば、海浜に漂着したゴミを材料として工

作物を作る「漂着物アート」では、活動を通して、

「どのようなゴミが多いか」や「プラゴミが環境

に与える影響」などについて考えます。

また、山の活動では、山に住む様々な生き物

を採集したり、観察したりする活動を通して、自

然の豊かさを実感します。間伐材を使った「木

工クラフト」では、「間伐を行うことは、森を守る

ことにつながる」ことを知り、環境保全の意識を

高めます。

これらの活動を通して、参加した児童・生徒

は、「環境を守るために私たちにできることは

何か」について考え、日々の生活で自分にでき

ることを実践する意欲を高めています。

３・４年生用 ５・６年生用 中学生用

２ 人づくりを支える拠点・場の整備 

(1) 福岡県環境県民会議

【環境政策課】 

福岡県環境県民会議は、本県の望ましい環

境を創出し、地域における環境への取組を通じ

て地球環境の保全に貢献することを目的に平

成8（1996）年2月に設置されたものです。 

平成25（2013）年8月には、「ごみと資源を

考える福岡県民会議」と一本化し、それまでの

地球温暖化防止が中心となっていた活動テー

マを環境全般に広げました。 

県民、事業者及び行政が一体となって福岡

県環境総合ビジョンの推進を図っています。 

福岡県環境県民会議で取り組んでいる 

環境総合ビジョンに沿った活動テーマ 

１．地域づくり ・ 人づくりの推進 

２．グリーン化の推進 

３．環境保全に係る各構成団体の自主的取組の推進 

(1) 脱炭素社会についての取組

(2) 循環型社会についての取組

(3) 自然共生社会・ワンヘルスについての取組

(4) 快適な生活環境の形成

(2) こどもエコクラブ

【環境政策課】 

こどもエコクラブ事業は、子どもたちが地域

の中で楽しみながら自主的に環境保全活動・

学習を行うことを支援する事業です。 

令和４（202２）年度は、県内で 1９９クラブ、

６,４４３名の子どもたちがこどもエコクラブに登

録し、リサイクル活動や環境調査など地域の中

で自主的な環境保全活動・学習に取り組みまし

た。 

こどもエコクラブに対しては、協賛企業から

クラブの活動に使用する物品の提供等の御協

力をいただいています。 

活動内容を掲載した情報誌 
「福岡県こどもエコクラブ通信」 

(3) 自然共生社会に関する啓発・環境学習

【自然環境課】

ア 環境ものさしの作成

平成 22（2010）年度に、淡水魚を使った環

境ものさし（環境指標下敷き）を作成しました。 

この下敷きを用いると、それぞれの魚がすむ

環境の生物多様性の豊かさをポイント化し、計

ることができます。 

河川での自然観察会などで活用されており、

子どもたちがゲーム感覚で生物多様性を理解

することができるものとなっています。

イ 平尾台自然観察センター

平成 12（2000）年度に開館した北九州国定

公園の平尾台自然観察センターは、カルスト台

地の展示解説やジオラマ、ハイビジョンシアタ

ーなどを備えており、自然の仕組みや自然との

ふれあいを学ぶ施設として多くの県民に利用

されています。また、センターでは野外観察会

等を開催し、県民が平尾台の自然により親しめ

る機会を作っています。さらに、地元のボランテ

ィアとともに外来生物の駆除や散策コースの整

備を行うなど、平尾台の環境整備を通じてボラ

ンティア意識の醸成にも貢献しています。 

平尾台自然観察センターは、令和５（２０２３）

年度にリニューアル工事に着手しました。令和

６（２０２４）年度中に完成予定です。 
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第４章 脱炭素社会への移行

◆目指す姿

省エネルギー型のライフスタイル・ビジネススタイルが浸透し、地域の特性を活かした太陽光、

風力等の再生可能エネルギーや水素エネルギーの活用、森林の適正管理が進む等、脱炭素化

に向けて温室効果ガスの排出削減と吸収源に関する対策（緩和策）が進んだ社会。 

集中豪雨等の自然災害に備えたインフラ整備や、高温に強い農作物の品種開発・普及等の対

策（適応策）が進み、気候変動の影響による被害を防止・軽減することにより、迅速に回復でき

る社会。 

◆指標

1 GJ（ギガジュール）：J（ジュール）はエネルギーの単位。1GJは、エアコン 1台（2020年式、冷暖房兼用、冷房能力2.8kW）の 1年間の消費

電力量（815kW）の約1/3に相当する。 

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

再生可能エネルギー 

発電設備導入容量 

269 万kW 

令和2（2020）年度 

405 万kW 

令和8（2026）年度 

３０9 万kW 

令和４（202２）年度 

家庭（１世帯当たり） 

における 

エネルギー消費量1

26.9 GJ／世帯 

平成30（2018）年度 

23.3 GJ／世帯 

令和8（2026）年度 

2７.４ GJ／世帯 

令和２（20２０）年度 

事業所（床面積当たり） 

における 

エネルギー消費量 1

1.13 GJ／㎡ 

平成30（2018）年度 

1.04 GJ／㎡ 

令和8（2026）年度 

1.0５ GJ／㎡ 

令和２（20２０）年度 

公共建築物等における 

木材利用量 

累計 46,227㎥ 

令和2（2020）年度 
までの5年間 

累計 55,000㎥ 

令和8（2026）年度 
までの5年間 

１１,１７９ ㎥ 

令和４（202２）年度 

第4章では、脱炭素社会への移行に向けた取組について掲載しています。 

地球温暖化は、気象災害だけでなく、熱中症の増加、農作物の品質低下、動植物の生態系の

変化など、様々な分野で影響をもたらしています。このような温暖化の影響に対処するため、令

和 32（2050）年度に本県の温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指し、温室効果ガス排出削

減・吸収源対策である「緩和策」や気候変動の影響を防止・軽減する「適応策」に関する様々な施

策を行っています。

平尾台自然観察センター 

平尾台自然観察センター 
リニューアル内容（予定） 

１．展示機能をし、情報発信力を強化 

(1) タッチパネルディスプレイなど ICTを活用 

(2) 大画面スクリーンでの映像解説 

(3) 多言語化（日本語を含め５ヶ国語） 

(4) ワンヘルスに関するコーナー 

２．県の率先取組として、省エネルギー化の推進 

高効率照明、高効率空調、太陽光パネルの導入 

３．老朽化部分の改修 

展望デッキ、外壁、駐車場、サイン等 

ウ 地域環境協議会における取組

県内 6 か所の保健福祉環境事務所では、関

係市町村や住民団体、事業者などの多様な主

体で組織する地域環境協議会を設置し、生物

多様性に関する普及啓発事業や地域の生物多

様性保全活動の推進などに取り組んでいます。 

３ 人づくりを支える人材・機会等の提供 

(1) 環境教育に係る人材派遣制度

「ふくおか環境マイスター」「エコアドバイザ

ー」「３Ｒの達人」「食品ロス削減マイスター」の

派遣等、環境教育に係る人材を派遣する制度

を活用し、地域や学校における環境教育の推

進を図っています。（第３部に一覧表を掲載）

(2) 人づくり関連事業 

環境に係る各分野における人づくりを推進

するため、次のような取組を行っています。（詳

細は各分野の章に記載） 

人づくりを推進する各分野の取組 

分野 内容 詳細 

省エネ・

脱炭素 

エコファミリー応援事業 

エコ事業所応援事業 
第２章 

３R 
福岡県食品ロス削減県民運動 

ふくおかプラごみ削減キャンペーン 
第５章 

水環境 
生活排水や水生生物に係る啓発資材

の作成・配布 
第７章 
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第４章 脱炭素社会への移行

◆目指す姿

省エネルギー型のライフスタイル・ビジネススタイルが浸透し、地域の特性を活かした太陽光、

風力等の再生可能エネルギーや水素エネルギーの活用、森林の適正管理が進む等、脱炭素化

に向けて温室効果ガスの排出削減と吸収源に関する対策（緩和策）が進んだ社会。 

集中豪雨等の自然災害に備えたインフラ整備や、高温に強い農作物の品種開発・普及等の対

策（適応策）が進み、気候変動の影響による被害を防止・軽減することにより、迅速に回復でき

る社会。 

◆指標

1 GJ（ギガジュール）：J（ジュール）はエネルギーの単位。1GJは、エアコン 1台（2020年式、冷暖房兼用、冷房能力2.8kW）の 1年間の消費

電力量（815kW）の約1/3に相当する。 

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

再生可能エネルギー 

発電設備導入容量 

269 万kW 

令和2（2020）年度 

405 万kW 

令和8（2026）年度 

３０9 万kW 

令和４（202２）年度 

家庭（１世帯当たり） 

における 

エネルギー消費量1

26.9 GJ／世帯 

平成30（2018）年度 

23.3 GJ／世帯 

令和8（2026）年度 

2７.４ GJ／世帯 

令和２（20２０）年度 

事業所（床面積当たり） 

における 

エネルギー消費量 1

1.13 GJ／㎡ 

平成30（2018）年度 

1.04 GJ／㎡ 

令和8（2026）年度 

1.0５ GJ／㎡ 

令和２（20２０）年度 

公共建築物等における 

木材利用量 

累計 46,227㎥ 

令和2（2020）年度 
までの5年間 

累計 55,000㎥ 

令和8（2026）年度 
までの5年間 

１１,１７９ ㎥ 

令和４（202２）年度 

第4章では、脱炭素社会への移行に向けた取組について掲載しています。 

地球温暖化は、気象災害だけでなく、熱中症の増加、農作物の品質低下、動植物の生態系の

変化など、様々な分野で影響をもたらしています。このような温暖化の影響に対処するため、令

和 32（2050）年度に本県の温室効果ガス排出量の実質ゼロを目指し、温室効果ガス排出削

減・吸収源対策である「緩和策」や気候変動の影響を防止・軽減する「適応策」に関する様々な施

策を行っています。

平尾台自然観察センター 

平尾台自然観察センター 
リニューアル内容（予定） 

１．展示機能をし、情報発信力を強化 

(1) タッチパネルディスプレイなど ICTを活用 

(2) 大画面スクリーンでの映像解説 

(3) 多言語化（日本語を含め５ヶ国語） 

(4) ワンヘルスに関するコーナー 

２．県の率先取組として、省エネルギー化の推進 

高効率照明、高効率空調、太陽光パネルの導入 

３．老朽化部分の改修 

展望デッキ、外壁、駐車場、サイン等 

ウ 地域環境協議会における取組

県内 6 か所の保健福祉環境事務所では、関

係市町村や住民団体、事業者などの多様な主

体で組織する地域環境協議会を設置し、生物

多様性に関する普及啓発事業や地域の生物多

様性保全活動の推進などに取り組んでいます。 

３ 人づくりを支える人材・機会等の提供 

(1) 環境教育に係る人材派遣制度
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ー」「３Ｒの達人」「食品ロス削減マイスター」の

派遣等、環境教育に係る人材を派遣する制度

を活用し、地域や学校における環境教育の推

進を図っています。（第３部に一覧表を掲載）

(2) 人づくり関連事業 

環境に係る各分野における人づくりを推進

するため、次のような取組を行っています。（詳

細は各分野の章に記載） 

人づくりを推進する各分野の取組 

分野 内容 詳細 

省エネ・

脱炭素 

エコファミリー応援事業 

エコ事業所応援事業 
第２章 

３R 
福岡県食品ロス削減県民運動 

ふくおかプラごみ削減キャンペーン 
第５章 

水環境 
生活排水や水生生物に係る啓発資材

の作成・配布 
第７章 
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第１節 地球温暖化問題の現状 

【環境保全課】 

〔地球温暖化対策の推進に関する法律、気候変動適応法〕 

１ 地球温暖化問題の概要 

工業化以降、人為起源の二酸化炭素やメタ

ン等の温室効果ガスが大量に排出されること

で、地球温暖化がもたらされています。特に二

酸化炭素は、化石燃料の燃焼などによって膨

大な量が排出されており、今世紀末の世界平

均気温は、令和３２（２０５０）年頃に二酸化炭素

排出量が正味ゼロとなるシナリオでも、産業革

命以前に比べ 1.0～1.8℃上昇すると予想され、

最も温室効果ガス排出量が多いシナリオでは

3.3～5.7℃上昇する可能性が非常に高いとさ

れています。 

また、近年、世界各地で人類がこれまでに経

験したことがない異常気象による災害が発生し、

本県においても平成２９年７月九州北部豪雨を

はじめ、大規模な水害が頻発しています。地球

温暖化は、気象災害だけでなく熱中症の増加、

農作物の品質低下、動植物の生態系の変化な

ど、様々な分野で影響をもたらしています。生

態系の崩壊が進み、人と野生動物の生存領域

が近接することで、新たな人獣共通感染症が

発生するおそれもあることから、ワンヘルスの

観点からも地球温暖化対策は重要な課題です。 

このような気候変動の影響に対処するため、

温室効果ガスの排出削減や吸収源に関する対

策（緩和策）とともに、気候変動の影響を防止・

軽減する対策（適応策）に積極的に取り組むこ

とが求められています。 
緩和と適応

【出典：中央環境審議会 第129回地球環境部会資料（環境省）】 

気候変動の影響

分野 予測される気候変動の影響 

農林水産業 

米の収量・品質の低下（白未熟粒の発生、一等比率の低下） 

水ストレス増大によるスギ林の衰退 

マアジ等の回遊性の浮魚類の分布や漁獲量の変化 

水環境・水資源 水温の上昇、無降水・少雨が続くこと等による渇水の発生 

自然生態系 ニホンジカの生息域の拡大、低温性の種から高温性の種への遷移 

自然災害・沿岸域 

短時間強雨の発生頻度の増加などに伴う水害の頻発化・激甚化 

海面上昇や高潮等による浸水被害の拡大 

土石流や地すべり等の発生頻度の増加や規模の拡大 

健康 熱中症搬送者数の増加、暑熱による高齢者への影響 

産業・経済活動 企業の生産過程、生産物の販売、生産施設の立地などへの直接的、物理的な影響 

国民生活・都市生活 
大雨、台風、渇水等による各種インフラ・ライフラインへの影響 

都市域でのより大幅な気温の上昇 

【「気候変動影響評価書」（環境省）、「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」（農林水産省）を参考に県作成】

地球温暖化は、私たち人間の活動によって排出される二酸化炭素をはじめとする温室効果ガ

スの増加によって引き起こされます。世界の年平均気温は、100年あたり0.73℃の割合で上昇

しており、大きな社会問題となっています。

２ 国内外の動向 

(1)国際的な動向 

平成２７（2015）年にパリで開催された国連

気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ

21）では、令和２（2020）年以降の温室効果ガ

スの排出量削減等に先進国・途上国の区別な

く、全ての締約国が参加して取り組むことに合

意した、新たな国際枠組であるパリ協定が採択

され、「平均気温上昇を産業革命以前に比べ

２℃未満に抑え、1.5℃以下に抑える努力をす

る」ことが世界共通目標とされました。 

平成３０（２０１８）年には、気候変動に関する

政府間パネル（IPCC）が「1.5℃特別報告書」

をとりまとめ、地球温暖化を 1.5℃に抑制する

ためには、二酸化炭素排出量が令和１２（２０３０）

年までに４５％削減され、３２（2050）年頃には

正味ゼロに達する必要があること等を示しまし

た。 

令和3（2021）年には、米国主催の下で気候

サミットが開催され、参加各国が 12（2030）年

を目標年とする「自国の貢献する決定（ＮＤＣ）」

のさらなる引上げや、脱炭素化に向けた取組を

発表し、世界の脱炭素化に向けた国際協調を

呼びかけました。 

また、IPCC が公表した「第6 次評価報告書

第１作業部会報告書」では、温暖化は人間の影

響であることは「疑いの余地がない」こと、たと

え 1.5℃の気温上昇であっても高温などの極

端現象の頻度や強度が増加することなどが示

されました。 

令和 4（2022）年に開催された COP２７で

は、「今世紀末までの世界の平均気温の上昇を、

産業革命前の水準から１．５℃以内に抑える」と

いう１．５℃目標の重要性の再確認や、毎年の

温室効果ガス排出量削減の進捗確認などを内

容とした「緩和作業計画」の策定のほか、気候

変動の悪影響に対して、特に脆弱な途上国の

対応を支援するための基金の設置などが盛り

込まれた「シャルム・エル・シェイク実施計画」が

決定されました。 

令和5年（2023）年にIPCCが公表した「第

6次評価報告書統合報告書」では、地球温暖化

を 1.5℃や2℃に抑制するためには、2050年

代初頭及び 2070 年代初頭に、世界全体でネ

ットゼロを達成する必要があることが示されま

した。 

また、G7札幌気候・エネルギー・環境大臣会

合では、「各国のエネルギー事情など様々な条

件に応じた多様な道筋が、ネットゼロという共

通目標につながる」という日本の考え方が、G7

の共通認識として合意されました。包括的かつ

社会・環境面で持続可能な経済成長とエネル

ギー安全保障を確保しながら、GX（グリーン・

トランスフォーメーション）を世界的に推進及び

促進し、ネットゼロ、循環経済（製品や資源を循

環させて価値を長く保ち、廃棄物を最小限にす

る経済のありかた）、ネイチャーポジティブ経済

（生物多様性の損失をストップし、回復軌道に

のせる経済）の統合的な実現に向けて協働す

ることを確認しました。 

(2)国内の動向 

我が国は、パリ協定に基づいて、平成２８

（2016）年度に「地球温暖化対策計画」を閣議

決定し、温室効果ガス排出量を令和１２（2030）

年度までに基準年度（2013年度）比で２６％削

減する目標を掲げました。 

平成３０（2018）年度には、「気候変動適応

法」が施行され、適応策が法的に位置づけられ、

関係者が一丸となって適応策を強力に推進す

ることが規定されました。 

令和元（2019）年度には、「パリ協定に基づ

く成長戦略としての長期戦略」が閣議決定され、

今世紀後半のできるだけ早期に脱炭素社会の

実現を目指すことが掲げられました。 

令和２（2020）年度には、「２０５０年までに

温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」

すなわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭

素社会の実現を目指すことが宣言されました。 

令和３（2021）年に開催された気候サミット

において、「２０３０年度の温室効果ガス排出を
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〔地球温暖化対策の推進に関する法律、気候変動適応法〕 

１ 地球温暖化問題の概要 

工業化以降、人為起源の二酸化炭素やメタ

ン等の温室効果ガスが大量に排出されること

で、地球温暖化がもたらされています。特に二

酸化炭素は、化石燃料の燃焼などによって膨

大な量が排出されており、今世紀末の世界平

均気温は、令和３２（２０５０）年頃に二酸化炭素

排出量が正味ゼロとなるシナリオでも、産業革

命以前に比べ 1.0～1.8℃上昇すると予想され、

最も温室効果ガス排出量が多いシナリオでは

3.3～5.7℃上昇する可能性が非常に高いとさ

れています。 

また、近年、世界各地で人類がこれまでに経

験したことがない異常気象による災害が発生し、

本県においても平成２９年７月九州北部豪雨を

はじめ、大規模な水害が頻発しています。地球

温暖化は、気象災害だけでなく熱中症の増加、

農作物の品質低下、動植物の生態系の変化な

ど、様々な分野で影響をもたらしています。生

態系の崩壊が進み、人と野生動物の生存領域

が近接することで、新たな人獣共通感染症が

発生するおそれもあることから、ワンヘルスの

観点からも地球温暖化対策は重要な課題です。 

このような気候変動の影響に対処するため、

温室効果ガスの排出削減や吸収源に関する対

策（緩和策）とともに、気候変動の影響を防止・

軽減する対策（適応策）に積極的に取り組むこ

とが求められています。 
緩和と適応

【出典：中央環境審議会 第129回地球環境部会資料（環境省）】 

気候変動の影響

分野 予測される気候変動の影響 

農林水産業 

米の収量・品質の低下（白未熟粒の発生、一等比率の低下） 

水ストレス増大によるスギ林の衰退 

マアジ等の回遊性の浮魚類の分布や漁獲量の変化 

水環境・水資源 水温の上昇、無降水・少雨が続くこと等による渇水の発生 

自然生態系 ニホンジカの生息域の拡大、低温性の種から高温性の種への遷移 

自然災害・沿岸域 

短時間強雨の発生頻度の増加などに伴う水害の頻発化・激甚化 

海面上昇や高潮等による浸水被害の拡大 

土石流や地すべり等の発生頻度の増加や規模の拡大 

健康 熱中症搬送者数の増加、暑熱による高齢者への影響 

産業・経済活動 企業の生産過程、生産物の販売、生産施設の立地などへの直接的、物理的な影響 

国民生活・都市生活 
大雨、台風、渇水等による各種インフラ・ライフラインへの影響 

都市域でのより大幅な気温の上昇 

【「気候変動影響評価書」（環境省）、「気候変動の影響への適応に向けた将来展望」（農林水産省）を参考に県作成】
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スの増加によって引き起こされます。世界の年平均気温は、100年あたり0.73℃の割合で上昇

しており、大きな社会問題となっています。

２ 国内外の動向 

(1)国際的な動向 

平成２７（2015）年にパリで開催された国連

気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ

21）では、令和２（2020）年以降の温室効果ガ

スの排出量削減等に先進国・途上国の区別な

く、全ての締約国が参加して取り組むことに合

意した、新たな国際枠組であるパリ協定が採択

され、「平均気温上昇を産業革命以前に比べ

２℃未満に抑え、1.5℃以下に抑える努力をす

る」ことが世界共通目標とされました。 

平成３０（２０１８）年には、気候変動に関する

政府間パネル（IPCC）が「1.5℃特別報告書」

をとりまとめ、地球温暖化を 1.5℃に抑制する

ためには、二酸化炭素排出量が令和１２（２０３０）

年までに４５％削減され、３２（2050）年頃には

正味ゼロに達する必要があること等を示しまし

た。 

令和3（2021）年には、米国主催の下で気候

サミットが開催され、参加各国が 12（2030）年

を目標年とする「自国の貢献する決定（ＮＤＣ）」

のさらなる引上げや、脱炭素化に向けた取組を

発表し、世界の脱炭素化に向けた国際協調を

呼びかけました。 

また、IPCC が公表した「第6 次評価報告書

第１作業部会報告書」では、温暖化は人間の影

響であることは「疑いの余地がない」こと、たと

え 1.5℃の気温上昇であっても高温などの極

端現象の頻度や強度が増加することなどが示

されました。 

令和 4（2022）年に開催された COP２７で

は、「今世紀末までの世界の平均気温の上昇を、

産業革命前の水準から１．５℃以内に抑える」と

いう１．５℃目標の重要性の再確認や、毎年の

温室効果ガス排出量削減の進捗確認などを内

容とした「緩和作業計画」の策定のほか、気候

変動の悪影響に対して、特に脆弱な途上国の

対応を支援するための基金の設置などが盛り

込まれた「シャルム・エル・シェイク実施計画」が

決定されました。 

令和5年（2023）年にIPCCが公表した「第

6次評価報告書統合報告書」では、地球温暖化

を 1.5℃や2℃に抑制するためには、2050年

代初頭及び 2070 年代初頭に、世界全体でネ

ットゼロを達成する必要があることが示されま

した。 

また、G7札幌気候・エネルギー・環境大臣会

合では、「各国のエネルギー事情など様々な条

件に応じた多様な道筋が、ネットゼロという共

通目標につながる」という日本の考え方が、G7

の共通認識として合意されました。包括的かつ

社会・環境面で持続可能な経済成長とエネル

ギー安全保障を確保しながら、GX（グリーン・

トランスフォーメーション）を世界的に推進及び

促進し、ネットゼロ、循環経済（製品や資源を循

環させて価値を長く保ち、廃棄物を最小限にす

る経済のありかた）、ネイチャーポジティブ経済

（生物多様性の損失をストップし、回復軌道に

のせる経済）の統合的な実現に向けて協働す

ることを確認しました。 

(2)国内の動向 

我が国は、パリ協定に基づいて、平成２８

（2016）年度に「地球温暖化対策計画」を閣議

決定し、温室効果ガス排出量を令和１２（2030）

年度までに基準年度（2013年度）比で２６％削

減する目標を掲げました。 

平成３０（2018）年度には、「気候変動適応

法」が施行され、適応策が法的に位置づけられ、

関係者が一丸となって適応策を強力に推進す

ることが規定されました。 

令和元（2019）年度には、「パリ協定に基づ

く成長戦略としての長期戦略」が閣議決定され、

今世紀後半のできるだけ早期に脱炭素社会の

実現を目指すことが掲げられました。 

令和２（2020）年度には、「２０５０年までに

温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」

すなわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭

素社会の実現を目指すことが宣言されました。 

令和３（2021）年に開催された気候サミット

において、「２０３０年度の温室効果ガス排出を
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第２節 総合的な地球温暖化対策の推進 

【環境保全課】 

〔地球温暖化対策の推進に関する法律、気候変動適応法〕 

１ 福岡県地球温暖化対策実行計画 

本県は、令和３（2021）年度に、国内外の動

向、福岡県の温室効果ガス排出量の将来予測

やエネルギーの需給見通しを踏まえ、地球温暖

化対策の推進に関する法律第 21 条第 3 項に

基づく「地方公共団体実行計画(区域施策編)」、

気候変動適応法第 12 条に基づく「地域気候変

動適応計画」に位置づける「福岡県地球温暖化

対策実行計画」の改定を行いました。 

この計画では、令和３２（２０５０）年度までに

本県の温室効果ガス排出の実質ゼロ、すなわ

ち2050年カーボンニュートラルの達成を目指

し、12（2030）年度の温室効果ガス排出量を

平成 25（2013）年度比 46％削減することを

目標に掲げ、温室効果ガスの排出削減や吸収

源に関する対策である「緩和策」と気候変動の

影響を防止・軽減する対策である「適応策」を

総合的・計画的に推進することとしています。 

福岡県地球温暖化対策実行計画（第 2次）の施策体系 

温室効果ガスの

排出削減と吸収

源対策（緩和策） 

温室効果ガスの排出削減 

再生可能エネルギー等の

導入拡大・利用促進 

再生可能エネルギーの導入の促進 

再生可能エネルギーの利用の促進 

水素エネルギー利活用の推進 

省エネルギー対策の強化 

運輸（自動車）における取組 

家庭における取組 

オフィスビル・店舗・中小企業の工場等における取組 

公共施設における取組 

農林水産業における取組 

脱炭素型の都市・地域づくりの推進 

温暖化対策に資する取組

の促進 

循環型社会の推進 

環境教育の推進 

国際環境協力の推進 

CO2以外の温室効果ガス排出削減の推進 

吸収源対策 

森林の保全 

都市の緑化 

二酸化炭素固定化のための県産木材の長期的利用 

農地土壌炭素吸収源対策 

気候変動の影響

への適応（適応

策） 

農林水産業に関する対策 

水環境・水資源に関する対策 

自然生態系に関する対策 

自然災害・沿岸域に関する対策 

健康に関する対策 

産業・経済活動に関する対策 

県民生活・都市生活に関する対策 

分野を横断した施策 

本県では、福岡県地球温暖化対策実行計画（第２次）に基づき、エネルギー、家庭、業務、産業な

どあらゆる部門において、県民や事業者、行政といった全ての主体と連携し、地球温暖化対策を

総合的・計画的に推進しています。 

２０１３年度から４６％削減することを目指す。さ

らに 50％の高みに向け、挑戦を続ける」ことが

表明されました。これを受け、地球温暖化対策

の推進に関する法律が改正、公布され、我が国

の地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進

をはかるための国の総合計画である「地球温

暖化対策計画」や、気候変動の適応に関する施

策の総合計画である「気候変動適応計画」、エ

ネルギー需給に関する国の中長期的政策の基

本指針である「エネルギー基本計画」、経済と

環境の好循環につなげるための産業政策であ

る「2050年カーボンニュートラルに伴うグリー

ン成長戦略」、「パリ協定に基づく成長戦略とし

ての長期戦略」が改定されました。 

令和５（２０２３）年にエネルギー安定供給の

確保が世界的に大きな課題となる中、GX を通

じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の

３つを同時に実現するため、「GX 実現に向け

た基本方針」を策定しました。 

３ 日本の温室効果ガスの排出状況 

平成 23(2011)年に発生した東日本大震災

による東京電力福島第一原子力発電所の事故

以降は、我が国のエネルギーを巡る環境が大

きく変化し、原子力発電所停止による火力発電

所の稼働増によって発電の際に発生する二酸

化炭素が増加することとなりました。 

日本の令和３(20２１)年度の温室効果ガス

総排出量＊は、約１１億２,２００万トンであり、基

準年の平成 25(2013)年度比で２０.３％減少

（前年度比2.０％増加）しています。 

基準年から減少した主な要因は、省エネ意

識の高まりや高効率設備の導入等によるエネ

ルギー消費量が減少したこと、再生可能エネル

ギーの導入拡大や原発の再稼働等に伴う電力

由来の二酸化炭素排出量が減少したことなど

が考えられます。 

また、前年度から増加した主な要因は、新型

コロナウイルス感染症で落ち込んでいた経済

の回復等によるエネルギー消費量が増加した

ことなどが考えられます。 
＊二酸化炭素換算量。以下同じ。

日本の温室効果ガス排出量
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第２節 総合的な地球温暖化対策の推進 

【環境保全課】 

〔地球温暖化対策の推進に関する法律、気候変動適応法〕 

１ 福岡県地球温暖化対策実行計画 

本県は、令和３（2021）年度に、国内外の動

向、福岡県の温室効果ガス排出量の将来予測

やエネルギーの需給見通しを踏まえ、地球温暖

化対策の推進に関する法律第 21 条第 3 項に

基づく「地方公共団体実行計画(区域施策編)」、

気候変動適応法第 12 条に基づく「地域気候変

動適応計画」に位置づける「福岡県地球温暖化

対策実行計画」の改定を行いました。 

この計画では、令和３２（２０５０）年度までに

本県の温室効果ガス排出の実質ゼロ、すなわ

ち2050年カーボンニュートラルの達成を目指

し、12（2030）年度の温室効果ガス排出量を

平成 25（2013）年度比 46％削減することを

目標に掲げ、温室効果ガスの排出削減や吸収

源に関する対策である「緩和策」と気候変動の

影響を防止・軽減する対策である「適応策」を

総合的・計画的に推進することとしています。 

福岡県地球温暖化対策実行計画（第 2次）の施策体系 

温室効果ガスの

排出削減と吸収

源対策（緩和策） 

温室効果ガスの排出削減 

再生可能エネルギー等の

導入拡大・利用促進 

再生可能エネルギーの導入の促進 

再生可能エネルギーの利用の促進 

水素エネルギー利活用の推進 

省エネルギー対策の強化 

運輸（自動車）における取組 

家庭における取組 

オフィスビル・店舗・中小企業の工場等における取組 

公共施設における取組 

農林水産業における取組 

脱炭素型の都市・地域づくりの推進 

温暖化対策に資する取組

の促進 

循環型社会の推進 

環境教育の推進 

国際環境協力の推進 

CO2以外の温室効果ガス排出削減の推進 

吸収源対策 

森林の保全 

都市の緑化 

二酸化炭素固定化のための県産木材の長期的利用 

農地土壌炭素吸収源対策 

気候変動の影響

への適応（適応

策） 

農林水産業に関する対策 

水環境・水資源に関する対策 

自然生態系に関する対策 

自然災害・沿岸域に関する対策 

健康に関する対策 

産業・経済活動に関する対策 

県民生活・都市生活に関する対策 

分野を横断した施策 

本県では、福岡県地球温暖化対策実行計画（第２次）に基づき、エネルギー、家庭、業務、産業な

どあらゆる部門において、県民や事業者、行政といった全ての主体と連携し、地球温暖化対策を

総合的・計画的に推進しています。 

２０１３年度から４６％削減することを目指す。さ

らに 50％の高みに向け、挑戦を続ける」ことが

表明されました。これを受け、地球温暖化対策

の推進に関する法律が改正、公布され、我が国

の地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進

をはかるための国の総合計画である「地球温

暖化対策計画」や、気候変動の適応に関する施

策の総合計画である「気候変動適応計画」、エ

ネルギー需給に関する国の中長期的政策の基

本指針である「エネルギー基本計画」、経済と

環境の好循環につなげるための産業政策であ

る「2050年カーボンニュートラルに伴うグリー

ン成長戦略」、「パリ協定に基づく成長戦略とし

ての長期戦略」が改定されました。 

令和５（２０２３）年にエネルギー安定供給の

確保が世界的に大きな課題となる中、GX を通

じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の

３つを同時に実現するため、「GX 実現に向け

た基本方針」を策定しました。 

３ 日本の温室効果ガスの排出状況 

平成 23(2011)年に発生した東日本大震災

による東京電力福島第一原子力発電所の事故

以降は、我が国のエネルギーを巡る環境が大

きく変化し、原子力発電所停止による火力発電

所の稼働増によって発電の際に発生する二酸

化炭素が増加することとなりました。 

日本の令和３(20２１)年度の温室効果ガス

総排出量＊は、約１１億２,２００万トンであり、基

準年の平成 25(2013)年度比で２０.３％減少

（前年度比2.０％増加）しています。 

基準年から減少した主な要因は、省エネ意

識の高まりや高効率設備の導入等によるエネ

ルギー消費量が減少したこと、再生可能エネル

ギーの導入拡大や原発の再稼働等に伴う電力

由来の二酸化炭素排出量が減少したことなど

が考えられます。 

また、前年度から増加した主な要因は、新型

コロナウイルス感染症で落ち込んでいた経済

の回復等によるエネルギー消費量が増加した

ことなどが考えられます。 
＊二酸化炭素換算量。以下同じ。

日本の温室効果ガス排出量
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この目標を達成するためには、エネルギー、

家庭、業務、産業などあらゆる部門において、

積極的な取組を行う必要があることから、地球

温暖化対策やエネルギー政策を全庁的に推進

する「福岡県地球温暖化対策施策連絡調整会

議」や「福岡県エネルギー政策推進本部」、「福

岡県環境対策協議会」において、多岐にわたる

地球温暖化対策の推進・進行管理に関する検

討・調整を行うとともに、県内 6 か所に設置す

る「地域環境協議会」において、地域における

取組を推進しています。 

また、多様な主体との連携するため、環境審

議会、環境県民会議、地球温暖化防止活動推

進センター、気候変動適応センター等を活用し

つつ、県民、事業者、国、市町村等との連携・協

力により、計画の推進を図るとともに、福岡県

の地球温暖化対策に関する情報を掲載したポ

ータルサイト「ふくおかエコライフ応援サイト」

(URL ： https://www.ecofukuoka.jp) を

運用し、県の取組や各主体における取組の参

考となる各種情報、県内の環境関連イベント情

報などを情報発信しています。 

２ 福岡県地球温暖化対策実行計画の進捗

状況 

本県では、毎年度、取組の進捗状況の把握

や、県内の温室効果ガス排出量の算定を行い、

削減目標の達成状況を点検・評価するとともに、

環境審議会、環境県民会議、省エネルギー推

進会議に報告を行っています。 

令和２（20２０）年度の本県温室効果ガス排

出量は４,３９５万トンであり、基準年度の平成

25（2013）年度比で２９.０％減少（前年度比５.

４％減少）しています。（関連：第１部第１章 表

「福岡県の温室効果ガス排出量の推移」（３頁）

参照） 

福岡県の温室効果ガス排出量 

温室効果ガス排出区分 

基準年度 

(2013年度) 

排出量 

前年度 

（2019年度） 

排出量 

現況（2020年度） 

排出量 前年度比 基準年度比 

合計 6,186 4,644 4,395 ▲5.4 ▲29.0

二酸化炭素 6,100 4,558 4,318 ▲5.3 ▲29.2

エネルギー転換部門（発電所等） 65 42 46 9.6 ▲29.0 

家庭部門 1,009 485 570 17.4 ▲43.5 

業務部門（商業・サービス・事業所等） 1,113 614 616 0.4 ▲44.6 

産業部門（工場等） 2,247 1,857 1,671 ▲10.0 ▲25.6 

運輸部門（自動車・船舶等） 969 905 787 ▲13.1 ▲18.8 

工業プロセス分野（セメント製造等） 613 565 546 ▲3.5 ▲11.0 

廃棄物分野（一廃・産廃） 85 89 82 ▲7.2 ▲2.5 

メタン 36 32 32 ▲1.3   ▲10.3

一酸化二窒素 44 46 37 ▲20.0   ▲14.9

代替フロン等４ガス 

（HFC、PFC、SF6、NF3） 
7 8 7 ▲3.9  0.9

（単位：万 t-CO2） 

また、各主体の進捗状況を把握しやすくする

ため、部門別の目標を設定しており、令和４年

度の再生可能エネルギー発電設備導入容量は、

３０９万ｋW（目標：４０５万ｋW（令和8年度））と

なっています。 

このほか、令和２（20２０）年度の本県の部門

別温室効果ガス排出量は、基準年度の平成

25（2013 年）年度に比べ、家庭部門における

1 世帯当たりの排出量で４７.５％減少、業務部

門における事業所床面積当たりの排出量で45.

８％減少、運輸部門（自動車）における 1台当た

りの排出量で１７.４％減少しています。 

また、電力の排出係数※の影響を受けないエ

ネルギー消費量についても、家庭部門における

１世帯当たりの消費量で 19.7％減少、業務部

門における事業所床面積当たりの消費量で

15.6％減少しています。 

この主な要因は、国同様、省エネ意識の高ま

りや高効率設備の導入等によるエネルギー消

費量が減少したことに加え、再生可能エネルギ

ーの導入拡大や原発の再稼働等に伴う電力由

来の二酸化炭素排出量が減少したことなどが

考えられます。また、前年度から減少した主な

要因は、国と同様、2020 年 1月に日本国内で

は初の症例が探知された新型コロナウイルス

感染症の世界的な流行に起因する製造業の生

産量が減少したこと、旅客や貨物輸送量が減

少したことなどが考えられます。

福岡県における部門別温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量の状況 

部門 
削減目標 

(2030 年度) 

基準年度 

(2013 年度) 
201９年度 20２０年度 

排出・消費量 排出・消費量 排出・消費量 前年度比 基準年度比 

全体 
温室効果ガス排出量 ▲46％ 6,18６万 t 4,６４４万 t 4,３９５万 t ▲５．４% ▲2９.０% 

エネルギー消費量 － 5４６ PJ ４９６ PJ ４５９ PJ ▲７.４% ▲１５.９% 

家庭 
(1 世帯当たり)CO2排出量 ▲69％ 4.4 万 t 2.0 万 t 2.3 万 t 16.3% ▲47.5% 

(同上)エネルギー消費量 ▲37％ 34.1 GJ/世帯 24.9 GJ/世帯 27.4 GJ/世帯 10.1% ▲19.7%

業務 
(床面積当たり)CO2排出量 ▲60％ 176.3 kg 95.3 kg 95.5 kg 0.2% ▲45.8% 

(同上)エネルギー消費量 ▲20％ 1.24 GJ/m2 1.10 GJ/m2 1.05 GJ/m2 ▲4.7% ▲15.6% 

運輸 

（自動車） 
(1 台当たり)CO2排出量 ▲37％ 2.63 t 2.39 t 2.17 t ▲9.3% ▲17.4% 

※1kWh 発電時に排出される二酸化炭素排出量。 
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この目標を達成するためには、エネルギー、

家庭、業務、産業などあらゆる部門において、

積極的な取組を行う必要があることから、地球

温暖化対策やエネルギー政策を全庁的に推進

する「福岡県地球温暖化対策施策連絡調整会

議」や「福岡県エネルギー政策推進本部」、「福

岡県環境対策協議会」において、多岐にわたる

地球温暖化対策の推進・進行管理に関する検

討・調整を行うとともに、県内 6 か所に設置す

る「地域環境協議会」において、地域における

取組を推進しています。 

また、多様な主体との連携するため、環境審

議会、環境県民会議、地球温暖化防止活動推

進センター、気候変動適応センター等を活用し

つつ、県民、事業者、国、市町村等との連携・協

力により、計画の推進を図るとともに、福岡県

の地球温暖化対策に関する情報を掲載したポ

ータルサイト「ふくおかエコライフ応援サイト」

(URL ： https://www.ecofukuoka.jp) を

運用し、県の取組や各主体における取組の参

考となる各種情報、県内の環境関連イベント情

報などを情報発信しています。 

２ 福岡県地球温暖化対策実行計画の進捗

状況 

本県では、毎年度、取組の進捗状況の把握

や、県内の温室効果ガス排出量の算定を行い、

削減目標の達成状況を点検・評価するとともに、

環境審議会、環境県民会議、省エネルギー推

進会議に報告を行っています。 

令和２（20２０）年度の本県温室効果ガス排

出量は４,３９５万トンであり、基準年度の平成

25（2013）年度比で２９.０％減少（前年度比５.

４％減少）しています。（関連：第１部第１章 表

「福岡県の温室効果ガス排出量の推移」（３頁）

参照） 

福岡県の温室効果ガス排出量 

温室効果ガス排出区分 

基準年度 

(2013年度) 

排出量 

前年度 

（2019年度） 

排出量 

現況（2020年度） 

排出量 前年度比 基準年度比 

合計 6,186 4,644 4,395 ▲5.4 ▲29.0

二酸化炭素 6,100 4,558 4,318 ▲5.3 ▲29.2

エネルギー転換部門（発電所等） 65 42 46 9.6 ▲29.0 

家庭部門 1,009 485 570 17.4 ▲43.5 

業務部門（商業・サービス・事業所等） 1,113 614 616 0.4 ▲44.6 

産業部門（工場等） 2,247 1,857 1,671 ▲10.0 ▲25.6 

運輸部門（自動車・船舶等） 969 905 787 ▲13.1 ▲18.8 

工業プロセス分野（セメント製造等） 613 565 546 ▲3.5 ▲11.0 

廃棄物分野（一廃・産廃） 85 89 82 ▲7.2 ▲2.5 

メタン 36 32 32 ▲1.3   ▲10.3

一酸化二窒素 44 46 37 ▲20.0   ▲14.9

代替フロン等４ガス 

（HFC、PFC、SF6、NF3） 
7 8 7 ▲3.9  0.9

（単位：万 t-CO2） 

また、各主体の進捗状況を把握しやすくする

ため、部門別の目標を設定しており、令和４年

度の再生可能エネルギー発電設備導入容量は、

３０９万ｋW（目標：４０５万ｋW（令和8年度））と

なっています。 

このほか、令和２（20２０）年度の本県の部門

別温室効果ガス排出量は、基準年度の平成

25（2013 年）年度に比べ、家庭部門における

1 世帯当たりの排出量で４７.５％減少、業務部

門における事業所床面積当たりの排出量で45.

８％減少、運輸部門（自動車）における 1台当た

りの排出量で１７.４％減少しています。 

また、電力の排出係数※の影響を受けないエ

ネルギー消費量についても、家庭部門における

１世帯当たりの消費量で 19.7％減少、業務部

門における事業所床面積当たりの消費量で

15.6％減少しています。 

この主な要因は、国同様、省エネ意識の高ま

りや高効率設備の導入等によるエネルギー消

費量が減少したことに加え、再生可能エネルギ

ーの導入拡大や原発の再稼働等に伴う電力由

来の二酸化炭素排出量が減少したことなどが

考えられます。また、前年度から減少した主な

要因は、国と同様、2020 年 1月に日本国内で

は初の症例が探知された新型コロナウイルス

感染症の世界的な流行に起因する製造業の生

産量が減少したこと、旅客や貨物輸送量が減

少したことなどが考えられます。

福岡県における部門別温室効果ガス排出量及びエネルギー消費量の状況 

部門 
削減目標 

(2030 年度) 

基準年度 

(2013 年度) 
201９年度 20２０年度 

排出・消費量 排出・消費量 排出・消費量 前年度比 基準年度比 

全体 
温室効果ガス排出量 ▲46％ 6,18６万 t 4,６４４万 t 4,３９５万 t ▲５．４% ▲2９.０% 

エネルギー消費量 － 5４６ PJ ４９６ PJ ４５９ PJ ▲７.４% ▲１５.９% 

家庭 
(1 世帯当たり)CO2排出量 ▲69％ 4.4 万 t 2.0 万 t 2.3 万 t 16.3% ▲47.5% 

(同上)エネルギー消費量 ▲37％ 34.1 GJ/世帯 24.9 GJ/世帯 27.4 GJ/世帯 10.1% ▲19.7%

業務 
(床面積当たり)CO2排出量 ▲60％ 176.3 kg 95.3 kg 95.5 kg 0.2% ▲45.8% 

(同上)エネルギー消費量 ▲20％ 1.24 GJ/m2 1.10 GJ/m2 1.05 GJ/m2 ▲4.7% ▲15.6% 

運輸 

（自動車） 
(1 台当たり)CO2排出量 ▲37％ 2.63 t 2.39 t 2.17 t ▲9.3% ▲17.4% 

※1kWh 発電時に排出される二酸化炭素排出量。 
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第３節 温室効果ガスの排出削減に関する対策（緩和策） 

〔建築物省エネ法、エコまち法〕 

１ 再生可能エネルギーの導入促進 

【総合政策課エネルギー政策室】 

(1) 本県における再生可能エネルギーの導入状

況 

平成 24（2012）年７月１日に再生可能エネ

ルギー固定価格買取制度が施行されました。

本制度による認定を受けた県内の発電設備

の導入容量は、令和４（202２）年度末現在、全

国第９位（約３００万kW）となっています。 

本県による推計では、令和４（202２）年度末

現在の再生可能エネルギー発電設備の導入容

量は約３０９万 kW となっており、８（202６）年

度末までに４０5万kWとする県総合計画の目

標達成に向け、今後も、再生可能エネルギーの

更なる導入促進に向けた各種の取組を推進し

ていきます。 

再生可能エネルギー発電の種類 
導入容量（kW） 

令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 

太陽光

発電 

10kW未満(住宅用) 581,233 ６１８,892 664,173 

10kW以上(非住宅用） 1,730,552 1,794,527 1,848,942 

風力発電 38,736 38,736 38,736 

水力発電 23,478 25,734 25,734 

地熱発電 0 0 0 

バイオマス発電（※） 312,887 508,199 508,199 

合計 2,686,886 2,986,088 3,085,783 

(2) 再生可能エネルギーの普及に向けた取組 

ア 本県における率先導入 

地域におけるエネルギー問題への意識改革

を進め、地域の資源や特性を活かした再生可

能エネルギーの導入を県内各地に拡げるため、

県有施設への再生可能エネルギーの導入を率

先して進めています。 

これまでに、水力発電設備を５か所（計

14,600kW）に導入したほか、県有施設 6７か

所（計 1,１06kW）に太陽光発電設備等を導入

してきました。 

本県では、温室効果ガスの排出量を削減するため、再生可能エネルギー等の導入拡大・

利用促進、家庭・事業者等における省エネルギー対策の強化、循環型社会の推進など温暖

化対策に資する取組の強化、二酸化炭素以外の温室効果ガス排出量削減の推進に取り組

んでいます。 

福岡県内の再生可能エネルギー発電設備の導入容量 

【出典：県における推計値（資源エネルギー庁資料（FIT 導入容量）等を基に独自に推計）】 

※廃棄物発電含む。また、導入容量については、設備容量にバイオマス比率を乗じて算出。 

※端数処理の関係で合計値が合わない場合がある。 

イ 再生可能エネルギーの導入支援 

本県では、市町村や民間事業者の取組を支

援するため、再生可能エネルギー導入検討に

必要となる基本データ（日照時間・風況など）を

ワンストップで提供する、全国初の「再生可能

エネルギー導入支援システム」（URL:https:/

/www.f-energy.jp/search/）を平成 24

（2012）年7月から公開しています。 

また、平成 28（2016）年度から、県内の民

間事業者等を対象に、専門的な知識や豊富な

経験を有する人材を派遣し、課題解決を図るこ

とにより再生可能エネルギーの導入等を支援

する「福岡県再生可能エネルギー導入支援アド

バイザー派遣事業」を実施しています。 

再生可能エネルギー導入支援 
アドバイザー派遣事業の概要 

さらに、本県では、分散型エネルギーに関す

る総合相談窓口を開設し、民間事業者等から

の再生可能エネルギー導入に関する各種相談

に対応しています。 

加えて、県有財産の有効活用を図るとともに、

民間活力による再生可能エネルギー導入を促

進するため、県有未利用地や学校など県有施

設の屋根を民間事業者に貸し付け、太陽光発

電設備を整備する取組を行っています。 

ウ エネルギーに関する情報発信 

本県では、ホームページ「ふくおかのエネル

ギー（福岡県エネルギー総合情報ポータルサイ

ト）」において、エネルギーに関する公募･助成

情報や、セミナー・イベント開催情報などを発信

しています。 

エネルギーに関する最新情報については、

ホームページ「ふくおかのエネルギー」（URL：

https://www.f-energy.jp）で御確認くだ

さい。 

エ コージェネレーションの導入促進 

コージェネレーション（熱電併給システム）と

は、天然ガスや石油、ＬＰガス等を燃料として発

電を行い、その際に生じる廃熱も回収し、給湯

や冷暖房などに有効利用するシステムであり、

令和３（20２１）年１０月に国が策定した第６次エ

ネルギー基本計画においても、「エネルギーを

最も効率的に活用することができる方法の一

つ」とされています。 

本県では、システムの特長や、最新の技術・

導入事例、国や県の導入支援制度などを紹介

する民間事業者向けのセミナーを開催するな

ど、コージェネレーションの普及に向けた取組

を推進しています。 

コージェネレーションの仕組み

(3) エネルギー対策特別融資制度の運用 

民間事業者においては、「電力コストの上昇」

や「原油・原材料価格の高騰」などが経営上の

懸念事項となっています。生産コストの低減や

産業競争力の強化を図る観点からも、省エネ

ルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入

が必要とされていますが、その導入に当たって

多額の費用を伴うことが課題となっています。 

このような現状を踏まえ、本県では、24の取

扱金融機関及び信用保証協会と連携して、中

1.対象者 
  県内に事業所を有する民間事業者、自治会、 
ＮＰＯ法人等 

2.対象事業 
  ①再生可能エネルギーの導入検討 
  ②既に導入している再生可能エネルギー設備のメ

ンテナンス、安全対策の検討 

3.対象分野 
  ①太陽光発電（設備のメンテナンス、安全対策に

係る相談に限る）、②小水力発電、③風力発電、
④バイオマス発電・熱利用、⑤地中熱利用 

4.利用料 
  無料（1案件につき原則2回まで） 

再生可能エネルギー固定価格買取制度認定状況 
（発電設備の導入容量（運転開始済み分）） 

順位 都道府県名 導入容量 

1 茨城県 4,823,048 kW 

2 愛知県 3,654,268 kW 

3 千葉県 3,510,497 kW 

4 福島県 3,479,055 kW 

5 北海道 3,469,078 kW 

９ 福岡県 3,004,287 kW

（令和４（202２）年度末現在） 

 【出典：資源エネルギー庁資料（FIT 導入容量）から県作成】 
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第３節 温室効果ガスの排出削減に関する対策（緩和策） 

〔建築物省エネ法、エコまち法〕 

１ 再生可能エネルギーの導入促進 

【総合政策課エネルギー政策室】 

(1) 本県における再生可能エネルギーの導入状

況 

平成 24（2012）年７月１日に再生可能エネ

ルギー固定価格買取制度が施行されました。

本制度による認定を受けた県内の発電設備

の導入容量は、令和４（202２）年度末現在、全

国第９位（約３００万kW）となっています。 

本県による推計では、令和４（202２）年度末

現在の再生可能エネルギー発電設備の導入容

量は約３０９万 kW となっており、８（202６）年

度末までに４０5万kWとする県総合計画の目

標達成に向け、今後も、再生可能エネルギーの

更なる導入促進に向けた各種の取組を推進し

ていきます。 

再生可能エネルギー発電の種類 
導入容量（kW） 

令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 

太陽光

発電 

10kW未満(住宅用) 581,233 ６１８,892 664,173 

10kW以上(非住宅用） 1,730,552 1,794,527 1,848,942 

風力発電 38,736 38,736 38,736 

水力発電 23,478 25,734 25,734 

地熱発電 0 0 0 

バイオマス発電（※） 312,887 508,199 508,199 

合計 2,686,886 2,986,088 3,085,783 

(2) 再生可能エネルギーの普及に向けた取組 

ア 本県における率先導入 

地域におけるエネルギー問題への意識改革

を進め、地域の資源や特性を活かした再生可

能エネルギーの導入を県内各地に拡げるため、

県有施設への再生可能エネルギーの導入を率

先して進めています。 

これまでに、水力発電設備を５か所（計

14,600kW）に導入したほか、県有施設 6７か

所（計 1,１06kW）に太陽光発電設備等を導入

してきました。 

本県では、温室効果ガスの排出量を削減するため、再生可能エネルギー等の導入拡大・

利用促進、家庭・事業者等における省エネルギー対策の強化、循環型社会の推進など温暖

化対策に資する取組の強化、二酸化炭素以外の温室効果ガス排出量削減の推進に取り組

んでいます。 

福岡県内の再生可能エネルギー発電設備の導入容量 

【出典：県における推計値（資源エネルギー庁資料（FIT 導入容量）等を基に独自に推計）】 

※廃棄物発電含む。また、導入容量については、設備容量にバイオマス比率を乗じて算出。 

※端数処理の関係で合計値が合わない場合がある。 

イ 再生可能エネルギーの導入支援 

本県では、市町村や民間事業者の取組を支

援するため、再生可能エネルギー導入検討に

必要となる基本データ（日照時間・風況など）を

ワンストップで提供する、全国初の「再生可能

エネルギー導入支援システム」（URL:https:/

/www.f-energy.jp/search/）を平成 24

（2012）年7月から公開しています。 

また、平成 28（2016）年度から、県内の民

間事業者等を対象に、専門的な知識や豊富な

経験を有する人材を派遣し、課題解決を図るこ

とにより再生可能エネルギーの導入等を支援

する「福岡県再生可能エネルギー導入支援アド

バイザー派遣事業」を実施しています。 

再生可能エネルギー導入支援 
アドバイザー派遣事業の概要 

さらに、本県では、分散型エネルギーに関す

る総合相談窓口を開設し、民間事業者等から

の再生可能エネルギー導入に関する各種相談

に対応しています。 

加えて、県有財産の有効活用を図るとともに、

民間活力による再生可能エネルギー導入を促

進するため、県有未利用地や学校など県有施

設の屋根を民間事業者に貸し付け、太陽光発

電設備を整備する取組を行っています。 

ウ エネルギーに関する情報発信 

本県では、ホームページ「ふくおかのエネル

ギー（福岡県エネルギー総合情報ポータルサイ

ト）」において、エネルギーに関する公募･助成

情報や、セミナー・イベント開催情報などを発信

しています。 

エネルギーに関する最新情報については、

ホームページ「ふくおかのエネルギー」（URL：

https://www.f-energy.jp）で御確認くだ

さい。 

エ コージェネレーションの導入促進 

コージェネレーション（熱電併給システム）と

は、天然ガスや石油、ＬＰガス等を燃料として発

電を行い、その際に生じる廃熱も回収し、給湯

や冷暖房などに有効利用するシステムであり、

令和３（20２１）年１０月に国が策定した第６次エ

ネルギー基本計画においても、「エネルギーを

最も効率的に活用することができる方法の一

つ」とされています。 

本県では、システムの特長や、最新の技術・

導入事例、国や県の導入支援制度などを紹介

する民間事業者向けのセミナーを開催するな

ど、コージェネレーションの普及に向けた取組

を推進しています。 

コージェネレーションの仕組み

(3) エネルギー対策特別融資制度の運用 

民間事業者においては、「電力コストの上昇」

や「原油・原材料価格の高騰」などが経営上の

懸念事項となっています。生産コストの低減や

産業競争力の強化を図る観点からも、省エネ

ルギー設備や再生可能エネルギー設備の導入

が必要とされていますが、その導入に当たって

多額の費用を伴うことが課題となっています。 

このような現状を踏まえ、本県では、24の取

扱金融機関及び信用保証協会と連携して、中

1.対象者 
  県内に事業所を有する民間事業者、自治会、 
ＮＰＯ法人等 

2.対象事業 
  ①再生可能エネルギーの導入検討 
  ②既に導入している再生可能エネルギー設備のメ

ンテナンス、安全対策の検討 

3.対象分野 
  ①太陽光発電（設備のメンテナンス、安全対策に

係る相談に限る）、②小水力発電、③風力発電、
④バイオマス発電・熱利用、⑤地中熱利用 

4.利用料 
  無料（1案件につき原則2回まで） 

再生可能エネルギー固定価格買取制度認定状況 
（発電設備の導入容量（運転開始済み分）） 

順位 都道府県名 導入容量 

1 茨城県 4,823,048 kW 

2 愛知県 3,654,268 kW 

3 千葉県 3,510,497 kW 

4 福島県 3,479,055 kW 

5 北海道 3,469,078 kW 

９ 福岡県 3,004,287 kW

（令和４（202２）年度末現在） 

 【出典：資源エネルギー庁資料（FIT 導入容量）から県作成】 
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小企業者を対象とした「福岡県エネルギー対策

特別融資制度」を運用しています。 

エネルギー対策特別融資制度の概要 

(4) カーボンニュートラルポートの取組 

【港湾課】 

脱炭素社会の実現に貢献するため、県は苅

田港・三池港において「カーボンニュートラルポ

ート（ＣＮＰ）」の形成を目指し、地元企業や国、

県、市町などで構成する協議会を開催していま

す。 

今後は、脱炭素化に配慮した港湾機能の高

度化、水素・アンモニア等の利活用及び、それ

らの受入環境の整備など官民一体となり、脱炭

素化に関する取組について協議会で議論し、

港湾地域の面的・効率的な脱炭素化を図りま

す。 

２ 再生可能エネルギーの利用の促進 

【環境保全課】 

公共施設において、再生可能エネルギーか

ら発電した電力を率先して利用します。 

令和4（２０２２）年度は、事業者における再生

可能エネルギーの利用を促進するため、ふくお

かエコライフ応援サイトで再エネ電気小売業者

に関する情報を発信しています。 

３ 水素エネルギー利活用の推進 

【自動車・水素産業振興課】 

本県では、利用時に CO2 を排出しないエネ

ルギーである水素の利用拡大に向け、令和 4

年8月に策定した「福岡県水素グリーン成長戦

略」の柱の一つに、「水素利用の拡大」を掲げて

います。この戦略のもと、「福岡県水素グリーン

成長戦略会議」では、商用車の脱炭素化を目

指し燃料電池トラックの普及促進を図るため、

燃料電池トラックを導入する県内運送企業向け

の導入補助や、水素調達、関連技術・製品の導

入等を目指す企業の相談にもワンストップで対

応する「福岡県水素グリーンイノベーションサ

ポート窓口」の運営といった、各種の支援策を

実施しています。（戦略の詳細は第２章に掲載） 

４ 運輸における取組 

(1) 電動車の率先導入 

【総合政策課エネルギー政策室、 

環境保全課、循環型社会推進課】 

福岡県環境保全実行計画(第５期改定版)の

目標達成に向けて、新規導入・更新する公用車

については、代替可能な電動車等がない場合

を除きすべて電動車等とし、２０３０年度までに

公用車を全て電動車等にすることとしています。 

また、電動車の購入に活用できる「クリーン

エネルギー自動車導入促進補助金」の案内や、

電動車を含む次世代自動車の購入等に利用で

きる「福岡県環境保全施設等整備資金融資制

度」の運用により財政支援を行い、県内におけ

る電動車の普及・促進に取り組みます。 

1.融資対象者 

県内に事業所を有する中小企業者 

2.融資対象設備等 

省エネルギー設備 

再生可能エネルギー設備 

コージェネレーション、エネルギーマネジメン

トシステム、蓄電池 

建築物の省エネ改修 

水素ステーションその他の次世代自動車用燃料

供給設備  など 

（県内に設置する場合に限る） 

3.融資限度額 

再生可能エネルギー設備及び水素ステーション 

その他の次世代自動車用燃料供給設備 

：2億円以内 

その他の設備等  ：1億円以内 

4.融資期間 

再生可能エネルギー設備及び水素ステーション 

その他の次世代自動車用燃料供給設備 

：15年以内 

その他の設備等  ：10年以内 

5.融資利率 

1.1～1.3％ 

6.保証料率 

0.13～1.56％ 

さらに、電動車の普及拡大に欠かせない充

電設備の普及・促進に寄与するため、水素ステ

ーションその他の次世代自動車用燃料供給設

備の導入を行う県内の中小企業者に対し、特

別融資制度を運用しています。（詳細は第 3 節

1（3）に掲載） 

(2) エコドライブの普及・促進 

【環境保全課】 

ふくおかエコライフ応援サイトや県ホームペ

ージで「急発進や急加速をやめる」「タイヤの空

気圧を点検する」など、地球温暖化防止につな

げる運転技術や心がけであるエコドライブの具

体的な方法を示し、普及・促進を図っています。 

(3) 交通の円滑化 

ア 道路 

【公園街路課、道路維持課、 

道路建設課、警察本部】 

本県の都市活動における二酸化炭素排出量

の約2割を運輸部門が占め、運輸部門のうち、

約 9 割を自動車が占めている状況であり、二

酸化炭素排出量の削減が求められています。 

円滑な交通を確保し、排出ガスの抑制を図

るため、以下の交通環境対策に取り組み、省エ

ネルギー化を推進しています。 

・踏切での渋滞解消のための鉄道と道路の

立体交差化 

・幹線道路をはじめとする体系的な道路ネッ

トワークの整備 

・交差点の改良 

警察本部交通管制センターでは、テレビカメ

ラや車両感知器などにより、主要幹線道路の交

通量や交通渋滞などの情報を収集するととも

に、収集した情報をコンピューターで解析して

信号機のコントロールを行うなど、交通状況に

応じた最適な信号制御を行っています。また、

渋滞情報や交通情報を交通情報板、ラジオ放

送、カーナビゲーション、インターネット等を通

じてドライバーに提供することにより、交通渋滞

の軽減に取り組んでいます。 

これらの対策により、 

 交通渋滞による車両の停止回数が少なく

なるため停止中や発進時に排出される排

気ガスや騒音が減少する 

 スムーズな車の流れを作ることにより走行

時間が大幅に短縮する 

など、エネルギーの省力化により、人・地球に優

しい環境づくりを推進しています。 

(4) 公共交通・自転車の利用促進 

【交通政策課】 

バスや鉄道などの公共交通は、輸送量当た

りの二酸化炭素排出量が自家用車よりも少な

く、自転車は、二酸化炭素を排出しないなど、と

もに地球環境に優しい移動手段です。しかし、

モータリゼーションの進展等により自家用車利

用が増え、都市部での交通渋滞や、公共交通

の利用減少によるバスや鉄道の減便などが発

生しています。 

本県では、国、市町村、交通事業者等と連携

し、公共交通網の整備、公共交通利用促進の

啓発活動、自転車の活用推進等に取り組んで

います。 

〔主な取組〕 

 路線バス、コミュニティバス（デマンド交通

を含む）維持・確保のための補助 

 第三セクター鉄道等への安全輸送設備整

備等に対する補助 

 公共交通利用促進キャンペーンの実施 

 県ホームページでの情報提供 

 自転車の活用推進 

(5) 道路・トンネル照明、信号機のＬＥＤ化 

【道路維持課、警察本部】 

道路照明及び信号機のＬＥＤ化は、平成 30

（2018）年度に完了しました。トンネル照明の

LED 化についてもほぼ完了しており、エネル

ギー効率の向上ひいては環境負荷の低減を図

っています。 
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小企業者を対象とした「福岡県エネルギー対策

特別融資制度」を運用しています。 

エネルギー対策特別融資制度の概要 

(4) カーボンニュートラルポートの取組 

【港湾課】 

脱炭素社会の実現に貢献するため、県は苅

田港・三池港において「カーボンニュートラルポ

ート（ＣＮＰ）」の形成を目指し、地元企業や国、

県、市町などで構成する協議会を開催していま

す。 

今後は、脱炭素化に配慮した港湾機能の高

度化、水素・アンモニア等の利活用及び、それ

らの受入環境の整備など官民一体となり、脱炭

素化に関する取組について協議会で議論し、

港湾地域の面的・効率的な脱炭素化を図りま

す。 

２ 再生可能エネルギーの利用の促進 

【環境保全課】 

公共施設において、再生可能エネルギーか

ら発電した電力を率先して利用します。 

令和4（２０２２）年度は、事業者における再生

可能エネルギーの利用を促進するため、ふくお

かエコライフ応援サイトで再エネ電気小売業者

に関する情報を発信しています。 

３ 水素エネルギー利活用の推進 

【自動車・水素産業振興課】 

本県では、利用時に CO2 を排出しないエネ

ルギーである水素の利用拡大に向け、令和 4

年8月に策定した「福岡県水素グリーン成長戦

略」の柱の一つに、「水素利用の拡大」を掲げて

います。この戦略のもと、「福岡県水素グリーン

成長戦略会議」では、商用車の脱炭素化を目

指し燃料電池トラックの普及促進を図るため、

燃料電池トラックを導入する県内運送企業向け

の導入補助や、水素調達、関連技術・製品の導

入等を目指す企業の相談にもワンストップで対

応する「福岡県水素グリーンイノベーションサ

ポート窓口」の運営といった、各種の支援策を

実施しています。（戦略の詳細は第２章に掲載） 

４ 運輸における取組 

(1) 電動車の率先導入 

【総合政策課エネルギー政策室、 

環境保全課、循環型社会推進課】 

福岡県環境保全実行計画(第５期改定版)の

目標達成に向けて、新規導入・更新する公用車

については、代替可能な電動車等がない場合

を除きすべて電動車等とし、２０３０年度までに

公用車を全て電動車等にすることとしています。 

また、電動車の購入に活用できる「クリーン

エネルギー自動車導入促進補助金」の案内や、

電動車を含む次世代自動車の購入等に利用で

きる「福岡県環境保全施設等整備資金融資制

度」の運用により財政支援を行い、県内におけ

る電動車の普及・促進に取り組みます。 

1.融資対象者 

県内に事業所を有する中小企業者 

2.融資対象設備等 

省エネルギー設備 

再生可能エネルギー設備 

コージェネレーション、エネルギーマネジメン

トシステム、蓄電池 

建築物の省エネ改修 

水素ステーションその他の次世代自動車用燃料

供給設備  など 

（県内に設置する場合に限る） 

3.融資限度額 

再生可能エネルギー設備及び水素ステーション 

その他の次世代自動車用燃料供給設備 

：2億円以内 

その他の設備等  ：1億円以内 

4.融資期間 

再生可能エネルギー設備及び水素ステーション 

その他の次世代自動車用燃料供給設備 

：15年以内 

その他の設備等  ：10年以内 

5.融資利率 

1.1～1.3％ 

6.保証料率 

0.13～1.56％ 

さらに、電動車の普及拡大に欠かせない充

電設備の普及・促進に寄与するため、水素ステ

ーションその他の次世代自動車用燃料供給設

備の導入を行う県内の中小企業者に対し、特

別融資制度を運用しています。（詳細は第 3 節

1（3）に掲載） 

(2) エコドライブの普及・促進 

【環境保全課】 

ふくおかエコライフ応援サイトや県ホームペ

ージで「急発進や急加速をやめる」「タイヤの空

気圧を点検する」など、地球温暖化防止につな

げる運転技術や心がけであるエコドライブの具

体的な方法を示し、普及・促進を図っています。 

(3) 交通の円滑化 

ア 道路 

【公園街路課、道路維持課、 

道路建設課、警察本部】 

本県の都市活動における二酸化炭素排出量

の約2割を運輸部門が占め、運輸部門のうち、

約 9 割を自動車が占めている状況であり、二

酸化炭素排出量の削減が求められています。 

円滑な交通を確保し、排出ガスの抑制を図

るため、以下の交通環境対策に取り組み、省エ

ネルギー化を推進しています。 

・踏切での渋滞解消のための鉄道と道路の

立体交差化 

・幹線道路をはじめとする体系的な道路ネッ

トワークの整備 

・交差点の改良 

警察本部交通管制センターでは、テレビカメ

ラや車両感知器などにより、主要幹線道路の交

通量や交通渋滞などの情報を収集するととも

に、収集した情報をコンピューターで解析して

信号機のコントロールを行うなど、交通状況に

応じた最適な信号制御を行っています。また、

渋滞情報や交通情報を交通情報板、ラジオ放

送、カーナビゲーション、インターネット等を通

じてドライバーに提供することにより、交通渋滞

の軽減に取り組んでいます。 

これらの対策により、 

 交通渋滞による車両の停止回数が少なく

なるため停止中や発進時に排出される排

気ガスや騒音が減少する 

 スムーズな車の流れを作ることにより走行

時間が大幅に短縮する 

など、エネルギーの省力化により、人・地球に優

しい環境づくりを推進しています。 

(4) 公共交通・自転車の利用促進 

【交通政策課】 

バスや鉄道などの公共交通は、輸送量当た

りの二酸化炭素排出量が自家用車よりも少な

く、自転車は、二酸化炭素を排出しないなど、と

もに地球環境に優しい移動手段です。しかし、

モータリゼーションの進展等により自家用車利

用が増え、都市部での交通渋滞や、公共交通

の利用減少によるバスや鉄道の減便などが発

生しています。 

本県では、国、市町村、交通事業者等と連携

し、公共交通網の整備、公共交通利用促進の

啓発活動、自転車の活用推進等に取り組んで

います。 

〔主な取組〕 

 路線バス、コミュニティバス（デマンド交通

を含む）維持・確保のための補助 

 第三セクター鉄道等への安全輸送設備整

備等に対する補助 

 公共交通利用促進キャンペーンの実施 

 県ホームページでの情報提供 

 自転車の活用推進 

(5) 道路・トンネル照明、信号機のＬＥＤ化 

【道路維持課、警察本部】 

道路照明及び信号機のＬＥＤ化は、平成 30

（2018）年度に完了しました。トンネル照明の

LED 化についてもほぼ完了しており、エネル

ギー効率の向上ひいては環境負荷の低減を図

っています。 
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【環境保全課】

(1) 福岡県地球温暖化防止活動推進センター

地球温暖化対策の普及啓発活動の拠点とし

て、令和５年度から５年間、（一財）九州環境管

理協会を「福岡県地球温暖化防止活動推進セ

ンター」（温防センター）に指定しています。温

防センターでは、地球温暖化防止活動推進員

等と連携し、以下の取組を行っています。 

 ホームページや広報誌による情報発信 

 県民等からの照会・相談への対応 

 学習教材や啓発資材の作成・貸出 

 各種講師の派遣 

 地球温暖化防止活動推進員の活動支援 

 うちエコ診断の実施 

 環境家計簿の作成・普及 

 温室効果ガス排出量の調査・算定 

(2) 地球温暖化防止活動推進員

地域に密着した地球温暖化対策を進めるた

め、各市町村長からの推薦に基づき、福岡県地

球温暖化防止活動推進員を委嘱しています。 

家庭や地域における地球温暖化対策の取組

を促進するため、現在、９３名の推進員が県、温

防センター、市町村と連携し、県内各地で以下

の取組を展開しています。 

 環境学習会・研修会等の開催 

 児童・生徒等を対象とした出前講座 

 市町村主催イベント等でのブース出展 

 地域住民等からの相談対応 

(3) エコファミリー応援事業 

家庭における地球温暖化対策を推進するた

め、省エネルギー・省資源に取り組む県民をエ

コファミリーとして募集し、その活動を支援する

「エコファミリー応援事業」を実施しています。

（詳細は第２章に掲載） 

(4) 省エネルギー型ライフスタイルへの転換に

向けた情報発信 

ふくおかエコライフ応援サイトで家庭におけ

る取組の参考となる各種情報、県内の環境関

連イベント情報などを掲載し、情報発信を行っ

ています。 

令和 4（２０２２）年度に地球温暖化について

特に関心を高めていきたい若い世代をメイン

ターゲットとして、脱炭素に向けた行動変容を

促す啓発ＣＭを制作し、街頭ビジョンやＳＮＳ等

で配信を行っています。 

(5）住宅の省エネルギー化 

【環境保全課、住宅計画課】 

本県では、脱炭素社会に資する住まいづくり

の促進のため、新築住宅、既存住宅の省エネ

ルギー性能の向上や県産木材等を活用した木

造住宅の普及に向けて、ＺＥＨなどの省エネ性

能の高い住宅に関する情報発信や既存住宅の

省エネリフォームの促進などの取組を行ってい

ます。

＜福岡未来づくり住宅普及促進事業＞ 

令和５（２０２３）年度は、家庭における脱炭素

化を一層進めるため、モデル団地において、住

地球温暖化防止活動推進員による街頭啓発活動

お祭りなどの地域のイベントで、クイズや実験を交えながら省エネ・節電を呼びかけたり、幼

稚園や小学校へ講師として出向き、環境に関する講座を行ったりしています。 

【推進員の活動紹介】https://www.ecofukuoka.jp/advice/4121.html

宅の断熱性能向上とＰＰＡによる太陽光発電設

備の導入を行うハウスビルダー及び電力販売

契約（ＰＰＡ）事業者を支援し、ＺＥＨ基準を上回

る省エネ住宅（「福岡未来づくり住宅」）の普及

を図ります。

また、ハウスビルダーやＰＰＡ事業者と連携し、

省エネ性能向上や再エネ導入による効果など

のフォローアップ調査や、その結果に基づく効

果的な広報を行い、省エネ住宅の普及促進を

図ります。

＜住宅情報提供推進事業＞ 

県民の住宅における環境負荷低減の必要性

の理解を深めるため、「生涯あんしん住宅」に

おいて省エネ性能や創エネ機器について展示

し、効果的な活用に関する技術や効果に関する

情報提供を進めています。

６ 事業所における取組 

(1) エコ事業所応援事業 

【環境保全課】 

事業所における地球温暖化対策を推進する

ため、省エネルギー・省資源に取り組む事業所

をエコ事業所として募集し、その取組を促進す

る「エコ事業所応援事業」を実施しています。

（詳細は第２章に掲載） 

また、事業所における環境マネジメントシス

テムの取組を支援するため、エコアクション 21

の導入セミナーや認証取得に向けた無料のコ

ンサルティング会を開催しています。 

(2) 中小企業のための脱炭素化促進 

【環境保全課】 

平成22（2010）年度に県内中小企業等によ

る省エネルギーの取組を促進する事業の実施

を通じて、地球温暖化防止及び企業振興に貢

献することを目的として、省エネ技術等保有企

業、事業者団体及び行政機関等で構成する「福

岡県省エネルギー推進会議」を設置しました。 

以下の事業を県と共同で実施し、中小企業

等のエネルギーコストの低減や温室効果ガス

排出量の削減を推進しています。 

ア 省エネルギー相談事業 

省エネルギー型設備・機器の導入又は現有

設備の運用改善を検討している中小企業等の

相談に応じ、運用面・投資面での助言や提案を

行うことにより、中小企業の省エネルギー対策

の促進を図るため、省エネルギーに関する無

料の相談窓口を開設しています。 

必要に応じて専門家を派遣し、現地相談を

行っており、令和４（２０２２）年度は９９件の相

談を実施しました。 

イ 脱炭素化情報発信事業 

ふくおかエコライフ応援サイトで事業所にお

ける取組の参考となる各種情報などを掲載し、

情報発信を行っています。 

また、地域における省エネルギーの取組促進

と環境ビジネスの拡大を図るため、省エネルギ

ー技術等の機器展示を行うエコテクノの中で、

環境保全に資する優良な技術・製品等を紹介

する展示商談会を開催しています。 

令和４(2022)年度に中小企業の脱炭素化

への取組の参考となるよう、事例集を作成し、

ふくおかエコライフ応援サイトや県ホームペー

ジで情報提供しています。 

ウ 脱炭素化人材育成事業 

県内事業者を対象に、企業の経営層・経営ス

タッフを対象に環境経営に取り組むメリットや

先進企業の事例紹介を行う講座、各種機器・設

備の運用改善手法等に関する技術者向け講座、

国が実施する省エネ補助金の紹介や申請に向

けた準備のポイントなどを解説する講座といっ

た脱炭素に関する各種講座等を開催し、脱炭

素に係る人材の育成を支援しています。 

講座の様子 
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５ 家庭における取組 

【環境保全課】

(1) 福岡県地球温暖化防止活動推進センター

地球温暖化対策の普及啓発活動の拠点とし

て、令和５年度から５年間、（一財）九州環境管

理協会を「福岡県地球温暖化防止活動推進セ

ンター」（温防センター）に指定しています。温

防センターでは、地球温暖化防止活動推進員

等と連携し、以下の取組を行っています。 

 ホームページや広報誌による情報発信 

 県民等からの照会・相談への対応 

 学習教材や啓発資材の作成・貸出 

 各種講師の派遣 

 地球温暖化防止活動推進員の活動支援 

 うちエコ診断の実施 

 環境家計簿の作成・普及 

 温室効果ガス排出量の調査・算定 

(2) 地球温暖化防止活動推進員

地域に密着した地球温暖化対策を進めるた

め、各市町村長からの推薦に基づき、福岡県地

球温暖化防止活動推進員を委嘱しています。 

家庭や地域における地球温暖化対策の取組

を促進するため、現在、９３名の推進員が県、温

防センター、市町村と連携し、県内各地で以下

の取組を展開しています。 

 環境学習会・研修会等の開催 

 児童・生徒等を対象とした出前講座 

 市町村主催イベント等でのブース出展 

 地域住民等からの相談対応 

(3) エコファミリー応援事業 

家庭における地球温暖化対策を推進するた

め、省エネルギー・省資源に取り組む県民をエ

コファミリーとして募集し、その活動を支援する

「エコファミリー応援事業」を実施しています。

（詳細は第２章に掲載） 

(4) 省エネルギー型ライフスタイルへの転換に

向けた情報発信 

ふくおかエコライフ応援サイトで家庭におけ

る取組の参考となる各種情報、県内の環境関

連イベント情報などを掲載し、情報発信を行っ

ています。 

令和 4（２０２２）年度に地球温暖化について

特に関心を高めていきたい若い世代をメイン

ターゲットとして、脱炭素に向けた行動変容を

促す啓発ＣＭを制作し、街頭ビジョンやＳＮＳ等

で配信を行っています。 

(5）住宅の省エネルギー化 

【環境保全課、住宅計画課】 

本県では、脱炭素社会に資する住まいづくり

の促進のため、新築住宅、既存住宅の省エネ

ルギー性能の向上や県産木材等を活用した木

造住宅の普及に向けて、ＺＥＨなどの省エネ性

能の高い住宅に関する情報発信や既存住宅の

省エネリフォームの促進などの取組を行ってい

ます。

＜福岡未来づくり住宅普及促進事業＞ 

令和５（２０２３）年度は、家庭における脱炭素

化を一層進めるため、モデル団地において、住

地球温暖化防止活動推進員による街頭啓発活動

お祭りなどの地域のイベントで、クイズや実験を交えながら省エネ・節電を呼びかけたり、幼

稚園や小学校へ講師として出向き、環境に関する講座を行ったりしています。 

【推進員の活動紹介】https://www.ecofukuoka.jp/advice/4121.html

宅の断熱性能向上とＰＰＡによる太陽光発電設

備の導入を行うハウスビルダー及び電力販売

契約（ＰＰＡ）事業者を支援し、ＺＥＨ基準を上回

る省エネ住宅（「福岡未来づくり住宅」）の普及

を図ります。

また、ハウスビルダーやＰＰＡ事業者と連携し、

省エネ性能向上や再エネ導入による効果など

のフォローアップ調査や、その結果に基づく効

果的な広報を行い、省エネ住宅の普及促進を

図ります。

＜住宅情報提供推進事業＞ 

県民の住宅における環境負荷低減の必要性

の理解を深めるため、「生涯あんしん住宅」に

おいて省エネ性能や創エネ機器について展示

し、効果的な活用に関する技術や効果に関する

情報提供を進めています。

６ 事業所における取組 

(1) エコ事業所応援事業 

【環境保全課】 

事業所における地球温暖化対策を推進する

ため、省エネルギー・省資源に取り組む事業所

をエコ事業所として募集し、その取組を促進す

る「エコ事業所応援事業」を実施しています。

（詳細は第２章に掲載） 

また、事業所における環境マネジメントシス

テムの取組を支援するため、エコアクション 21

の導入セミナーや認証取得に向けた無料のコ

ンサルティング会を開催しています。 

(2) 中小企業のための脱炭素化促進 

【環境保全課】 

平成22（2010）年度に県内中小企業等によ

る省エネルギーの取組を促進する事業の実施

を通じて、地球温暖化防止及び企業振興に貢

献することを目的として、省エネ技術等保有企

業、事業者団体及び行政機関等で構成する「福

岡県省エネルギー推進会議」を設置しました。 

以下の事業を県と共同で実施し、中小企業

等のエネルギーコストの低減や温室効果ガス

排出量の削減を推進しています。 

ア 省エネルギー相談事業 

省エネルギー型設備・機器の導入又は現有

設備の運用改善を検討している中小企業等の

相談に応じ、運用面・投資面での助言や提案を

行うことにより、中小企業の省エネルギー対策

の促進を図るため、省エネルギーに関する無

料の相談窓口を開設しています。 

必要に応じて専門家を派遣し、現地相談を

行っており、令和４（２０２２）年度は９９件の相

談を実施しました。 

イ 脱炭素化情報発信事業 

ふくおかエコライフ応援サイトで事業所にお

ける取組の参考となる各種情報などを掲載し、

情報発信を行っています。 

また、地域における省エネルギーの取組促進

と環境ビジネスの拡大を図るため、省エネルギ

ー技術等の機器展示を行うエコテクノの中で、

環境保全に資する優良な技術・製品等を紹介

する展示商談会を開催しています。 

令和４(2022)年度に中小企業の脱炭素化

への取組の参考となるよう、事例集を作成し、

ふくおかエコライフ応援サイトや県ホームペー

ジで情報提供しています。 

ウ 脱炭素化人材育成事業 

県内事業者を対象に、企業の経営層・経営ス

タッフを対象に環境経営に取り組むメリットや

先進企業の事例紹介を行う講座、各種機器・設

備の運用改善手法等に関する技術者向け講座、

国が実施する省エネ補助金の紹介や申請に向

けた準備のポイントなどを解説する講座といっ

た脱炭素に関する各種講座等を開催し、脱炭

素に係る人材の育成を支援しています。 

講座の様子 
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また、令和４（２０２２）年度から、補助金に関

する講座の参加者を対象に、優れた ZEB（ネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビル）の取組を行っている

企業の現地視察等を実施しています。 

エ 中小企業等省エネ支援補助事業 

県内中小企業等の脱炭素化を推進するため、

令和 4（２０２２）年度から省エネ診断を受診し

た中小企業等が、省エネ効果が期待できる既

存設備の更新や機器の導入経費の一部を補助

しています。 

(3) 病院及び診療所の省エネルギー化の促進 

【医療指導課】 

病院及び診療所における地球温暖化対策の

取組を推進し、省エネルギー化を促進するため、

温室効果ガス総排出量の削減が見込まれる設

備整備を実施する病院及び診療所に対し助成

を行っています。 

７ 公共施設における取組 

【環境保全課】 

(1) 福岡県環境保全実行計画の概要 

本県では、県自らが一事業者として環境保

全に配慮した行動を行い、環境負荷の低減に

取り組むため「福岡県庁環境保全行動計画」を

策定し、平成 10（1998）年度から知事部局で

取組を開始しました。その後、対象機関を県の

全機関に拡げた「福岡県環境保全実行計画」を

策定、第２期～第５期に渡って取組を推進しま

した。さらに令和 4（2022）年３月には、引き続

き県自らが、地球温暖化対策等に率先して取り

組んでいくため、第５期計画を改定しました。 

(2) 福岡県環境保全実行計画の実績 

第５期計画については、令和４（202２）年度

の実績を下表にまとめています。 

令和４（202２）年度の実績は、新型コロナウ

イルス感染症の対応業務に伴い庁舎稼働時間

が増加したことや、感染症拡大防止による常時

換気で空調効率が悪化したことなどから、電

気・都市ガスの使用量が基準年度より増加した

ものの、温室効果ガス総排出量は、基準年度

比で7.5％減少となりました。 

(3) 計画推進に向けた取組 

本県では、目標達成に向け、新築及び既存

の県有施設への太陽光発電設備の導入、省エ

ネルギー改修等を重点的に取り組むこととして

います。 

令和５年度は、昨年度実施した県有施設の

再エネ・省エネ導入可能性調査結果をもとに、

太陽光発電設備の設置および省エネ改修を２

３施設（施工・設計）で行うとともに、更新を迎え

る公用車について、電動車 93 台を導入します。 

このような取り組みにより県自ら率先して、

脱炭素化を推進していきます。 

環境保全実行計画 令和 4（2022）年度実績 

重点取組項目 令和４年度実績 
令和４年度増減率 

（平成25年度比） 

令和12年度 

目標増減率 

(平成25年度比) 

温室効果ガス総排出量 (kg-CO2) 110,217,684 -7.5% -32% 

電気使用量 (kWh) 142,343,397 1.2% -32% 

都市ガス使用量 (㎥) 3,007,034 26.4% -32% 

ＬＰＧ・ＬＮＧ使用量 (kg) 194,662 -4.0% -32% 

Ａ重油使用量 (L) 1,151,465 -30.7% -32% 

軽油使用量 (L) 596,979 -42.1% -32% 

灯油使用量 (L) 641,165 -37.7% -32% 

ガソリン使用量 (L) 4,316,691 -30.4% -32% 

※基準年度は原則、平成25年度（指定管理者分の基準年度は平成27年度であり、基準年度比についてはその分反映済み。） 

※温室効果ガス総排出量は、取組の成果を適切に把握するために基準年度（平成25年度）の排出係数を用いて算定。 

８ 農林水産業における取組 

(1) 木質バイオマスのエネルギー利用の促進 

【林業振興課】 

本県では、化石燃料の代替資源として間

伐材等に由来する木質チップを利用するた

め、木材チッパーや木質バイオマスボイラー

の導入を推進しています。 

令和４（2022）年度は、木質ボイラー導入

や木質バイオマス発電を検討する事業者に

対して、燃料調達に関する助言等を行いまし

た。 

(2) 農林水産物の地産地消 

【食の安全・地産地消課】 

地産地消は、輸送にかかるエネルギーの削

減など環境負荷低減にも寄与します。本県で

は、地産地消を推進するため、積極的に県産

農林水産物を利用し、農林水産業を応援す

る「ふくおか農林漁業応援団」づくりを実施し

ています。（詳細は第３章に記載） 

９ 脱炭素型の都市・地域づくりの推進 

(1) 持続可能な都市づくり 

【都市計画課】 

都市づくりにおいては、人口減少・超高齢

社会の到来、地球環境の保全、頻発する自然

災害、財政上の制約など様々な課題に対応し、

将来にわたって持続可能な都市を構築する

ために、環境負荷が少なく、多様な世代が快

適で魅力ある都市生活を身近な街なかで送

ることのできる「持続可能な都市づくり」が求

められています。 

本県では、都市づくりの基本的な方針を示

し、今後の県や市町村が取り組むべき施策の

考え方を示した「福岡県都市計画基本方針」

(平成27（2015）年 10月改定)に基づき、持

続可能な都市づくりを推進しています。 

また、居住機能や都市機能の誘導をより具

体化した立地適正化計画の策定と運用に取

り組む市町村に対し、計画づくりのための情

報提供や技術的助言を行っています。 

(2) 建築物・住宅の省エネルギー化、長寿命

化の促進 

ア 建築物の省エネルギー化の促進 

【建築指導課】 

我が国における全エネルギー消費量のうち、

3 割以上を建築物部門が占めており、産業、

運輸部門が減少する中、建築部門の増加が

著しいため、省エネ対策の強化が求められて

います。 

本県では、建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（以下「建築物省エネ法」

という。）及び都市の低炭素化の促進に関す

る法律（以下「エコまち法」という。）の施行を

通して、建築物における省エネルギー化の促

進を図っています。 

＜規制的措置＞ 

建築物省エネ法により、一定規模以上の非

住宅建築物の新築・増改築等については、省

エネ基準の適合が義務化されています。 

適合義務化の対象規模は、法改正（令和３

（2021）年４月１日施行）により、延べ床面積

300 ㎡以上となっています。 

また、適合義務化の非住宅建築物を除く延

べ床面積 300 ㎡以上の建築物の新築・増改

築等については、省エネ計画の届出書の提

出が義務化されています。提出された省エネ

計画が省エネ基準に満たない場合は、指示・

勧告等により規制しています。これらの規制

的措置を円滑に施行するため、届出者等に

対し、制度や評価方法、適合基準等について

の説明や、省エネ性能を向上させる省エネ計

画の作成方法についての指導・助言を行って

います。 

＜誘導的措置＞ 

建築物省エネ法及びエコまち法に基づき、

建築物の新築計画が省エネ基準をより向上

させた基準に適合しているか、既存建築物が

省エネ基準に適合しているかについて、審

査・認定業務を行っています。また、認定され

〔建築物省エネ法、エコまち法〕 
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また、令和４（２０２２）年度から、補助金に関

する講座の参加者を対象に、優れた ZEB（ネッ

ト・ゼロ・エネルギー・ビル）の取組を行っている

企業の現地視察等を実施しています。 

エ 中小企業等省エネ支援補助事業 

県内中小企業等の脱炭素化を推進するため、

令和 4（２０２２）年度から省エネ診断を受診し

た中小企業等が、省エネ効果が期待できる既

存設備の更新や機器の導入経費の一部を補助

しています。 

(3) 病院及び診療所の省エネルギー化の促進 

【医療指導課】 

病院及び診療所における地球温暖化対策の

取組を推進し、省エネルギー化を促進するため、

温室効果ガス総排出量の削減が見込まれる設

備整備を実施する病院及び診療所に対し助成

を行っています。 

７ 公共施設における取組 

【環境保全課】 

(1) 福岡県環境保全実行計画の概要 

本県では、県自らが一事業者として環境保

全に配慮した行動を行い、環境負荷の低減に

取り組むため「福岡県庁環境保全行動計画」を

策定し、平成 10（1998）年度から知事部局で

取組を開始しました。その後、対象機関を県の

全機関に拡げた「福岡県環境保全実行計画」を

策定、第２期～第５期に渡って取組を推進しま

した。さらに令和 4（2022）年３月には、引き続

き県自らが、地球温暖化対策等に率先して取り

組んでいくため、第５期計画を改定しました。 

(2) 福岡県環境保全実行計画の実績 

第５期計画については、令和４（202２）年度

の実績を下表にまとめています。 

令和４（202２）年度の実績は、新型コロナウ

イルス感染症の対応業務に伴い庁舎稼働時間

が増加したことや、感染症拡大防止による常時

換気で空調効率が悪化したことなどから、電

気・都市ガスの使用量が基準年度より増加した

ものの、温室効果ガス総排出量は、基準年度

比で7.5％減少となりました。 

(3) 計画推進に向けた取組 

本県では、目標達成に向け、新築及び既存

の県有施設への太陽光発電設備の導入、省エ

ネルギー改修等を重点的に取り組むこととして

います。 

令和５年度は、昨年度実施した県有施設の

再エネ・省エネ導入可能性調査結果をもとに、

太陽光発電設備の設置および省エネ改修を２

３施設（施工・設計）で行うとともに、更新を迎え

る公用車について、電動車 93 台を導入します。 

このような取り組みにより県自ら率先して、

脱炭素化を推進していきます。 

環境保全実行計画 令和 4（2022）年度実績 

重点取組項目 令和４年度実績 
令和４年度増減率 

（平成25年度比） 

令和12年度 

目標増減率 

(平成25年度比) 

温室効果ガス総排出量 (kg-CO2) 110,217,684 -7.5% -32% 

電気使用量 (kWh) 142,343,397 1.2% -32% 

都市ガス使用量 (㎥) 3,007,034 26.4% -32% 

ＬＰＧ・ＬＮＧ使用量 (kg) 194,662 -4.0% -32% 

Ａ重油使用量 (L) 1,151,465 -30.7% -32% 

軽油使用量 (L) 596,979 -42.1% -32% 

灯油使用量 (L) 641,165 -37.7% -32% 

ガソリン使用量 (L) 4,316,691 -30.4% -32% 

※基準年度は原則、平成25年度（指定管理者分の基準年度は平成27年度であり、基準年度比についてはその分反映済み。） 

※温室効果ガス総排出量は、取組の成果を適切に把握するために基準年度（平成25年度）の排出係数を用いて算定。 

８ 農林水産業における取組 

(1) 木質バイオマスのエネルギー利用の促進 

【林業振興課】 

本県では、化石燃料の代替資源として間

伐材等に由来する木質チップを利用するた

め、木材チッパーや木質バイオマスボイラー

の導入を推進しています。 

令和４（2022）年度は、木質ボイラー導入

や木質バイオマス発電を検討する事業者に

対して、燃料調達に関する助言等を行いまし

た。 

(2) 農林水産物の地産地消 

【食の安全・地産地消課】 

地産地消は、輸送にかかるエネルギーの削

減など環境負荷低減にも寄与します。本県で

は、地産地消を推進するため、積極的に県産

農林水産物を利用し、農林水産業を応援す

る「ふくおか農林漁業応援団」づくりを実施し

ています。（詳細は第３章に記載） 

９ 脱炭素型の都市・地域づくりの推進 

(1) 持続可能な都市づくり 

【都市計画課】 

都市づくりにおいては、人口減少・超高齢

社会の到来、地球環境の保全、頻発する自然

災害、財政上の制約など様々な課題に対応し、

将来にわたって持続可能な都市を構築する

ために、環境負荷が少なく、多様な世代が快

適で魅力ある都市生活を身近な街なかで送

ることのできる「持続可能な都市づくり」が求

められています。 

本県では、都市づくりの基本的な方針を示

し、今後の県や市町村が取り組むべき施策の

考え方を示した「福岡県都市計画基本方針」

(平成27（2015）年 10月改定)に基づき、持

続可能な都市づくりを推進しています。 

また、居住機能や都市機能の誘導をより具

体化した立地適正化計画の策定と運用に取

り組む市町村に対し、計画づくりのための情

報提供や技術的助言を行っています。 

(2) 建築物・住宅の省エネルギー化、長寿命

化の促進 

ア 建築物の省エネルギー化の促進 

【建築指導課】 

我が国における全エネルギー消費量のうち、

3 割以上を建築物部門が占めており、産業、

運輸部門が減少する中、建築部門の増加が

著しいため、省エネ対策の強化が求められて

います。 

本県では、建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律（以下「建築物省エネ法」

という。）及び都市の低炭素化の促進に関す

る法律（以下「エコまち法」という。）の施行を

通して、建築物における省エネルギー化の促

進を図っています。 

＜規制的措置＞ 

建築物省エネ法により、一定規模以上の非

住宅建築物の新築・増改築等については、省

エネ基準の適合が義務化されています。 

適合義務化の対象規模は、法改正（令和３

（2021）年４月１日施行）により、延べ床面積

300 ㎡以上となっています。 

また、適合義務化の非住宅建築物を除く延

べ床面積 300 ㎡以上の建築物の新築・増改

築等については、省エネ計画の届出書の提

出が義務化されています。提出された省エネ

計画が省エネ基準に満たない場合は、指示・

勧告等により規制しています。これらの規制

的措置を円滑に施行するため、届出者等に

対し、制度や評価方法、適合基準等について

の説明や、省エネ性能を向上させる省エネ計

画の作成方法についての指導・助言を行って

います。 

＜誘導的措置＞ 

建築物省エネ法及びエコまち法に基づき、

建築物の新築計画が省エネ基準をより向上

させた基準に適合しているか、既存建築物が

省エネ基準に適合しているかについて、審

査・認定業務を行っています。また、認定され

〔建築物省エネ法、エコまち法〕 
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１１ 二酸化炭素以外の温室効果ガス排

出削減の推進 

第４節 温室効果ガスの吸収源に関する対策（緩和策） 

１ 森林の保全 

【林業振興課】

森林は木材の供給や水源のかん養、土砂

災害の防止といった機能を有しています。

本県では、こうした森林の持つ多面的機能

の持続的発揮を図るため、間伐などの森林整

備を推進しています。

令和４（2022）年度は、福岡県森林環境税

を活用した強度間伐※等の取組により、

1,462ｈａの森林整備が実施されました。 

強度間伐※直後の林内 

また、森林を県民共有の財産として守り育

てていくため、福岡県森林環境税を活用し、

県民自らが企画立案し、実行する森林
も り

づくり

活動への支援を実施しています。 
ボランティアによる植樹活動 

２ 都市の緑化 

【林業振興課】 

県有施設における緑化や、都市公園の整

備において、緑地の適切な保全及び緑地空

間の創出を行うなど、地域緑化を推進します。 

令和４（２０２２）年度は、水産海洋技術セン

ターや四王寺県民の森において、植栽により

緑地空間の創出等を行いました。 

３ 二酸化炭素固定化のための県産木材

の長期的利用 

(1) 建築物等における木材利用 

【林業振興課】 

本県では、「福岡県内の建築物等における

木材の利用の促進に関する方針」に基づき、

公共及び民間建築物の木造・木質化を促進

することとしています。 

令和４（2022）年度は、八女警察署北山駐

在所の木造化に加え、筑紫中央高校体育館

の木質化などを行いました。これにより、公共

建築物等における木材利用量は、前年度に

比べ 12％増加の 11,179ｍ3となりました。 

公共建築物等における木材利用量 

本県では、大気中の温室効果ガスを吸収・固定するため、森林の保全、都市の緑化、二酸化

炭素固定化のための県産木材の長期的利用、農地土壌炭素吸収源対策に取り組んでいます。 

※強度間伐：間伐率をより高く設定した間伐。
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た計画については、建築行為が正しく行われ

たか報告を求めるなど、確実な履行に取り組

んでいます。 

イ 住宅の省エネルギー化、長寿命化の促

進 

【住宅計画課】 

地球環境保護と持続可能な社会の実現の

ため、限りある資源を有効活用する循環型社

会の形成に寄与し、環境に配慮した住宅の供

給促進が求められています。 

本県では、長期優良住宅などの良質な住

宅の供給促進、省エネルギー性など環境に配

慮した住宅の普及促進や県産木材等を活用

した木造住宅の普及などにより「良質な住宅

ストックを将来世代に継承できる環境づくり」

を目指しています。 

＜長期優良住宅普及促進事業＞ 

長期優良住宅等の良質な住宅の供給促進

のため、県内金融機関と提携し、一定の基準

を満たした住宅を取得する方に向け、ローン

の優遇制度「ふくおか型長期優良住宅ローン

制度」を実施しています。 

＜省エネルギー住宅普及促進事業＞ 

脱炭素社会実現のため、県内中小企業等

の技術力向上を行うとともに、耐震改修と併

せた省エネ改修や耐震性のある住宅への省

エネ改修を支援することで住宅の省エネ化を

促進していきます。 

１０ 温暖化対策に資する取組の促進 

環境に係る各分野において、温暖化対策

にも有効な次のような取組を行っています。

（詳細は各分野の章にそれぞれ記載） 

温暖化対策にも有効な各分野の取組 

分野 内容 詳細 

環境 

教育 

環境教育副読本 

こどもエコクラブ 
第３章 

３R 
福岡県食品ロス削減県民運動 

ふくおかプラごみ削減キャンペーン 
第５章 

国際 

協力 
アジア自治体間環境協力推進事業 第８章 

【環境保全課、循環型社会推進課、 

廃棄物対策課】 

オゾン層は破壊しないものの強力な温室

効果ガスである代替フロンについては、冷凍

空調機器の冷媒用途を中心に排出量が増加

傾向にあり、冷凍空調機器の廃棄時のみで

はなく、使用中においても経年劣化等により

冷媒フロン類が機器から漏えいするため、排

出量が急増すると見込まれています。

このため、フロン排出抑制法に基づき業務

用冷凍空調機器の冷媒フロンの排出抑制が

図られてきましたが、機器廃棄時の冷媒回収

率は４割程度に低迷しています。こうした状

況を踏まえ、令和元(2019)年６月に同法が

改正され、2(2020)年から廃棄物・リサイク

ル業者に対する機器の引取制限が新たに規

定されるなど、機器廃棄時の取組が大幅に強

化されました。 

県では、関係者に対し、法改正の周知を図

るとともに、立入検査等によりフロン類の排

出抑制に取り組んでいます。 

また、ノンフロン製品本体の購入や買替え

を支援する融資を行っています。 

メタン、一酸化二窒素の排出抑制について

は、住民・事業者によるごみの分別の徹底を

促進します。 
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１１ 二酸化炭素以外の温室効果ガス排

出削減の推進 

第４節 温室効果ガスの吸収源に関する対策（緩和策） 

１ 森林の保全 
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エネ改修を支援することで住宅の省エネ化を

促進していきます。 

１０ 温暖化対策に資する取組の促進 

環境に係る各分野において、温暖化対策

にも有効な次のような取組を行っています。

（詳細は各分野の章にそれぞれ記載） 
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ふくおかプラごみ削減キャンペーン 
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国際 

協力 
アジア自治体間環境協力推進事業 第８章 
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効果ガスである代替フロンについては、冷凍
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傾向にあり、冷凍空調機器の廃棄時のみで

はなく、使用中においても経年劣化等により

冷媒フロン類が機器から漏えいするため、排

出量が急増すると見込まれています。

このため、フロン排出抑制法に基づき業務

用冷凍空調機器の冷媒フロンの排出抑制が

図られてきましたが、機器廃棄時の冷媒回収

率は４割程度に低迷しています。こうした状

況を踏まえ、令和元(2019)年６月に同法が

改正され、2(2020)年から廃棄物・リサイク

ル業者に対する機器の引取制限が新たに規

定されるなど、機器廃棄時の取組が大幅に強

化されました。 

県では、関係者に対し、法改正の周知を図

るとともに、立入検査等によりフロン類の排

出抑制に取り組んでいます。 

また、ノンフロン製品本体の購入や買替え

を支援する融資を行っています。 

メタン、一酸化二窒素の排出抑制について

は、住民・事業者によるごみの分別の徹底を

促進します。 
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(2) 県産木材等を活用した木造住宅の普及 

【住宅計画課】 

地球環境保護と持続可能な社会の実現の

ため、限りある資源を有効活用する循環型社

会の形成に寄与し、環境に配慮した住宅の供

給促進が求められています。 

本県では、県産木材等を活用した木造住

宅の普及などにより「低炭素社会・循環型社

会に寄与し将来世代に継承できる良質な住

宅ストック形成」を目指しています。

＜ふくおか県産材家づくり推進助成事業＞ 

再生可能な資源である木材を活用し、省エ

ネルギー性や耐久性など一定の基準を満た

した長期優良住宅を支援することで木造住

宅の供給を推進しています。

４ 農地土壌炭素吸収源対策 

【食の安全・地産地消課】 

堆肥等の有機物を土壌中に投入すると、そ

れに含まれる炭素は微生物により分解され、

一部は大気中に放出されますが、一部は土

壌中に貯留され、二酸化炭素の排出抑制に

寄与します。 

本県では、化学肥料・化学合成農薬を原則

5 割以上低減する取組と合わせて行う地球

温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い

営農活動を支援する「環境保全型農業直接

支払交付金」を活用するなど、その取組を支

援しています。 

農地・草地土壌の炭素収支モデル 

【資料：農林水産省「農業分野における気候変動・地球温暖化

対策について」（平成 30 年 3 月作成版）】 

第５節 気候変動の影響への対応（適応策） 

１ 農林水産業に関する対策 

(1) 温暖化に対応した品種の開発 

【農林水産政策課、水田農業振興課】 

県農林業総合試験場では、競争力が高く、か

つ気候変動に対応した新品種の育成に取り組

んでいます。これまでに、高温に強い米の品種

として、「元気つくし」、「実りつくし」を育成しま

した。導入実績（令和４（202２）年産）は、それ

ぞれ、6,１７０ha（1８％※）、３９0ha（1％※）とな

っています。今後も、米をはじめ果樹等の品目

でも高品質で高温に強い特性を持つ品種の開

発に取り組みます。 
※ ( )内の割合は、令和４年産県内水稲作付面積3３,４00haに

対する割合 

(2) 気象情報に基づく技術対策情報の提供 

【経営技術支援課】 

農業は、大雨や少雨、台風等の気象の影響

を受けやすく、被害の発生が農家所得の減少

に直結します。そこで、本県では、気象情報を

基に、必要に応じて技術対策情報を発出してい

ます。
令和４年度に県内に発表した情報等の状況

伝達先：普及指導センター、JA全農ふくれん など 

※農業者には、普及指導センターを通じて情報提供 

令和４（２０２２）年度は、「大雨に対する農作

物等への技術対策」や「農作物等の寒害及び雪

害の被害防止に向けた技術対策」など延べ８回

の情報提供を行いました。 

２ 水環境・水資源に関する対策 

【水資源対策課】 

水の貴重さや水資源開発の重要性への理解、

節水への意識を高めるための普及啓発として、

国が定める「水の日」、「水の週間」に本県にお

いても、啓発物品の配布や中学生を対象にし

た水の作文コンクール等を実施しています。 

また、雨水の利用について普及・啓発を行っ

ており、これまで情報発信力のある拠点に雨水

タンクや集水ネットを設置してきました。花壇や

農作業に雨水を利用してもらうことにより、水

資源の有効活用に対する県民の意識向上を図

っています。 

３ 自然生態系に関する対策 

(1) 生物多様性の現状の把握 

【自然環境課】 

生物多様性の現状や変化の状況を把握する

ことは、生物多様性の保全の基盤となります。

このため、本県では希少種や外来種を含め

た多様な生物の分布情報の調査・収集を行っ

ています。福岡県侵略的外来種リストでは、注

目すべき外来種の生息・生育分布図を公表し

ています。

発表月日 情報の名称 

４月２５日 大雨に対する農作物等への技術対策 

６月２９日 高温・少雨に伴う農作物等の技術対策 

７月１日 台風４号接近に伴う農作物等の技術対策 

７月１９日 
７月１８～１９日の大雨後における農作物等に

対する技術対策 

９月１日 台風１１号接近に伴う農作物等の技術対策 

９月１５日 台風１４号接近に伴う農作物等の技術対策 

１２月２２日 
農作物等の寒害及び雪害の被害防止に向け

た技術対策 

１月２０日 
農作物等の寒害及び雪害の被害防止に向け

た技術対策 

本県では、気候変動の影響による被害を防止・軽減するため、高温に耐性のある農作物の

品種開発や普及、治水・治山・砂防・道路防災などの自然災害対策等に取り組んでいます。 
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(2) 県産木材等を活用した木造住宅の普及 

【住宅計画課】 

地球環境保護と持続可能な社会の実現の

ため、限りある資源を有効活用する循環型社

会の形成に寄与し、環境に配慮した住宅の供

給促進が求められています。 

本県では、県産木材等を活用した木造住

宅の普及などにより「低炭素社会・循環型社

会に寄与し将来世代に継承できる良質な住

宅ストック形成」を目指しています。

＜ふくおか県産材家づくり推進助成事業＞ 

再生可能な資源である木材を活用し、省エ

ネルギー性や耐久性など一定の基準を満た

した長期優良住宅を支援することで木造住

宅の供給を推進しています。

４ 農地土壌炭素吸収源対策 

【食の安全・地産地消課】 

堆肥等の有機物を土壌中に投入すると、そ

れに含まれる炭素は微生物により分解され、

一部は大気中に放出されますが、一部は土

壌中に貯留され、二酸化炭素の排出抑制に

寄与します。 

本県では、化学肥料・化学合成農薬を原則

5 割以上低減する取組と合わせて行う地球

温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い

営農活動を支援する「環境保全型農業直接

支払交付金」を活用するなど、その取組を支

援しています。 

農地・草地土壌の炭素収支モデル 

【資料：農林水産省「農業分野における気候変動・地球温暖化

対策について」（平成 30 年 3 月作成版）】 

第５節 気候変動の影響への対応（適応策） 

１ 農林水産業に関する対策 

(1) 温暖化に対応した品種の開発 

【農林水産政策課、水田農業振興課】 

県農林業総合試験場では、競争力が高く、か

つ気候変動に対応した新品種の育成に取り組

んでいます。これまでに、高温に強い米の品種

として、「元気つくし」、「実りつくし」を育成しま

した。導入実績（令和４（202２）年産）は、それ

ぞれ、6,１７０ha（1８％※）、３９0ha（1％※）とな

っています。今後も、米をはじめ果樹等の品目

でも高品質で高温に強い特性を持つ品種の開

発に取り組みます。 
※ ( )内の割合は、令和４年産県内水稲作付面積3３,４00haに

対する割合 

(2) 気象情報に基づく技術対策情報の提供 

【経営技術支援課】 

農業は、大雨や少雨、台風等の気象の影響

を受けやすく、被害の発生が農家所得の減少

に直結します。そこで、本県では、気象情報を

基に、必要に応じて技術対策情報を発出してい

ます。
令和４年度に県内に発表した情報等の状況

伝達先：普及指導センター、JA全農ふくれん など 

※農業者には、普及指導センターを通じて情報提供 

令和４（２０２２）年度は、「大雨に対する農作

物等への技術対策」や「農作物等の寒害及び雪

害の被害防止に向けた技術対策」など延べ８回

の情報提供を行いました。 

２ 水環境・水資源に関する対策 

【水資源対策課】 

水の貴重さや水資源開発の重要性への理解、

節水への意識を高めるための普及啓発として、

国が定める「水の日」、「水の週間」に本県にお

いても、啓発物品の配布や中学生を対象にし

た水の作文コンクール等を実施しています。 

また、雨水の利用について普及・啓発を行っ

ており、これまで情報発信力のある拠点に雨水

タンクや集水ネットを設置してきました。花壇や

農作業に雨水を利用してもらうことにより、水

資源の有効活用に対する県民の意識向上を図

っています。 

３ 自然生態系に関する対策 

(1) 生物多様性の現状の把握 

【自然環境課】 

生物多様性の現状や変化の状況を把握する

ことは、生物多様性の保全の基盤となります。

このため、本県では希少種や外来種を含め

た多様な生物の分布情報の調査・収集を行っ

ています。福岡県侵略的外来種リストでは、注

目すべき外来種の生息・生育分布図を公表し

ています。

発表月日 情報の名称 

４月２５日 大雨に対する農作物等への技術対策 

６月２９日 高温・少雨に伴う農作物等の技術対策 

７月１日 台風４号接近に伴う農作物等の技術対策 

７月１９日 
７月１８～１９日の大雨後における農作物等に

対する技術対策 

９月１日 台風１１号接近に伴う農作物等の技術対策 

９月１５日 台風１４号接近に伴う農作物等の技術対策 

１２月２２日 
農作物等の寒害及び雪害の被害防止に向け

た技術対策 

１月２０日 
農作物等の寒害及び雪害の被害防止に向け

た技術対策 

本県では、気候変動の影響による被害を防止・軽減するため、高温に耐性のある農作物の

品種開発や普及、治水・治山・砂防・道路防災などの自然災害対策等に取り組んでいます。 
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います。 

また、県ホームページやチラシ等を活用し、

デング熱等蚊媒介感染症の予防やまん延防止

の啓発を行っています。 

(3) 光化学オキシダント等の注意喚起 

【環境保全課】 

地球温暖化との関係性が指摘されている光

化学オキシダント等の濃度上昇時においては、

基準に応じて注意報等を発令し、報道機関や

県ホームページ、市町村等を通じて速やかに

県民へ注意を呼びかけています。 

６ 産業・経済活動に関する対策 

【中小企業振興課】 

本県では、商工会議所、商工会が市町村と共

同で作成する事業継続力強化支援計画の策定

を促進しており、令和４年度末時点で、５６計画

（６７団体）を認定しています。 

また、策定された計画に基づき、商工会等が

実施する事業継続計画（BCP）作成支援のた

めのワークショップの開催に対し、補助金を交

付することで、商工会等を通じて事業者の防災、

減災意識の向上や事前対策の取組みを支援し

ているところです。 

７ 県民生活・都市生活に関する対策 

【水資源対策課水道整備室】 

災害に強い水道施設を構築するため、県内

の水道事業者及び水道用水供給事業者に対し、

耐震性能を有する水道施設の整備を図るよう、

アセットマネジメントの実施や水道施設耐震化

計画の策定を要請するとともに、国庫補助を活

用した施設整備について助言等を行っていま

す。 

８ 分野を横断した施策 

【環境保全課】 

令和元（2019）年度に、気候変動影響や適

応策に関する情報収集・発信拠点として、県保

健環境研究所に「福岡県気候変動適応センタ

ー」を設置しました。 

県適応センターでは、本県の地域特性に応

じた気候変動の予測やその影響、適応に関す

る情報を収集・整理・分析し、ホームページ

（ https://www.lccac.pref.fukuoka.lg.j

p/）で市町村、事業者、県民に分かりやすく提

供するとともに、気候変動の影響や適応策につ

いて関係者と情報共有し、専門家等の助言・提

言により福岡県における効果的な適応策の推

進を図るため、「気候変動適応推進協議会」を

開催しています。 

令和 2（2020)年度には、県適応センターで

収集・整理・分析した県内の気候変動やその影

響、適応策の事例に関する情報について、目的

に応じて、分野別・地域別・主体別に検索でき

る機能や、地域や場所を示すことが可能な情報

をホームページの地図上に表示できる機能

（GIS を活用した情報発信）を持つ「情報検索

システム」を整備しました。

「福岡県侵略的外来種リスト 2018」における 
アライグマの生息分布図 

４ 自然災害・沿岸域に関する対策 

(1) 情報伝達手段の多重化の促進 

【防災企画課、消防防災指導課】 

災害時に、市町村が住民に必要な避難情報

等を伝達するための情報基盤を整備するとと

もに、市町村が実施する伝達手段の多重化に

ついて助言等の支援を行っています。 

(2) 自然災害対策 

【農村森林整備課、道路維持課、河川管理課、

河川整備課、港湾課、砂防課】

県民の生命と財産を守るため、治水、治山、

砂防、道路防災などの自然災害対策を推進し、

災害に強い県土づくりを進めます。 

 保安林及び治山施設（治山ダム等）の整備 

 公共インフラの防災対策 

 河道や堤防等の整備 

 洪水・高潮・土砂災害ハザードマップ等の

作成支援 

 砂防関係施設の整備 

(3) グリーンインフラ・Eco-DRR 

【自然環境課、企画課】 

グリーンインフラとは、社会資本整備や土地

利用等のハード・ソフト両面において、自然環

境が有する多様な機能を活用し、持続可能で

魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組

です。本県における社会資本整備や土地利用

等についても、生態系ネットワークの保全・再

生・活用、健全な水資源の循環など、グリーンイ

ンフラを活用した自然共生社会づくりの普及と

導入の働きかけを進めます。 

グリーンインフラの概念の中でも特に防災・

減災に注目し、生態系が有する多様な機能を

活かして災害に強い地域を作る考え方が「生態

系を活用した防災・減災（Eco-DRR）」 であり、

その普及と導入の働きかけを進め、広く啓発を

行います。 

５ 健康に関する対策 

(1) 熱中症予防の普及啓発・注意喚起 

【健康増進課、私学振興課、 

体育スポーツ健康課】

「熱中症」は、高温多湿な環境に長くいること

で、徐々に体内の水分や塩分のバランスが崩

れ、体温調節機能がうまく働かなくなり、体内に

熱がこもった状態を指します。屋外だけでなく

室内で何もしていないときでも発症し、救急搬

送されたり、場合によっては死亡することもあ

ります。 

本県では、熱中症予防に関する留意点につ

いて、県ホームページや県広報紙への掲載、

SNSによる発信等により、啓発を行っています。

令和3（2021）年度からは、熱中症の危険性が

極めて高いと予想される場合に発表される「熱

中症警戒アラート」の運用が始まり、同アラート

の周知を行っています。 

また、県内学校の体育･スポーツ活動等にお

ける熱中症による事故を防止するための熱中

症予防の普及啓発を継続して行っています。 

(2) 蚊媒介感染症対策 

【がん感染症疾病対策課】 

デング熱等蚊媒介感染症は、主に、感染した

人の血を吸った蚊に刺されることによって感染

します。 

本県では、デング熱等蚊媒介感染症の発生

リスクを評価するために、訪問者が多く蚊の生

息に適した場所で、媒介蚊の発生状況を継続

的に観測する蚊のモニタリング調査を実施して
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います。 

また、県ホームページやチラシ等を活用し、

デング熱等蚊媒介感染症の予防やまん延防止

の啓発を行っています。 

(3) 光化学オキシダント等の注意喚起 

【環境保全課】 

地球温暖化との関係性が指摘されている光

化学オキシダント等の濃度上昇時においては、

基準に応じて注意報等を発令し、報道機関や

県ホームページ、市町村等を通じて速やかに

県民へ注意を呼びかけています。 

６ 産業・経済活動に関する対策 

【中小企業振興課】 

本県では、商工会議所、商工会が市町村と共

同で作成する事業継続力強化支援計画の策定

を促進しており、令和４年度末時点で、５６計画

（６７団体）を認定しています。 

また、策定された計画に基づき、商工会等が

実施する事業継続計画（BCP）作成支援のた

めのワークショップの開催に対し、補助金を交

付することで、商工会等を通じて事業者の防災、

減災意識の向上や事前対策の取組みを支援し

ているところです。 

７ 県民生活・都市生活に関する対策 

【水資源対策課水道整備室】 

災害に強い水道施設を構築するため、県内

の水道事業者及び水道用水供給事業者に対し、

耐震性能を有する水道施設の整備を図るよう、

アセットマネジメントの実施や水道施設耐震化

計画の策定を要請するとともに、国庫補助を活

用した施設整備について助言等を行っていま

す。 

８ 分野を横断した施策 

【環境保全課】 

令和元（2019）年度に、気候変動影響や適

応策に関する情報収集・発信拠点として、県保

健環境研究所に「福岡県気候変動適応センタ

ー」を設置しました。 

県適応センターでは、本県の地域特性に応

じた気候変動の予測やその影響、適応に関す

る情報を収集・整理・分析し、ホームページ

（ https://www.lccac.pref.fukuoka.lg.j

p/）で市町村、事業者、県民に分かりやすく提

供するとともに、気候変動の影響や適応策につ

いて関係者と情報共有し、専門家等の助言・提

言により福岡県における効果的な適応策の推

進を図るため、「気候変動適応推進協議会」を

開催しています。 

令和 2（2020)年度には、県適応センターで

収集・整理・分析した県内の気候変動やその影

響、適応策の事例に関する情報について、目的

に応じて、分野別・地域別・主体別に検索でき

る機能や、地域や場所を示すことが可能な情報

をホームページの地図上に表示できる機能

（GIS を活用した情報発信）を持つ「情報検索

システム」を整備しました。

「福岡県侵略的外来種リスト 2018」における 
アライグマの生息分布図 

４ 自然災害・沿岸域に関する対策 

(1) 情報伝達手段の多重化の促進 

【防災企画課、消防防災指導課】 

災害時に、市町村が住民に必要な避難情報

等を伝達するための情報基盤を整備するとと

もに、市町村が実施する伝達手段の多重化に

ついて助言等の支援を行っています。 

(2) 自然災害対策 

【農村森林整備課、道路維持課、河川管理課、

河川整備課、港湾課、砂防課】

県民の生命と財産を守るため、治水、治山、

砂防、道路防災などの自然災害対策を推進し、

災害に強い県土づくりを進めます。 

 保安林及び治山施設（治山ダム等）の整備 

 公共インフラの防災対策 

 河道や堤防等の整備 

 洪水・高潮・土砂災害ハザードマップ等の

作成支援 

 砂防関係施設の整備 

(3) グリーンインフラ・Eco-DRR 

【自然環境課、企画課】 

グリーンインフラとは、社会資本整備や土地

利用等のハード・ソフト両面において、自然環

境が有する多様な機能を活用し、持続可能で

魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組

です。本県における社会資本整備や土地利用

等についても、生態系ネットワークの保全・再

生・活用、健全な水資源の循環など、グリーンイ

ンフラを活用した自然共生社会づくりの普及と

導入の働きかけを進めます。 

グリーンインフラの概念の中でも特に防災・

減災に注目し、生態系が有する多様な機能を

活かして災害に強い地域を作る考え方が「生態

系を活用した防災・減災（Eco-DRR）」 であり、

その普及と導入の働きかけを進め、広く啓発を

行います。 

５ 健康に関する対策 

(1) 熱中症予防の普及啓発・注意喚起 

【健康増進課、私学振興課、 

体育スポーツ健康課】

「熱中症」は、高温多湿な環境に長くいること

で、徐々に体内の水分や塩分のバランスが崩

れ、体温調節機能がうまく働かなくなり、体内に

熱がこもった状態を指します。屋外だけでなく

室内で何もしていないときでも発症し、救急搬

送されたり、場合によっては死亡することもあ

ります。 

本県では、熱中症予防に関する留意点につ

いて、県ホームページや県広報紙への掲載、

SNSによる発信等により、啓発を行っています。

令和3（2021）年度からは、熱中症の危険性が

極めて高いと予想される場合に発表される「熱

中症警戒アラート」の運用が始まり、同アラート

の周知を行っています。 

また、県内学校の体育･スポーツ活動等にお

ける熱中症による事故を防止するための熱中

症予防の普及啓発を継続して行っています。 

(2) 蚊媒介感染症対策 

【がん感染症疾病対策課】 

デング熱等蚊媒介感染症は、主に、感染した

人の血を吸った蚊に刺されることによって感染

します。 

本県では、デング熱等蚊媒介感染症の発生

リスクを評価するために、訪問者が多く蚊の生

息に適した場所で、媒介蚊の発生状況を継続

的に観測する蚊のモニタリング調査を実施して
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第１節 資源の利用の状況 

〔循環型社会形成推進基本法、廃棄物処理法〕 

１ 資源の利用の状況 

【廃棄物対策課、循環型社会推進課】 

環境省が作成する環境・循環型社会・生物多

様性白書において、国内における物質フローが

示されています。 

下図は、平成１２ (2000)年度と令和２

（2020）年度の国内における物質フロー（もの

の出入り）を表したもので、図の左側は資源の

投入、図の右側は利用・消費を示しています。

また、図下部の帯は、利用・消費に伴い発生し

た廃棄物の一部が再生されて資源の投入側に

戻る循環利用を示しています。 

天然資源等投入量は、平成 12（2000）年度

の 19 億 2,100 万トンから、令和２（2020）年

度には 11 億４,６00 万トンに削減されており、

資源生産性（ＧＤＰ/天然資源等投入量）は、平

成12（2000）年度の約25.3万円/トンから令

和 2（2020）年度には約 46.0 万円/トンと向

上しています。 

また、循環利用量は、平成１２(2000)年度の

2億1,300万トンから、令和2(2020)年度に

は2億1,600万トンに増加しており、投入側の 

循環利用率（循環利用量/（循環利用量＋天然

資源等投入量））は、平成１２(2000)年度の約

10％から令和2（2020）年度には約15.9％に

向上しています。 

このことから、平成１２（2000）年度に比べ、

より効率的に資源が利用されていると言えます。 

私たちの社会は、地球上の限りある資源の恩恵を受け成り立っています。この限りある資源を

将来にわたって持続的に利用していくためには、不用物をできるだけ発生させない（Reduce：リ

デュース）、使えるものは繰り返し使う（Reuse：リユース）、再び資源として利用する（Recycle：

リサイクル）の順番で取り組む、いわゆる「３Ｒ」を推進し、資源の消費を抑制することが重要で

す。 

国内における物質フロー（資源採取・消費・廃棄等によるものの流れ） 

【出典：令和5年版環境・循環型社会・生物多様性白書】 

◆目指す姿

県民や事業者等の活動により、製品のライフサイクル全体での効果的・効率的な資源循環が進

み、限られた資源が有効に利用される社会。 

環境に負荷をかけず、かつ有用性の高い先進的なリサイクルが行われている社会。 

バイオマス等の再生可能な資源が活用され、二酸化炭素の排出量が減少するとともに、天然

資源の消費量が減少している社会。 

技術開発の進展等により、県内の資源循環関連産業が活性化している社会。 

廃棄物の不法投棄がなく、適正に処理され、県民が快適に暮らせる社会。 

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

一般廃棄物最終処分量 
176 千トン 

令和2（２０２０）年度 

171 千トン以下 

令和７（２０２５）年度 

160 千トン 

令和4（２０２2）年度 

産業廃棄物最終処分量 
510 千トン 

令和元（2019）年度 

526 千トン以下 

令和７（２０２５）年度 

553 千トン 

令和3（２０２1）年度 

食品ロス削減県民運動
協力店・事業所（食べも
の余らせん隊）登録数 

1,192 店舗 

令和2（2020）年度 

1,500 店舗 

令和８（２０２６）年度 

1,３９１ 店舗 

令和４（２０２２）年度 

第５章では、循環型社会の推進の取組について掲載しています。 
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第１節 資源の利用の状況 

〔循環型社会形成推進基本法、廃棄物処理法〕 

１ 資源の利用の状況 

【廃棄物対策課、循環型社会推進課】 

環境省が作成する環境・循環型社会・生物多

様性白書において、国内における物質フローが
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下図は、平成１２ (2000)年度と令和２

（2020）年度の国内における物質フロー（もの
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また、図下部の帯は、利用・消費に伴い発生し
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【出典：令和5年版環境・循環型社会・生物多様性白書】 
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1,３９１ 店舗 

令和４（２０２２）年度 
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【出典：令和５年版環境・循環型社会・生物多様性白書】 

廃棄物の分類 

注1） 「生活系ごみ」、「事業系ごみ」は排出元による分類で、一般家庭から排出されるごみを生活系ごみ、事業場から排出されるごみを事業系ご

みと言います。 

注2） 「特別管理一般廃棄物」、「特別管理産業廃棄物」とは、一般廃棄物又は産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は

生活環境に係る被害を生じるおそれがある性状を有するものです。 

注3） 表中の「法令で定められた20種類」とは、具体的には燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず（★）、木くず

（★）、繊維くず（★）、動植物性残さ（★）、動物系固形不要物（★）、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず・陶磁器くず、鉱さい、

がれき類、動物のふん尿（★）、動物の死体（★）、ばいじん、産業廃棄物処理物です。 

（★）印は、対象となる業種が指定されているものです。 

２ 福岡県廃棄物処理計画の推進 

【廃棄物対策課】 

循環型社会を形成していくためには、まず、

できる限り廃棄物の発生を抑制し、次に、廃棄

物となったものについては、不適正処理の防止

その他の環境への負荷の低減に配慮しつつ、

再使用、再生利用、熱回収の順にできる限り循

環的な利用を行う必要があります。 

このような発生抑制及び循環的な利用を徹

底した上で、なお利用できないものについては、

適正に処理する必要があります。

このため、本県では、令和 3（2021）年 3 月

に策定した「福岡県廃棄物処理計画」に基づい

て、7（2025）年度を目標年度として、廃棄物

の発生抑制〔Reduce（ﾘﾃﾞｭｰｽ）〕、再使用

〔Reuse（ﾘﾕｰｽ）〕、再生利用〔Recycle（ﾘｻｲｸ

ﾙ）〕の推進などの施策に取り組んでいるところ

です。 

３ 全国における一般廃棄物の排出の状況 

【廃棄物対策課】 

令和３（202１）年度における全国の一般廃

資源生産性の推移 循環利用率の推移 

廃棄物

生活系ごみ(注１)

一般ごみ

（可燃ごみ、不燃ごみなど）

粗大ごみ

特別管理一般廃棄物(注2)

【市町村の処理責任】

ごみ

し尿

一般

廃棄物

産業

廃棄物

事業活動に伴って生じた廃棄物のうち

法令で定められた２０種類(注3)

【事業者の処理責任】

事業系ごみ(注１)

特別管理産業廃棄物(注2)
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平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

43,981 43,170 

42,894 42,727 42,737 
41,669 40,953 ご

み
総
排
出
量

千
ｔ

棄物（ごみ）の総排出量は、約 4,０９５万３千ト

ンと推計されており、前年度より減少していま

す。 

ごみ総排出量の推移(全国)

【出典：日本の廃棄物処理 令和３年度版】 

※総排出量は災害廃棄物を除く値である 

４ 福岡県における一般廃棄物の排出と処

理の状況 

【廃棄物対策課】

ごみやし尿等、主に人の日常生活に伴って発

生する一般廃棄物の処理は、市町村が策定す

る処理計画に従って行われています。令和４

（202２）年度（速報値）における処理状況は、

次のとおりです。 

(1) ごみ 

令和４（202２）年度における県内のごみ総

排出量は 169 万 4 千トンで、前年度から減少

しています。また、1 人 1 日当たりの排出量は

901ｇで、前年度に比べて 25ｇの減少となって

います。 

市町村の清掃事業により計画的に処理され

たごみの量は 165 万１千トンで、処理方法別に

見ると、直接焼却が 12７万５千トン（77.2％）、

破砕・選別・高速堆肥化等の中間処理や直接資

源化を行ったものが35万7千トン（2１.６％）、

直接埋立が1万９千トン（１.１％）となっています。 

(2) し尿 

総人口 5１５万 4 千人のうち令和 4（2022）

年度における水洗化人口は、前年度よりも６万

２千人（1.3％）増加し、481 万６千人に達して

います。その内訳は、公共下水道 419 万 4 千

人（87.1％）、浄化槽 61 万 1 千人（1２.7％）、

地域し尿処理 1万 1千人（0.２％）となっていま

す。4(2022)年度に汲み取りを行ったし尿は、

106 万 3 千 kl です。このうち、市町村の清掃

事業により計画的に収集されたし尿の処理方

法ごとの割合は、し尿処理施設 86.8％、下水

道投入８.6％となっています。 

し尿処理人口の内訳（全国との比較） 

ごみ処理状況                     し尿処理状況 

※ 1 人 1 日当たり排出量は災害廃棄物を除いた値である。 
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【出典：令和５年版環境・循環型社会・生物多様性白書】 

廃棄物の分類 

注1） 「生活系ごみ」、「事業系ごみ」は排出元による分類で、一般家庭から排出されるごみを生活系ごみ、事業場から排出されるごみを事業系ご

みと言います。 

注2） 「特別管理一般廃棄物」、「特別管理産業廃棄物」とは、一般廃棄物又は産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は

生活環境に係る被害を生じるおそれがある性状を有するものです。 

注3） 表中の「法令で定められた20種類」とは、具体的には燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラスチック類、紙くず（★）、木くず

（★）、繊維くず（★）、動植物性残さ（★）、動物系固形不要物（★）、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず・陶磁器くず、鉱さい、

がれき類、動物のふん尿（★）、動物の死体（★）、ばいじん、産業廃棄物処理物です。 

（★）印は、対象となる業種が指定されているものです。 

２ 福岡県廃棄物処理計画の推進 

【廃棄物対策課】 

循環型社会を形成していくためには、まず、

できる限り廃棄物の発生を抑制し、次に、廃棄

物となったものについては、不適正処理の防止

その他の環境への負荷の低減に配慮しつつ、

再使用、再生利用、熱回収の順にできる限り循

環的な利用を行う必要があります。 

このような発生抑制及び循環的な利用を徹

底した上で、なお利用できないものについては、

適正に処理する必要があります。

このため、本県では、令和 3（2021）年 3 月

に策定した「福岡県廃棄物処理計画」に基づい

て、7（2025）年度を目標年度として、廃棄物

の発生抑制〔Reduce（ﾘﾃﾞｭｰｽ）〕、再使用

〔Reuse（ﾘﾕｰｽ）〕、再生利用〔Recycle（ﾘｻｲｸ

ﾙ）〕の推進などの施策に取り組んでいるところ

です。 

３ 全国における一般廃棄物の排出の状況 

【廃棄物対策課】 

令和３（202１）年度における全国の一般廃

資源生産性の推移 循環利用率の推移 
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※総排出量は災害廃棄物を除く値である 

４ 福岡県における一般廃棄物の排出と処

理の状況 

【廃棄物対策課】

ごみやし尿等、主に人の日常生活に伴って発

生する一般廃棄物の処理は、市町村が策定す

る処理計画に従って行われています。令和４

（202２）年度（速報値）における処理状況は、

次のとおりです。 

(1) ごみ 

令和４（202２）年度における県内のごみ総

排出量は 169 万 4 千トンで、前年度から減少

しています。また、1 人 1 日当たりの排出量は

901ｇで、前年度に比べて 25ｇの減少となって

います。 

市町村の清掃事業により計画的に処理され

たごみの量は 165 万１千トンで、処理方法別に

見ると、直接焼却が 12７万５千トン（77.2％）、

破砕・選別・高速堆肥化等の中間処理や直接資

源化を行ったものが35万7千トン（2１.６％）、

直接埋立が1万９千トン（１.１％）となっています。 

(2) し尿 

総人口 5１５万 4 千人のうち令和 4（2022）

年度における水洗化人口は、前年度よりも６万

２千人（1.3％）増加し、481 万６千人に達して

います。その内訳は、公共下水道 419 万 4 千

人（87.1％）、浄化槽 61 万 1 千人（1２.7％）、

地域し尿処理 1万 1千人（0.２％）となっていま

す。4(2022)年度に汲み取りを行ったし尿は、

106 万 3 千 kl です。このうち、市町村の清掃

事業により計画的に収集されたし尿の処理方

法ごとの割合は、し尿処理施設 86.8％、下水

道投入８.6％となっています。 

し尿処理人口の内訳（全国との比較） 

ごみ処理状況                     し尿処理状況 

※ 1 人 1 日当たり排出量は災害廃棄物を除いた値である。 
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５ 市町村における一般廃棄物の排出の状

況 

ごみ処理状況 
区    分 平成 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 

総人口  （千 人） 5,121 5,127 5,123 5,110 5,154 
１人当たり排出量   （ｇ／日） 946 945 946 926 901 

ごみ 
総排出量 
(ｔ／年) 

収集ごみ量 1,374,743 1,386,692 1,352,671 1,334,860 1,302,605 
直接搬入量 318,066 312,785 352,197 331,186 332,770 
集団回収量（Ａ） 75,741 72,988 63,777 60,521 58,781 

合計（Ｂ） 1,768,550 1,772,465 1,768,645 1,726,567 1,694,156 
１日当たり排出量 4,845 4,843 4,846 4,730 4,642 

ごみ 
処理量 
(ｔ／年) 

直接焼却 1,365,776 1,369,950 1,312,958 1,285,373 1,274,755 
 構成比（％） (77.5) (77.1) (76.9) (77.3) (77.2) 
直接埋立 19,954 14,873 16,547 11,766 18,668 
 構成比（％） (1.1) (0.8) (1.0) (0.7) (1.1) 
焼却以外の中間処理 276,576 285,817 287,888 274,929 268,064 
 構成比（％） (15.7) (16.1) (16.9) (16.5) (16.2) 
直接資源化（Ｃ） 99,690 105,514  91,057 90,767 89,152 
 構成比（％） (5.7) (5.9) (5.3) (5.5) (5.4) 

合計 1,761,996 1,776,154 1,708,450 1,662,835 1,650,639 
中間処理後再生利用量（Ｄ) 206,903 209,444 218,118 207,813 203,646 
再生利用率 

(Ａ＋Ｃ＋Ｄ)／(Ｂ)×100  （％） 
21.6 21.9 21.1 20.8 20.8 

※令和４年度は、速報値である。構成比は、端数処理により合計が一致しない場合がある。 

し尿処理状況 
区   分 平成 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 

処理計画区域人口  （千人） 5,121 5,127 5,123 5,110 5,154 

水洗化 
人口 

（千人） 

公共下水道 4,054 4,095 4,107 4,128 4,194 
構成比（％） (79.2) (79.9) (80.2) (80.8) (81.4) 

浄化槽 612 607 617 618 611 
構成比（％） (12.0) (11.8) (12.0) (12.1) (11.8) 

118313131理処尿し域地
 構成比（％） (0.3) (0.3) (0.2) (0.2) (0.2) 

618,4457,4637,4517,4976,4計
構成比（％） (91.4) (92.0) (92.5) (93.0) (93.4) 

非水洗化人口   （千人） 442 412 386 356 338 
構成比（％） (8.6) (8.0) (7.5) (7.0) (6.6) 

汲み取り 
し尿内訳 

(ｋｌ／
年) 

総 量     （Ａ） 1,125,225 1,121,766 1,099,842 1,100,564 1,063,805 
下水道投入（Ｂ） 46,510 93,087 98,985 94,567 91,158 
構成比（％） (4.1) (8.3) (9.0) (8.6) (8.6) 

し尿処理施設（Ｃ） 1,055,918 978,993 951,094 955,937 923,119 
構成比（％） (93.8) (87.3) (86.5) (86.9) (86.8) 

農地還元等 21,725 48,937 49,063 49,271 48,687 
構成比（％） (1.9) (4.4) (4.5) (4.5) (4.6) 

469,260,1577,990,1241,990,1710,121,1351,421,1計
構成比（％） (99.9) (99.9) (100.0) (99.9) (99.9) 

自家処理量 1,072 749 700 789 841 
構成比（％） (0.1) (0.1) (0.1) (0.1) (0.1) 

処理施設等による処理率 
(Ｂ＋Ｃ)／  Ａ  ×１００    （％) 

98.0 95.6 95.5 95.5 95.3 

※令和４年度は、速報値である。構成比は、端数処理により合計が一致しない場合がある。 

令和 4年度 一般廃棄物（ごみ）の処理・処分状況   （単位：千トン/年） 
ごみ総排出量  計画収集量  直接焼却       焼却残さ 
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※令和４年度は、速報値である。 

※図中の数値については、端数処理により収支が合わない場合がある。 

【廃棄物対策課】

令和 4（2022）年度（速報値）の県内の 1 人

1 日当たりのごみの排出量は 901ｇになります

が、1人 1日当たりのごみの排出量が少ない市

町村及び令和 3（２021）年度に比べ 1 人 1 日

当たりのごみ排出量の削減率が高い市町村は、

以下のとおりです。 

(1) 1人 1日当たりのごみ排出量が少ない市町村

順位 市町村名 排出量(g/人日) 

1 大木町 657 

2 粕屋町 679 

3 みやま市 683 

(2) 1人 1日当たりのごみ排出量の削減率が高

い市町村（前年度比） 

順位 市町村名 削減率(%) 

1 桂川町 11.4 

2 みやま市 8.8 

3 筑前町 6.6 

６ 全国における産業廃棄物の排出の状況 

【廃棄物対策課】

令和２（20２０）年度における全国の産業廃

棄物の排出量は、約3.７億トンと推計されてお

り、近年、ほぼ横ばいとなっています。 

産業廃棄物の排出量の推移(全国) 
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５ 市町村における一般廃棄物の排出の状

況 

ごみ処理状況 
区    分 平成 30年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 

総人口  （千 人） 5,121 5,127 5,123 5,110 5,154 
１人当たり排出量   （ｇ／日） 946 945 946 926 901 
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総排出量 
(ｔ／年) 

収集ごみ量 1,374,743 1,386,692 1,352,671 1,334,860 1,302,605 
直接搬入量 318,066 312,785 352,197 331,186 332,770 
集団回収量（Ａ） 75,741 72,988 63,777 60,521 58,781 

合計（Ｂ） 1,768,550 1,772,465 1,768,645 1,726,567 1,694,156 
１日当たり排出量 4,845 4,843 4,846 4,730 4,642 

ごみ 
処理量 
(ｔ／年) 

直接焼却 1,365,776 1,369,950 1,312,958 1,285,373 1,274,755 
 構成比（％） (77.5) (77.1) (76.9) (77.3) (77.2) 
直接埋立 19,954 14,873 16,547 11,766 18,668 
 構成比（％） (1.1) (0.8) (1.0) (0.7) (1.1) 
焼却以外の中間処理 276,576 285,817 287,888 274,929 268,064 
 構成比（％） (15.7) (16.1) (16.9) (16.5) (16.2) 
直接資源化（Ｃ） 99,690 105,514  91,057 90,767 89,152 
 構成比（％） (5.7) (5.9) (5.3) (5.5) (5.4) 

合計 1,761,996 1,776,154 1,708,450 1,662,835 1,650,639 
中間処理後再生利用量（Ｄ) 206,903 209,444 218,118 207,813 203,646 
再生利用率 

(Ａ＋Ｃ＋Ｄ)／(Ｂ)×100  （％） 
21.6 21.9 21.1 20.8 20.8 

※令和４年度は、速報値である。構成比は、端数処理により合計が一致しない場合がある。 

し尿処理状況 
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処理計画区域人口  （千人） 5,121 5,127 5,123 5,110 5,154 

水洗化 
人口 

（千人） 

公共下水道 4,054 4,095 4,107 4,128 4,194 
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118313131理処尿し域地
 構成比（％） (0.3) (0.3) (0.2) (0.2) (0.2) 
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(ｋｌ／
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総 量     （Ａ） 1,125,225 1,121,766 1,099,842 1,100,564 1,063,805 
下水道投入（Ｂ） 46,510 93,087 98,985 94,567 91,158 
構成比（％） (4.1) (8.3) (9.0) (8.6) (8.6) 

し尿処理施設（Ｃ） 1,055,918 978,993 951,094 955,937 923,119 
構成比（％） (93.8) (87.3) (86.5) (86.9) (86.8) 

農地還元等 21,725 48,937 49,063 49,271 48,687 
構成比（％） (1.9) (4.4) (4.5) (4.5) (4.6) 

469,260,1577,990,1241,990,1710,121,1351,421,1計
構成比（％） (99.9) (99.9) (100.0) (99.9) (99.9) 

自家処理量 1,072 749 700 789 841 
構成比（％） (0.1) (0.1) (0.1) (0.1) (0.1) 

処理施設等による処理率 
(Ｂ＋Ｃ)／  Ａ  ×１００    （％) 

98.0 95.6 95.5 95.5 95.3 

※令和４年度は、速報値である。構成比は、端数処理により合計が一致しない場合がある。 
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※令和４年度は、速報値である。 

※図中の数値については、端数処理により収支が合わない場合がある。 

【廃棄物対策課】

令和 4（2022）年度（速報値）の県内の 1 人

1 日当たりのごみの排出量は 901ｇになります

が、1人 1日当たりのごみの排出量が少ない市

町村及び令和 3（２021）年度に比べ 1 人 1 日

当たりのごみ排出量の削減率が高い市町村は、

以下のとおりです。 

(1) 1人 1日当たりのごみ排出量が少ない市町村

順位 市町村名 排出量(g/人日) 

1 大木町 657 

2 粕屋町 679 

3 みやま市 683 

(2) 1人 1日当たりのごみ排出量の削減率が高

い市町村（前年度比） 

順位 市町村名 削減率(%) 

1 桂川町 11.4 

2 みやま市 8.8 

3 筑前町 6.6 

６ 全国における産業廃棄物の排出の状況 

【廃棄物対策課】

令和２（20２０）年度における全国の産業廃

棄物の排出量は、約3.７億トンと推計されてお

り、近年、ほぼ横ばいとなっています。 

産業廃棄物の排出量の推移(全国) 
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産業廃棄物の種類別排出量 
(令和２年度／全国) 

産業廃棄物の業種別排出量 
 (令和２年度／全国)  

７ 福岡県における産業廃棄物の排出と処

理の状況

【廃棄物対策課】

本県における産業廃棄物の発生量は、僅か

な増減があるものの、近年は、ほぼ横ばいで推

移しています。今後、より一層の排出抑制及び

適正な循環的利用の促進は、県内の生活環境

の保全と産業の健全な発展を図る上で、極め

て重要な課題です。 

そのため、本県では「福岡県廃棄物処理計画」

を策定し、県下における廃棄物の適正処理の

推進に向けた基本方針や排出抑制、減量化、リ

サイクルの推進に向けた目標を設定していま

す。 

令和３（20２１）年度の県内の事業場等での

産業廃棄物の排出量は 1,4９９万 1 千トンとな

っています。 

排出量を産業廃棄物の種類別に見ると、汚

泥が全体の 50.6％を占め、最も多くなってお

り、以下、がれき類２３.7％、金属くず７.7％、

ばいじん３.９％、ガラスくず等３.4％、鉱さい２．

8％となっており、これら６種類で排出量全体

の約9割を占めています。 

産業廃棄物の種類別排出量 
 (令和３年度推計／福岡県)   

また、産業別に見ると、電気・ガス・熱供給・

水道業から排出される産業廃棄物が全体の

37.8％を占め、最も多くなっており、続いて、

製造業 26.5％、建設業１7.4％となっており、

これら３業種で排出量全体の約８割を占めてい

ます。 

産業廃棄物の業種別排出量 
(令和3年度推計／福岡県)  

産業廃棄物全体の処理状況を見ると、発生

量 1,708 万トンの 78％に当たる 1,328 万 1

千トンが排出事業者又は産業廃棄物処理業者

によって脱水、焼却等の中間処理が行われ、こ

れにより750万 1千トン（44％）が減量化され

ています。 

また、発生量の 53％に当たる 902 万６ 千

トンがセメント原料や建設資材、堆肥等に資源

化されており、これに減量化量を合わせた資源

化・減量化量は 1,652 万 7 千トン(97％)とな

っています。また、発生量の3％に当たる55万

3千トンが最終処分されています。 

主な産業廃棄物の種類別資源化率、減量化率、最終処分率(令和 3年度) 

令和 3年度 産業廃棄物の処理・処分状況 
（単位：千トン/年）

※図中の数値については端数処理により収支が合わない場合がある。
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産業廃棄物の種類別排出量 
(令和２年度／全国) 

産業廃棄物の業種別排出量 
 (令和２年度／全国)  

７ 福岡県における産業廃棄物の排出と処

理の状況

【廃棄物対策課】

本県における産業廃棄物の発生量は、僅か

な増減があるものの、近年は、ほぼ横ばいで推

移しています。今後、より一層の排出抑制及び

適正な循環的利用の促進は、県内の生活環境

の保全と産業の健全な発展を図る上で、極め

て重要な課題です。 

そのため、本県では「福岡県廃棄物処理計画」

を策定し、県下における廃棄物の適正処理の

推進に向けた基本方針や排出抑制、減量化、リ

サイクルの推進に向けた目標を設定していま

す。 

令和３（20２１）年度の県内の事業場等での

産業廃棄物の排出量は 1,4９９万 1 千トンとな

っています。 

排出量を産業廃棄物の種類別に見ると、汚

泥が全体の 50.6％を占め、最も多くなってお

り、以下、がれき類２３.7％、金属くず７.7％、

ばいじん３.９％、ガラスくず等３.4％、鉱さい２．

8％となっており、これら６種類で排出量全体

の約9割を占めています。 

産業廃棄物の種類別排出量 
 (令和３年度推計／福岡県)   

また、産業別に見ると、電気・ガス・熱供給・

水道業から排出される産業廃棄物が全体の

37.8％を占め、最も多くなっており、続いて、

製造業 26.5％、建設業１7.4％となっており、

これら３業種で排出量全体の約８割を占めてい

ます。 

産業廃棄物の業種別排出量 
(令和3年度推計／福岡県)  

産業廃棄物全体の処理状況を見ると、発生

量 1,708 万トンの 78％に当たる 1,328 万 1

千トンが排出事業者又は産業廃棄物処理業者

によって脱水、焼却等の中間処理が行われ、こ

れにより750万 1千トン（44％）が減量化され

ています。 

また、発生量の 53％に当たる 902 万６ 千

トンがセメント原料や建設資材、堆肥等に資源

化されており、これに減量化量を合わせた資源

化・減量化量は 1,652 万 7 千トン(97％)とな

っています。また、発生量の3％に当たる55万

3千トンが最終処分されています。 

主な産業廃棄物の種類別資源化率、減量化率、最終処分率(令和 3年度) 

令和 3年度 産業廃棄物の処理・処分状況 
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第２節 限りある資源の効率的な利用 

〔循環型社会形成推進基本法、資源有効利用促進法、 

食品ロス削減推進法、プラスチック資源循環法〕 

１ 持続可能な消費と生産を考えた取組 

【廃棄物対策課】 

令和 3（2021）年３月に策定した福岡県廃棄

物処理計画に基づき、市町村が一般廃棄物の

減量等に取り組むことができるよう、市町村の

一般廃棄物の処理状況や先進的な取組等に関

する情報などを収集・提供するとともに、必要な

技術的助言を行います。 

(1) ３Ｒに関する取組 

【循環型社会推進課】 

ア ごみの減量化・リサイクルに関する普及  

啓発活動 

ごみの減量化・リサイクルを推進するために、

「３Ｒの達人」派遣事業をはじめ、次のような普

及啓発の活動を行い、県民の意識の高揚を図

っています。 

(ｱ) ３Ｒの達人派遣事業 

３Ｒについての知識と経験を有する個人やＮ

ＰＯ法人を「３Ｒの達人」として登録し、地域や職

場、学校等で開催される学習会等に講師として

派遣しています。 

上毛町の小学校での３Ｒ教室の様子 

(ｲ) ３Ｒ協働推進事業 

３Ｒの効率的、効果的な推進を図るため、平

成 20（2008）年度からＮＰＯ・ボランティア団

体と協働して啓発事業を実施し、環境活動、環

境学習の場や機会の提供等を行っています。 

令和5（2023）年度はリサイクル施設の見学

や、エコクッキングを体験する見学会を開催し

ました。 

・ こども３Ｒ学習事業 

(こどもリサイクル探検隊) 

(ｳ)「九州まちの修理屋さん」事業 

九州 7 県（沖縄を除く）共同でごみの減量化

に関する意識啓発を行っています。 

ものの修理（リペア）を推奨するため、県内の

修理店を「まちの修理屋さん」として紹介してい

ます。 

「九州まちの修理屋さん」登録店ステッカー 

資源を有効に利用するためには、廃棄物の発生抑制〔Reduce（リデュース）〕、再使用

〔Reuse（リユース）〕、再生利用〔Recycle（リサイクル）〕（以下「３Ｒ」という。）を進める必要

があります。特に、再生利用〔Recycle（リサイクル）〕に比べて環境負荷削減効果が大きい、

廃棄物の発生抑制〔Reduce（リデュース）〕と再使用〔Reuse（リユース）〕の２Ｒの取組を優

先的に進める必要があります。 

本県では、３Ｒを進めるために、様々な取組を行っています。 

イ 産業廃棄物リサイクル施設整備に対する

助成（＊産業廃棄物税使途事業） 

産業廃棄物の減量化や資源の有効利用を図

るため、先導性のあるリサイクル施設の整備費

用の一部を助成しています。令和４（２０２２）年

度は２件の事業に対して補助金を交付しました。 

ウ 産業廃棄物税とその使途 

産業廃棄物税は、産業廃棄物の焼却施設及

び最終処分場への搬入に対して課税するもの

で、排出事業者を産業廃棄物の排出抑制とリ

サイクルに向けた取組に誘導することを目的と

するものです。本県では、平成 17（2005)年

度から産業廃棄物税を導入し、その財源で循

環型社会の構築に向けた取組を進めるため、

次のような事業を実施しています。 

800円／トン

ント／円000，1ント／円000，1ント／円000，1

800円／トン

排出事業者（納税義務者）

焼却施設

（特別徴収義務者
及び納税義務者）

その他の
中間処理施設

（納税義務者）

課税

課税

課税

課税

課税

最終処分場（特別徴収義務者）

リサイクル

産業廃棄物税の仕組み

【目的】
産業廃棄物の排出抑制、リサイクルの促進

環境を担う人材の育成と交流

市町村の環境行政支援

産業廃棄物の適正処理体制の整備

○産廃リサイクル施設整備事業費
産業廃棄物のリサイクル施設の整備に要する経費の一部を補助することにより、産業廃棄物の減量化や資源の有効利用を図るもの。

○リサイクル製品活用促進事業費
リサイクル製品認定制度の運用及びリサイクル製品の普及促進

○環境人材育成・ネットワーク事業費

環境研修の実施及びリサイクル関連企業や大学関係者とのネットワークの構築

○産廃処理指導強化事業費
廃棄物不法投棄等対策専門員の設置及び監視パトロール車の増強

○産廃不適正処理対策費

排出事業者等に対する監視指導の強化等

○保健所設置市産廃対策交付金
保健所設置市（北九州市、福岡市、久留米市）が実施する産業廃棄物の適正処理推進事業を支援するための

交付金を交付するもの。

○市町村産廃対策支援事業
市町村（北九州市、福岡市、久留米市を除く。）が実施する産業廃棄物最終処分場の適正処理推進対策や

不法投棄防止対策を支援することにより、産業廃棄物の適正処理の推進を図るもの。

主な産業廃棄物税収使途事業

実施日：第１回 令和５年７月２７日（木）

第２回 令和５年８月４日（金） 
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キ テイクアウト容器等のプラスチック代替

品切替に対する助成等

増加しているワンウェイプラスチックの使用

削減を図るため、令和４（２０２２）年度から、テ

イクアウト容器などをプラスチック代替品へ切り

替える飲食店に対する助成を行うとともに、

SNS や九州エコファミリー応援アプリ「エコふ

ぁみ」を活用し、消費者へ代替品使用店舗の利

用を促進しています。この取組をさらに進める

ため、令和４（2022）年７月に、㈱出前館と連

携協定を締結し、飲食店及び消費者への代替

品の認知度・理解度向上などにつながる広報

活動を行うことで、代替品の利用促進に取り組

んでいます。 

ク 使用済みプラスチックのリサイクル施設

整備に対する助成（＊産業廃棄物税使途事

業）

使用済みプラスチックの減量化や有効利用

を図るため、令和２(2020)年度からの３年間、

高度で先進性のあるリサイクル施設の導入費

用の一部を助成しました。 

令和４（202２）年度は、1 件の事業に対して

補助金を交付しました。 

ケ 自動車内装材等の再資源化スキームの構

築

自動車のプラスチック類の再資源化の向上

を目指し、自動車の整備・解体業者、処理業者、

プラスチックの再生・利用事業者などが連携し

て、県内における自動車内装材等の効果的な

回収・マテリアルリサイクルスキームの構築に

取り組んでいます。 

令和4(2022)年度には、自動車部品プラス

チックの取外し作業の効率化や再生プラスチッ

クの利用用途拡大による、事業化に向けた実証

実験を実施しました。 

コ 使用済プラスチックの回収・再資源化に

関する実証事業支援 

令和４(2022)年４月から施行されたプラス

チック資源循環促進法に対応できるよう、クリ

ーニングの衣類用カバー及び医薬品のボトル

を対象に、使用済プラスチックに係る関係者

（排出者、収集運搬業者、リサイクル業者）のマ

ッチングを行い、新たな自主回収・再資源化ス

キームを構築する実証事業を実施しています。 

令和4年7月から、クリーニングの衣類用カ

バーを店頭で回収し、また、１０月から、医薬品

ボトルを薬局で回収しています。 

(3) 食品ロス削減推進事業 

【循環型社会推進課】 

我が国では、食品ロス（食べられるのに捨て

られてしまう食品）が全国で年間 523 万トン

（うち事業系 279 万トン、家庭系 244 万トン）

発生しています。 

この食品ロスの削減を国民運動として推進

するため、令和元（2019）年 10月に「食品ロス

の削減の推進に関する法律」が施行されました。 

本県では、同法に基づき、令和４（２０２２）年

３月に「福岡県食品ロス削減推進計画」を策定

しました。 

また、製造・流通、外食・販売、消費の各段階

で発生する食品ロスの削減のため、事業者・関

係団体・県民・行政で構成する「福岡県食品ロ

ス削減推進協議会」を設置し、各主体が連携し

て次のような取組を推進しています。 

プラスチック代替品 
取扱店 PRステッカー 

プラスチック代替品一例 
（紙でできた弁当容器） クリーニング

衣類用カバー 
医薬品ボトル 

(2) プラスチック資源循環促進事業 

【循環型社会推進課】 

ア ふくおかプラスチック資源循環ネットワ

ーク 

ワンウェイ（使い捨て）プラスチックの使用削

減等を県全体で進めるために、令和 2(2020)

年 7 月に業界団体、消費者団体、学識経験者、

行政等で構成する「ふくおかプラスチック資源

循環ネットワーク」を設置しました。ネットワーク

では、プラスチックごみ削減の取組の方向性を

定めた「ふくおかプラスチック資源循環憲章」の

策定や、取組事例の共有を行いました。 

イ ふくおかプラごみ削減協力店 

令和 2(2020)年 7 月に、プラスチックごみ

の削減に取り組む福岡県内の事業者を対象と

した登録制度「ふくおかプラごみ削減協力店」

を創設しました。 

4年度末時点登録店舗数 4,093店舗 

ウ ふくおかプラごみ削減キャンペーン 

令和 2（2020）年度から、これまで実施して

いたレジ袋削減の取組である「マイバッグキャ

ンペーン」を発展的に見直し、10 月をレジ袋も

含めたプラスチックごみ削減強化月間として

「ふくおかプラごみ削減キャンペーン」を実施し、

事業者や県民による使い捨てプラスチックの使

用削減の取組を推進しています。 

エ 大規模商談展示会 

令和 3(2021)年度から、生分解性食品容器

や紙製弁当容器などのプラスチック代替品の

利用促進を目的に、小売・中食・外食業界を対

象とした大規模商談展示会において、県内企業

が製造・販売するプラスチック代替品をＰＲする

とともに、プラスチックごみ削減の重要性を訴

える啓発を実施しています。 

オ 消費者参加型啓発事業の実施 

県民の取組を一層推進するため、令和５

（2023）年度から、事業者や学生団体と連携し、

気軽に、楽しく学べる参加型の啓発イベントを

実施しています。 

アサヒビール、福岡ソフトバンクホークスと連

携し、折れたバットをアップサイクルしたリユー

スカップを用いて、福岡PayPayドーム内のビ

ール用使い捨てプラカップの削減に取り組みま

した。 

また、県内のイオン、サンリブの店舗と九州

大学の学園祭で、楽しく学べるクイズラリーを

実施しました。 

カ ふくおかプラごみ削減応援サイトの構築 

令和５（2023）年９月に、プラスチックごみ削

減に係る情報を広く発信するポータルサイト

「ふくおかプラごみ削減応援サイト」を開設しま

した。 

県内のプラスチックごみ削減に関連するイベ

ント情報のほか、県民・事業者向けの取組事例

の紹介や、積極的な取組を実施する事業者の

インタビュー記事を掲載し、県民や事業者のプ

ラスチックごみ削減の取組を推進していきます。 

ふくおかプラごみ削減応援サイト 

プラスチックごみ削減ロゴマーク 

折れたバットをアップサイクルした
リユースカップ クイズラリーの様子 



- 98 - - 99 -

循
環
型

社

　会

キ テイクアウト容器等のプラスチック代替

品切替に対する助成等

増加しているワンウェイプラスチックの使用

削減を図るため、令和４（２０２２）年度から、テ

イクアウト容器などをプラスチック代替品へ切り

替える飲食店に対する助成を行うとともに、

SNS や九州エコファミリー応援アプリ「エコふ

ぁみ」を活用し、消費者へ代替品使用店舗の利

用を促進しています。この取組をさらに進める

ため、令和４（2022）年７月に、㈱出前館と連
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ク 使用済みプラスチックのリサイクル施設
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築
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プラスチックの再生・利用事業者などが連携し
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この食品ロスの削減を国民運動として推進

するため、令和元（2019）年 10月に「食品ロス

の削減の推進に関する法律」が施行されました。 
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ア 食べもの余らせん隊の登録促進 

食品ロス削減に取り組む活動（例：料理提供

量の調整、ばら売り・少量パック等による食料

品販売など）を実践する店舗や事業所を「食べ

もの余らせん隊」として登録し、食品ロス削減

に取り組む環境に優しい店舗・事業所として県

ホームページ等に掲載して紹介しています。 

また、「食べ物余らせん隊」として登録した食

品メーカーと小売店等の事業者間の連携をマッ

チングし、その取組を情報発信しています。

イ 食べ残しをなくそう3 0 ・ 1 0
さんまる・いちまる

運動 

本県では、飲食店から排出される食品ロス

を削減するため、懇談会や懇親会時に乾杯後

30 分と終了前 10 分を離席せずに食べ残しを

減らす「食べ残しをなくそう 30・10 運動」につ

いて呼びかけています。 

ウ フードバンク活動の普及促進 

まだ食べられるにもかかわらず通常の販売

が困難になった食品を引き取り、生活困窮者や

福祉施設等に無償提供する「フードバンク」活

動が実施されています。 

本県では、福岡県リサイクル総合研究事業化

センターを通じて、食品提供企業の開拓やフー

ドバンク活動ガイドラインの策定をするとともに、

平成31（2019）年4月には、県内フードバンク

活動の推進を目的とする一般社団法人福岡県

フードバンク協議会の設立を支援し、活動の基

盤強化を図ってきました。 

さらに、寄贈食品のトレーサビリティを確保

するネットワークシステムとして「フードバンク

活動支援システム」を開発し、令和 2（2020）

年から同協議会により運用を開始しました。 

令和4(2022)年度からは、企業が新規に食

品を提供する際の輸送支援のほか、継続的に

食品を提供する企業へのフードバンク協力証

の贈呈等に取り組んでいます。 

こうした取組を通じて、フードバンク活動の普

及を促進しています。

フードバンク活動支援システムの概要 

エ 「食品ロス削減」ポスターコンテスト 

県内の小・中学生を対象に募集し、それぞれ

金賞、銀賞、銅賞、佳作を決定しました。（令和

4（2022）年度の応募総数：696点） 

ポスターコンテスト金賞作品 
（小学校低学年の部） 

福岡市立曰佐小学校３年 松藤 朝飛さん 

オ 食品ロス削減マイスターの派遣 

食品ロスの現状や各業界における取組に加

え、家庭でできる取組の紹介やエコクッキング

などの実践的な内容を教えることができる講師

役として、県が認定した「食品ロス削減マイスタ

ー」を、令和 4(2022)年度から地域・学校・職場

で開催される学習会等に派遣しています。 

食品ロス削減マイスター講座の様子 

カ 食品ロス削減優良取組知事表彰 

令和４(2022)年度から、食品ロス削減の気

運醸成及び取組の更なる推進を目的として、

「福岡県食品ロス削減優良取組知事表彰」を行

い、受賞した食品ロス削減に資する優れた取組

を県ホームページ等で広く情報発信していま

す。 

表彰式の様子（令和４年度） 

(4) 農業用廃プラスチックの再生 

【食の安全・地産地消課】 

令和２（2020）年度農業用廃プラスチックの

県内の排出量及び処理量は、3,449トンで、排

出量のほとんどがビニールハウスなど園芸用

で使用されたものです。 

農業用廃プラスチックの排出量・処理量 
令和 2年度排出量（ｔ） 

※端数処理により収支が合わない場合がある。

令和 2年度の処理量（ｔ） 

※端数処理により収支が合わない場合がある。

一方、回収後の処理別の内訳では、火力発

電の熱エネルギーの原料などの再生処理が

2,973 トン、埋立処理が 260 トン、焼却処理

が62トン、その他が 155トンとなり、再生率は

約86％となっています。 

本県と関係団体で構成する福岡県農業用廃

プラスチック適正処理推進協議会では、研修会

を実施するなど、リサイクルを基本とした農業

用廃プラスチックの適正処理を推進しています。 

(a)+(ｂ)

園芸用 1,183 1,487 23 2,694 618 3,312

その他 39 44 8 91 47 138

1,222 1,531 32 2,785 665 3,449

排
出
量

計

種　類
(ａ)プラスチックフィルム

(ｂ)その
他のプラ
スチック

(Ｃ) 合計

塩化ビニル
フィルム

ポリオレ
フィン系
フィルム

その他プラ
スチック
フィルム

計
　利用区分

種　類

(a)+(ｂ)

①再生処理 1,053 1,320 27 2,400 573 2,973

②埋立処理 92 115 2 210 50 260

③焼却処理 22 27 1 50 12 62

④その他　 55 69 1 125 30 155

1,222 1,531 32 2,785 665 3,449

処
理
量

⑤（①～④）計

(ａ)プラスチックフィルム

(ｂ)その
他のプラ
スチック

(Ｃ) 合計

塩化ビニル
フィルム

ポリオレ
フィン系
フィルム

その他プラ
スチック
フィルム

計

　処理方法
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第３節 資源循環利用の促進 

〔容器包装リサイクル法、家電リサイクル法、小型家電リサイクル法、 

自動車リサイクル法、食品リサイクル法、建設リサイクル法、プラスチック資源循環法〕

１ 法に基づく取組 

(1) 循環型社会形成推進基本法 

【循環型社会推進課】 

廃棄物の発生を減らし、資源の有効利用を

図り、適正な処分を行うことによって、天然資源

の消費が抑制され、環境への負荷が低減され

る「循環型社会」の形成に向けて、平成 12

（2000）年6月「循環型社会形成推進基本法」

が制定されました。 

また、併せて容器包装をはじめ、家電、食品、

本県では、容器包装、家電、食品などの個別リサイクル法、食品ロス削減推進法、プラスチック

資源循環法などの各種法制度に基づき３R を推進するとともに、リサイクル製品やバイオマスの

利活用を促進しています。 

また、福岡県リサイクル総合研究事業化センターを設立し、廃棄物の特性に応じたリサイクル

技術や分別回収等の社会システムの開発及び実用化を産学官民の連携により推進しています。 

循環型社会の形成のための法体系 

建設、自動車など各種リサイクル法、食品ロス

削減推進法やプラスチック資源循環法が制定・

改正されるとともに、廃棄物処理法や再生資源

利用促進法（改正後：資源有効利用促進法）が

改正されるなど、新しい法制度に基づく３R の

取組が行われています。 

(2) 容器包装リサイクル法 

【循環型社会推進課】 

ア 現況 

容器包装廃棄物は家庭ごみに占める割合が

高く、容積比で約6割、重量比で約3割に達し

ており、その減量化が課題となっています。 

家庭ごみに占める容器包装廃棄物の割合 
（令和 3年度） 

【資料：環境省「容器包装廃棄物の使用・排出実態調査」】

イ 対策 

「容器包装リサイクル法」が平成7（1995）年

6月に制定され、9（1997）年4月から本格施行、

12（2000）年4月から完全施行されました。 

この法律は、それまで市町村だけが容器包

装廃棄物の処理責任を負っていた仕組みを改

め、消費者・市町村・事業者の適切な役割分担

の下、リサイクルを促進しようとするものです。 

リサイクルの現状と課題を踏まえ、平成 18

（2006）年に改正容器包装リサイクル法が成

立しました。20（2008）年4月から完全施行さ

れた改正法には、リサイクル義務を果たさない

事業者に対する罰則の強化や、事業者が市町

村に資金を拠出する仕組みの創設などが盛り

込まれました。 

容器包装リサイクル法における役割分担 

この法律に基づき、市町村は3年ごとに分別

収集計画を策定することとされており、計画策

定を通じて、市町村数、分別収集量及び再商品

化量は制度施行当初から着実に増加していま

す。なお、令和４（20２２）年度には、県内の全

市町村が第１０期分別収集計画（５（202３）～９

（202７）年度）を策定しました。 

本県においても、「福岡県第１０期分別収集

促進計画」（令和５（202３）年度～９（202７）年

度）を策定し、市町村の分別収集が円滑に実施

されるように、次のような取組を実施していま

す。 

(ｱ) パンフレットやイベント等による県民や事

業者への啓発 

(ｲ) 分別収集対象品目拡大に向けた市町村へ

の助言 

(ｳ) 市町村分別収集計画の進行管理 

(ｴ) 容器包装リサイクルに関する市町村への

情報提供等 

容器包装リサイクル法に基づく 
福岡県分別収集実施市町村の割合 

(3) 家電リサイクル法 

【循環型社会推進課】 

「家電リサイクル法」は家庭や事業所から排
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出される廃家電のリサイクルシステムを確立し、

廃棄物の減量と有用な部品・素材のリサイクル

を図り、循環型社会の実現を目指すため、平成

１３（２００１）年４月に施行されました。 

平成 21（2009）年 4 月から、対象機器は、

家庭用エアコン、テレビ（ブラウン管式）、冷蔵

庫・冷凍庫、洗濯機に加え、液晶テレビ・プラズ

マテレビ及び衣類乾燥機が追加されました。 

これらの対象家電については、小売店による

回収、メーカーによるリサイクル実施を義務付

けるとともに、消費者が対象機器の収集運搬料

金とリサイクル料金を負担するという役割分担

により、リサイクルが行われています。 

また、対象家電を持ち込む指定引取場所は、

これまでメーカーによって、Ａ・Ｂ二つのグルー

プに分かれていましたが、排出者や小売業者

の利便性を考え、平成21（2009）年10月1日

から共有化が実施されました。令和 3(2021)

年度における全国の指定引取場所における引

取台数は、廃家電4品目合計で約1,526万台

となり、前年度に比べて４.７%減少しました。 

家電リサイクル法制度の概要 

平成 27(2015)年 4 月から、製造事業者に

対して義務付けられる廃家電 4 品目の再商品

化率について見直しが行われ、家庭用エアコン

80％以上、液晶テレビ・プラズマテレビ 74％

以上、冷蔵庫・冷凍庫 70％以上、洗濯機・衣類

乾燥機 82％以上に引き上げられました。ただ

し、ブラウン管テレビについては 55％のまま変

更ありませんでした。 

令和3(2021)年度における全国の廃家電4

品目の再商品化率は、エアコン 92％、液晶テ

レビ・プラズマテレビ 85％、冷蔵庫・冷凍庫

80％、洗濯機・衣類乾燥機 92％、ブラウン管

テレビ 72％となっており、昨年度に引き続き、

法定基準を上回る再商品化率を達成していま

す。 

(4) 小型家電リサイクル法 

【循環型社会推進課】 

携帯電話やデジタルカメラなどの小型家電

には、鉄、アルミ、貴金属、レアメタルといった有

用な金属が含まれています。日本において1年

間に使用済みとなる小型家電は65万トンであ

り、そのうち有用な金属は 28 万トンにもなると

推測されています。 

これらの大半は埋立処分されていたことから、

有用金属の再資源化、鉛などの有害な物質の

適正処理などを目的として、平成 25（2013）

年 4 月に「小型家電リサイクル法」が施行され

ました。 

本法は、市町村が回収した使用済小型家電

を国が認定した再資源化を行う事業者（認定事

業者）に引渡し、認定事業者が有用な金属等を

再び原材料として使用するものです。 

使用済小型家電リサイクルの流れ 

〈小型家電再資源化マーク〉 

このマークは、小型家電リサイ

クル法に基づく認定事業者、本法

に基づき分別収集を行う市町村

であることを示しています。

この使用済小型家電のリサイクル制度が円

滑に進むためには、多くの市町村が制度に参

加することが重要です。 

本県では、市町村への会議・研修等の機会

や県ホームページを活用し、法施行以前に取り

組んだ広域回収モデル事業や県内市町村の取

組状況、認定事業者の情報を提供するなど、更

なる参加市町村の拡大を図っていくこととして

います。 

なお、小型家電のうちパソコンについては、

資源有効利用促進法に基づき、事業所から排

出されるパソコンの回収・リサイクルが平成 13

（2001）年 4 月から実施され、家庭から排出さ

れる使用済パソコンについても、15（2003）年

10 月から「ゆうパック」を利用した回収・リサイ

クルの取組が実施されています。 

家庭から排出される使用済パソコンの 
回収・リサイクルの仕組み 

また、自作のパソコンや倒産したメーカーの

パソコンなど回収するメーカーがないパソコン

については、平成16（2004）年7月から「一般

社団法人パソコン３Ｒ推進協会（旧パソコン３Ｒ

推進センター）」による回収システムが整備され

ています。 

パソコンについては、使用済小型家電リサイ

クル制度と併せて、これらの回収方法も活用し、

再資源化を進めていくこととされています。 

(5) 自動車リサイクル法 

【廃棄物対策課】 

ア 概要 

我が国で年間約３０４万台排出される使用済

自動車は、有用金属・部品を含み、資源として

価値が高いものです。自動車製造業者を中心

とした関係者に適切な役割分担を義務付け、使

用済自動車のリサイクル・適正処理を図る仕組

みとして、「自動車リサイクル法」が施行されて

います。 

この自動車リサイクル法は、エアコンの冷媒

として使用され、大気に放出されるとオゾン層

を破壊する「フロン類」、処理の難しい「エアバ

ッグ類」や使用済自動車から有用資源を回収し

た後に残るシュレッダーダストを適正にリサイ

クル・処理することを目的とし、これらリサイク

ル等に必要な費用については、自動車所有者

が負担することになっています。

イ 使用済自動車引取業等の状況 

この法律の定めるところにより、使用済自動

車の引取り等を業として行う場合は、当該業を

行おうとする区域を管轄する都道府県知事（保

健所を設置する市にあっては、市長。本県の場

合は、北九州市、福岡市、久留米市の各市長）

の登録又は許可が必要です。 

使用済自動車の引取業者等登録及び許可状況
（令和5年3月31日現在） 

県 北九州市 福岡市 久留米市 計 

引取業 507 103 93 46 749
フロン類回収業 208 47 24 15 294

解体業 131 25 13 4 173
破砕業 18 10 5 0 33
計 864 185 135 65 1,249

(6) 食品リサイクル法 

【循環型社会推進課、経営技術支援課】 

食品廃棄物は、食品の製造過程や流通過程

で生ずる売れ残り食品、消費段階での食べ残

し・調理くずなどで、食品製造業から発生する

産業廃棄物と、一般家庭や食品流通業及び飲

食店業から発生する一般廃棄物に区分されま

す。 

この食品廃棄物の大部分が焼却・埋立処分

〈ＰＣリサイクルマーク〉 

このマークがついているパソコ

ンは、新たな回収・リサイクル料

金を負担することなく、廃棄す

ることができます。 
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については、平成16（2004）年7月から「一般

社団法人パソコン３Ｒ推進協会（旧パソコン３Ｒ

推進センター）」による回収システムが整備され

ています。 

パソコンについては、使用済小型家電リサイ

クル制度と併せて、これらの回収方法も活用し、

再資源化を進めていくこととされています。 

(5) 自動車リサイクル法 

【廃棄物対策課】 

ア 概要 

我が国で年間約３０４万台排出される使用済

自動車は、有用金属・部品を含み、資源として

価値が高いものです。自動車製造業者を中心

とした関係者に適切な役割分担を義務付け、使

用済自動車のリサイクル・適正処理を図る仕組

みとして、「自動車リサイクル法」が施行されて

います。 

この自動車リサイクル法は、エアコンの冷媒

として使用され、大気に放出されるとオゾン層

を破壊する「フロン類」、処理の難しい「エアバ

ッグ類」や使用済自動車から有用資源を回収し

た後に残るシュレッダーダストを適正にリサイ

クル・処理することを目的とし、これらリサイク

ル等に必要な費用については、自動車所有者

が負担することになっています。

イ 使用済自動車引取業等の状況 

この法律の定めるところにより、使用済自動

車の引取り等を業として行う場合は、当該業を

行おうとする区域を管轄する都道府県知事（保

健所を設置する市にあっては、市長。本県の場

合は、北九州市、福岡市、久留米市の各市長）

の登録又は許可が必要です。 

使用済自動車の引取業者等登録及び許可状況
（令和5年3月31日現在） 

県 北九州市 福岡市 久留米市 計 

引取業 507 103 93 46 749
フロン類回収業 208 47 24 15 294

解体業 131 25 13 4 173
破砕業 18 10 5 0 33
計 864 185 135 65 1,249

(6) 食品リサイクル法 

【循環型社会推進課、経営技術支援課】 

食品廃棄物は、食品の製造過程や流通過程

で生ずる売れ残り食品、消費段階での食べ残

し・調理くずなどで、食品製造業から発生する

産業廃棄物と、一般家庭や食品流通業及び飲

食店業から発生する一般廃棄物に区分されま

す。 

この食品廃棄物の大部分が焼却・埋立処分

〈ＰＣリサイクルマーク〉 

このマークがついているパソコ

ンは、新たな回収・リサイクル料

金を負担することなく、廃棄す

ることができます。 
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されていたことから、食品廃棄物の発生抑制と

減量化により、最終的に焼却・埋立処分される

量を減少させるとともに、飼料や肥料の原材料

として再生利用するために、平成 13（2001）年

5月に食品リサイクル法が施行されました。 

食品リサイクル法では、食品廃棄物の再生利

用等の実施率を令和6（2024）年度までに、食

品製造業は 95%、食品卸売業は 75%、食品

小売業は 60%、外食産業は 50%に向上させ

ることを目標として定めています。 

食品廃棄物等の発生及び処理状況 
（農林水産省・環境省試算） 

（令和２年度実績、単位：万ｔ） 

発生量 
処分量 

焼却・埋 
立処分量 

再生利用量 
肥料化 飼料化 その他 計 

事業系廃棄物
及び有価物 

1,624 263 177 864 143 1,184 

うち廃棄物 686 - - - - - 
うち有価物 762 - - - - - 

家庭系廃棄物 748 692 - - - 56 
合 計 2,372 955 - - - 1,240 

【資料：環境省「環境・循環型社会・生物多様性白書(令和5年版)」】 

これにより、食品関連業者は食品廃棄物の

発生抑制、再生利用（飼料化、肥料化、炭化、油

脂、及び油脂製品化、エタノール化、メタン化）、

熱回収（再生利用できない場合に限る）、減量

化に取り組むことになっています。 

食品産業における食品廃棄物の 
再生利用等の実施率（令和３年度） 

【資料：「令和３年度食品廃棄物等の年間発生量及び食品循環 

資源の再生利用等実施率（推計値）」（農林水産省）】 

(7) 建設リサイクル法 

【循環型社会推進課、企画課、建築指導課】 

建設工事に伴い排出される建設廃棄物は、

産業廃棄物全体の排出量の約 2 割を、不法投

棄量の約 5 割を占めています。さらに、昭和

40 年代の建築物が更新期を迎え、今後、令和

10（2028）年頃をピークに、建設廃棄物の排

出量の増大が予測されます。この建設廃棄物

について分別解体及び再資源化を行うため、

平成 12（2000）年 5 月に「建設リサイクル法」

が制定され、14（2002）年 5 月から施行され

ました。 

建設リサイクル法の対象となる特定建設資

材は、①コンクリート、②コンクリート及び鉄か

らなる建設資材、③木材、④アスファルト・コン

クリートであり、特定建設資材を用いた建築物

等に係る解体工事又は施工に特定建設資材を

使用する新築工事等で一定規模以上の建設工

事については、その受注者等に対し、分別解体

及び再資源化等を行うことを義務付けていま

す。 

現在、特定建設資材廃棄物は、排出者による

分別及び再資源化が促進され、国土交通省の

調査結果によると、平成 30（2018）年度にお

ける再資源化等率は全体で約97.2％になりま

す。 

特定建設資材廃棄物については、再資源化

の取組をより一層徹底し、その他の建設資材廃

棄物については、リサイクル技術の開発等を積

極的に行い、建設リサイクルを推進していく必

要があります。 

(8) プラスチック資源循環法 

【循環型社会推進課】 

プラスチックは、その有用性から、幅広い製

品に使用されている一方で、不適正な処理の

ために年間約８００万トンのプラスチックごみが

陸上から海洋に流出し、地球規模での環境汚

染が懸念されています。 

このようなプラスチックごみ問題を背景に令

和 4（2022）年 4 月に、プラスチック使用製品

の設計からプラスチック使用製品廃棄物の処

理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチ

ックの資源循環の取組を促進するため「プラス

チック資源循環法」が施行されました。 

回避可能なプラスチックの使用は合理化

(Reduce・Reuse)した上で、必要不可欠な使

用については、より持続可能性が高まることを
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前提に再生材や再生可能資源（紙・バイオプラ

スチック等）に適切に切り替え（Renewable)、

徹底したリサイクルを実施し(Recycle)、それ

が難しい場合には熱回収によるエネルギー利

用を図ることで、プラスチックのライフサイクル

全体を通じて資源循環を促進していくことが必

要です。 

プラスチック資源循環 

【環境省「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の 

普及啓発ページ】 

２ リサイクル製品の利用促進 

(1) リサイクル製品認定制度（＊産業廃棄物税

使途事業） 

【循環型社会推進課】 

本県では、平成 17（2005）年 12月に、資源

の循環利用及び廃棄物の減量の促進を図り、

循環型社会の形成に資することを目的として、

品質、安全性等について一定の基準を満たす

リサイクル製品の認定を県が行い、その利用促

進を図る「福岡県リサイクル製品認定制度」を

創設しました。 

制度の概要は次のとおりです。 

ア 認定対象品目 

再生資源を原材料として製造した建設資材 

16品目 

イ 認定要件 

①国内に所在し、生活環境保全措置が講じ

られている工場で製造されること、②認定基準

に適合していること、③関係法令を遵守して製

造等がなされること、などを要件としています。 

ウ 認定基準 

認定対象品目ごとに、①対象資材、②品質性

能、③再生資源の含有率、④環境安全性、⑤品

質管理（規格等の取得状況）、⑥環境負荷の 6

項目について定めています。 

福岡県リサイクル製品認定マーク 

令和５年９月までに 3５回の認定を行い、「福

岡県認定リサイクル製品」として３８８製品を認

定しています。 

認定リサイクル製品は、本県が発注する公共

工事において、優先利用するほか、認定リサイ

クル製品の情報を県ホームページに掲載する

など事業者や県民等への積極的な広報を行

い、利用促進を図っています。 

(2) 県産リサイクル製品認定制度 

【循環型社会推進課】 

本県では、平成 27（2015）年 11 月に、県内

のリサイクル産業の育成や再生資源の有効活

用の拡大を図ることを目的として、一定の基準
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されていたことから、食品廃棄物の発生抑制と

減量化により、最終的に焼却・埋立処分される

量を減少させるとともに、飼料や肥料の原材料

として再生利用するために、平成 13（2001）年

5月に食品リサイクル法が施行されました。 

食品リサイクル法では、食品廃棄物の再生利

用等の実施率を令和6（2024）年度までに、食

品製造業は 95%、食品卸売業は 75%、食品

小売業は 60%、外食産業は 50%に向上させ

ることを目標として定めています。 

食品廃棄物等の発生及び処理状況 
（農林水産省・環境省試算） 

（令和２年度実績、単位：万ｔ） 

発生量 
処分量 

焼却・埋 
立処分量 

再生利用量 
肥料化 飼料化 その他 計 

事業系廃棄物
及び有価物 

1,624 263 177 864 143 1,184 

うち廃棄物 686 - - - - - 
うち有価物 762 - - - - - 

家庭系廃棄物 748 692 - - - 56 
合 計 2,372 955 - - - 1,240 

【資料：環境省「環境・循環型社会・生物多様性白書(令和5年版)」】 

これにより、食品関連業者は食品廃棄物の

発生抑制、再生利用（飼料化、肥料化、炭化、油

脂、及び油脂製品化、エタノール化、メタン化）、

熱回収（再生利用できない場合に限る）、減量

化に取り組むことになっています。 

食品産業における食品廃棄物の 
再生利用等の実施率（令和３年度） 

【資料：「令和３年度食品廃棄物等の年間発生量及び食品循環 

資源の再生利用等実施率（推計値）」（農林水産省）】 

(7) 建設リサイクル法 

【循環型社会推進課、企画課、建築指導課】 

建設工事に伴い排出される建設廃棄物は、

産業廃棄物全体の排出量の約 2 割を、不法投

棄量の約 5 割を占めています。さらに、昭和

40 年代の建築物が更新期を迎え、今後、令和

10（2028）年頃をピークに、建設廃棄物の排

出量の増大が予測されます。この建設廃棄物

について分別解体及び再資源化を行うため、

平成 12（2000）年 5 月に「建設リサイクル法」

が制定され、14（2002）年 5 月から施行され

ました。 

建設リサイクル法の対象となる特定建設資

材は、①コンクリート、②コンクリート及び鉄か

らなる建設資材、③木材、④アスファルト・コン

クリートであり、特定建設資材を用いた建築物

等に係る解体工事又は施工に特定建設資材を

使用する新築工事等で一定規模以上の建設工

事については、その受注者等に対し、分別解体

及び再資源化等を行うことを義務付けていま

す。 

現在、特定建設資材廃棄物は、排出者による

分別及び再資源化が促進され、国土交通省の

調査結果によると、平成 30（2018）年度にお

ける再資源化等率は全体で約97.2％になりま

す。 

特定建設資材廃棄物については、再資源化

の取組をより一層徹底し、その他の建設資材廃

棄物については、リサイクル技術の開発等を積

極的に行い、建設リサイクルを推進していく必

要があります。 

(8) プラスチック資源循環法 

【循環型社会推進課】 

プラスチックは、その有用性から、幅広い製

品に使用されている一方で、不適正な処理の

ために年間約８００万トンのプラスチックごみが

陸上から海洋に流出し、地球規模での環境汚

染が懸念されています。 

このようなプラスチックごみ問題を背景に令

和 4（2022）年 4 月に、プラスチック使用製品

の設計からプラスチック使用製品廃棄物の処

理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチ

ックの資源循環の取組を促進するため「プラス

チック資源循環法」が施行されました。 

回避可能なプラスチックの使用は合理化

(Reduce・Reuse)した上で、必要不可欠な使

用については、より持続可能性が高まることを

96%
70％ 55％

35％

87％

0%

20%

40%

60%

80%

100%

食品製造業 食品卸売業 食品小売業 外食産業 食品産業計

前提に再生材や再生可能資源（紙・バイオプラ

スチック等）に適切に切り替え（Renewable)、

徹底したリサイクルを実施し(Recycle)、それ

が難しい場合には熱回収によるエネルギー利

用を図ることで、プラスチックのライフサイクル

全体を通じて資源循環を促進していくことが必

要です。 

プラスチック資源循環 

【環境省「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の 

普及啓発ページ】 

２ リサイクル製品の利用促進 

(1) リサイクル製品認定制度（＊産業廃棄物税

使途事業） 

【循環型社会推進課】 

本県では、平成 17（2005）年 12月に、資源

の循環利用及び廃棄物の減量の促進を図り、

循環型社会の形成に資することを目的として、

品質、安全性等について一定の基準を満たす

リサイクル製品の認定を県が行い、その利用促

進を図る「福岡県リサイクル製品認定制度」を

創設しました。 

制度の概要は次のとおりです。 

ア 認定対象品目 

再生資源を原材料として製造した建設資材 

16品目 

イ 認定要件 

①国内に所在し、生活環境保全措置が講じ

られている工場で製造されること、②認定基準

に適合していること、③関係法令を遵守して製

造等がなされること、などを要件としています。 

ウ 認定基準 

認定対象品目ごとに、①対象資材、②品質性

能、③再生資源の含有率、④環境安全性、⑤品

質管理（規格等の取得状況）、⑥環境負荷の 6

項目について定めています。 

福岡県リサイクル製品認定マーク 

令和５年９月までに 3５回の認定を行い、「福

岡県認定リサイクル製品」として３８８製品を認

定しています。 

認定リサイクル製品は、本県が発注する公共

工事において、優先利用するほか、認定リサイ

クル製品の情報を県ホームページに掲載する

など事業者や県民等への積極的な広報を行

い、利用促進を図っています。 

(2) 県産リサイクル製品認定制度 

【循環型社会推進課】 

本県では、平成 27（2015）年 11 月に、県内

のリサイクル産業の育成や再生資源の有効活

用の拡大を図ることを目的として、一定の基準
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を満たす県内で製造されたリサイクル製品（生

活関連用品）の認定を県が行い、その利用促進

を図る「福岡県県産リサイクル製品認定制度」

を創設しました。 

制度の概要は、次のとおりです。 

ア 認定対象品目 

再生資源を原材料として製造した生活関連

用品 15 分類（認定対象は順次拡大の予定で

す。） 

イ 認定要件 

①県内にある工場や本社を県内に置く事業

者により製造等されること、②認定基準に適合

していること、③関係法令を遵守して製造等が

なされること、などを要件としています。 

ウ 認定基準 

グリーン購入法に基づき策定した本県の環

境物品等調達方針を参考に認定品目ごとに認

定基準を定めています。 

平成28（2016）年2月に初めての認定を行

って以降、令和5年9月までに 16回の認定を

行い、「福岡県県産認定リサイクル製品」として

126製品を認定しています。 

エ 利用促進 

県産認定リサイクル製品は、本県において率

先利用するほか、県ホームページへの掲載や

パンフレット作成など市町村や県民等への積極

的な広報を行い、利用促進を図ります。 

また、県産認定リサイクル製品を「販売」又は

「使用」で応援いただく事業所を登録・広報する

「県産リサイクル応援事業所」の運用を平成 29

（2017）年 4 月 1 日に開始し、令和 5 年 9 月

までに 144事業所の登録を行いました。 

さらに、県民や事業者が「県産認定リサイク

ル製品」に親しみを感じるよう愛称を公募し、

平成31（2019）年2月に「ふくくる」に決定しま

した。 

福岡県県産リサイクル製品認定マーク

３ 資源循環型まちづくりの推進 

【循環型社会推進課】 

エコタウン事業は、地域の産業蓄積などを活

かし、環境産業の振興を通じた地域振興を図り

つつ、地域の独自性を踏まえた廃棄物の発生

抑制・リサイクルの推進を通じた資源循環型経

済社会を構築することを目的として、国におい

て平成9（1997）年度に創設された制度です。 

また、既存の枠にとらわれない先進的な環境

調和型まちづくりを実現するために、地方公共

団体が主体となり、地域住民、地域産業と連携

して取り組むものであり、これまでに全国で

26地域が承認されています。 

本県では、平成9（1997）年7月に北九州市

が、10（1998）年7月に大牟田市がエコタウン

の承認を受けています。それぞれの地域の持

つポテンシャルを活かしながら、環境・リサイク

ル産業の集積促進が積極的に図られています。 

４ 各種バイオマスの利用促進 

(1) バイオマスの活用状況について 

【林業振興課】 

大量生産、大量消費、大量廃棄の経済システ

ムは、地球温暖化や廃棄物の増加などの環境負

荷をもたらしています。 

このような中、循環型社会の実現と地球温暖

化防止に資するためには、再生利用が可能な資

源であるバイオマスの利用を推進する必要があ

ります。 

バイオマス(biomass)とは、バイオ(生物)と

マス(量)を合わせた言葉であり、「再生可能な

エコタウン事業概要 

項目 北九州市 大牟田市 

承認 

年月
平成 9 月 7 月 平成 10 年 7 月

場所 北九州市全域 健老町・新開町地区

 西日本有数の港湾機能や鉄道・道路網が整備されてい

ること、企業等に環境関連技術が蓄積されていることなど

から、アジアを視野に入れた広域・国際的な環境産業拠

点となることを目指しています。

 有明海沿岸道路や三池港の活用、環有明海地域との連

携により、農業、水産業地域と石炭化学技術の融合を図

ることで、主として生活密着型のリサイクル産業を推進し

ています。 

〈実証研究エリア〉 

・福岡大学資源循環・環境制御システム研究所 

・九州工業大学社会ロボット具現化センター、 

グリーンマテリアル研究センター 等 

〈総合環境コンビナート〉 

・ペットボトルリサイクル 

・ＯＡ機器リサイクル 

・自動車リサイクル 

・家電リサイクル 

・蛍光管リサイクル 

・建設混合廃棄物リサイクル 

・非鉄金属、小型家電、二次電池リサイクル 

〈響灘東部地区 他〉 

・パチンコ台リサイクル 

・廃木材、廃プラスチックリサイクル 

・汚泥・金属等リサイクル 

・超硬合金リサイクル 

・携帯電話リサイクル 

・風力発電事業 

・食品廃棄物リサイクル 

・古紙・製紙スラッジリサイクル 

・都市鉱山リサイクル 

・ＯＡ機器リユース 

・食用油リサイクル 

・使用済有機溶剤精製リサイクル 

・古紙リサイクル 

・空き缶リサイクル 

・自動車リサイクル 

・古着リサイクル 等

〈中核施設〉 

・大牟田リサイクル発電所 

・大牟田・荒尾ＲＤＦセンター 

・大牟田市リサイクルプラザ（資源化施設） 

・大牟田市エコサンクセンター 

〈環境リサイクル産業団地〉 

・紙おむつリサイクル 

・小型家電等リサイクル 

・建設系廃棄物リサイクル 

・飲料容器リサイクル 

・リサイクル改良土の製造 

・溶融設備の再利用 

・水再生処理施設設計 

・環境計量証明事業 

・ＲＤＦセンター設備等補修整備 

・半導体関連部品のリペア 

・アスファルト混合物、再生骨材、再生路盤材等の製造 

等 

〈企業化支援施設〉 

・ＲＰＦ（プラスチック及び紙から製造されるリサイクル燃

料）製造 

・アミューズメント機器等リサイクル 等 
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を満たす県内で製造されたリサイクル製品（生

活関連用品）の認定を県が行い、その利用促進

を図る「福岡県県産リサイクル製品認定制度」

を創設しました。 

制度の概要は、次のとおりです。 

ア 認定対象品目 

再生資源を原材料として製造した生活関連

用品 15 分類（認定対象は順次拡大の予定で

す。） 

イ 認定要件 

①県内にある工場や本社を県内に置く事業

者により製造等されること、②認定基準に適合

していること、③関係法令を遵守して製造等が

なされること、などを要件としています。 

ウ 認定基準 

グリーン購入法に基づき策定した本県の環

境物品等調達方針を参考に認定品目ごとに認

定基準を定めています。 

平成28（2016）年2月に初めての認定を行

って以降、令和5年9月までに 16回の認定を

行い、「福岡県県産認定リサイクル製品」として

126製品を認定しています。 

エ 利用促進 

県産認定リサイクル製品は、本県において率

先利用するほか、県ホームページへの掲載や

パンフレット作成など市町村や県民等への積極

的な広報を行い、利用促進を図ります。 
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御笠川浄化センターでは、令和４（202２）年

度に発生した下水汚泥のうち、7８.７％を「下水

汚泥固形燃料化施設」、1３.７％を「油温減圧式

乾燥施設」で処理し、残り７.６％については場

外搬出等を行い、次表のとおり再利用を図って

います。 

令和４年度下水汚泥の処理（御笠川浄化センター） 

処理方法 受入量（t） 活用方法 

固形燃料化 30,386 78.7% 石炭混焼燃料 

油温減圧乾燥 5,308 13.7% 
石炭混焼燃料、 

肥料原料 

場外搬出等 2,920 7.6% セメント原料等 

(4) 環境保全施設等整備資金融資事業 

【循環型社会推進課】 

環境保全施設等整備資金融資制度により財

政支援を行い、県内事業者の次世代自動車の

購入・最新規制適合車への買い替え、廃棄物資

源化・再生利用施設、バイオマスプラスチックを

原料とする製品の製造施設の整備等を促進し

ます。 

５ 福岡県リサイクル総合研究事業化セン

ター 

【循環型社会推進課】 

リサイクルをシステムとして地域に定着させる

ためには、技術だけでなく、分別回収やリサイ

クル製品の販路の確保等の課題が数多くあり

ます。 

このため、本県では、平成13（2001）年6月

に福岡県リサイクル総合研究事業化センターを

設立し、産・学・官・民の協力により、廃棄物の

特性に応じたリサイクル技術と併せて、効果的

な分別収集システム等の社会システムを開発

しています。 

本センターは、課題解決のための研究機能、

研究成果の展開を図る実践支援機能、環境情

報の発信機能により、実用的なリサイクルに関

する研究を推進するとともに、研究開発支援や

研究成果を活用した事業化を進めています。 

また、太陽光発電パネルリサイクル推進事業

や使用済プラスチックの回収・再資源化に関す

る実証事業支援等の実施機関としての役割も

（公財）福岡県リサイクル総合研究事業化センターの機能 

国・特殊法人 等 

福岡県リサイクル
総合研究事業化センター

研究会・共同研究 
プロジェクトの編成 

共同研究開発の実施 

研究成果の実践 

県の試験研究機関 等 
・保健環境研究所 
・農林業総合試験場 
・工業技術センター 
・水産海洋技術センター 
・建設技術情報センター 

参画 

＜産＞ 
・製造業者 
・再資源化業者 
・流通業者 等 

＜学＞ 
・大学 
・研究機関 等 

＜官＞ 
・国 
・市町村 
・一部事務組合 等 

＜民＞ 
・住民 
・ＮＰＯ 等 

提案 
参画 

福岡県 
政策課題 
運営費等 

研究開発・実践支援機能 

環境やリサイクルに関する各種情報のインターネット等を通じた情報発信 

（公財）福岡県リサイクル総合研究事業化センター ホームページ 

https://www.recycle-ken.or.jp

社会
システム

研究費 

リサイクル
技術

提案 

環境情報機能 

生物由来の有機性資源で、化石資源を除いた

もの」とされています。 

バイオマスはその発生状態により、①廃棄物

系バイオマス、②未利用系バイオマス、③資源

作物の3種類に分類されます。 

①廃棄物系バイオマス 

生活や産業活動から排出される生ゴミや製

材所残材など 

②未利用系バイオマス 

農林業において広く薄く発生するわらや林

地残材(伐採後に林地に置かれたままの径の

小さい間伐材や枝など) 

③資源作物 

食料などの生産を目的とせず、エネルギー

源や製品材料を目的に栽培される菜の花や

トウモロコシなど 

バイオマスの発生量と活用状況（令和4年度） 

発生量(万t) 活用率(％) 

家畜排泄物 69 88 

食品廃棄物 67 15 

木質系 71 53 

汚泥 33 99 

農作物非食用部 27 81 

合計 268 61 

注：表示単位未満を四捨五入しているため、合計値と内訳の計が

一致しない場合がある。 

令和 4（2022）年度において 268 万トンの

バイオマスが発生し、そのうち約 6 割が活用さ

れています。家畜排泄物や汚泥、農作物非食用

部の活用は進んでいますが、今後、木質系や食

品廃棄物の活用率を高めていく必要がありま

す。 

(2) 木質バイオマスの活用について 

【林業振興課】 

本県では、伐採された木材のうち未利用の間

伐材等は 34 万 7 千トンで、このうち 22％、7

万5千トンが資源として利用されています。 

また、県内の製材所で丸太を加工する際に

発生する製材端材は１８万８千トンで、うち

97％、1８万３千トンが資源として利用されてい

ます。 

(3) 下水汚泥の活用について 

【下水道課】 

下水汚泥は下水の処理過程にて発生するバ

イオマスであり、発生量は下水道の普及に伴っ

て年々増加しています。地球温暖化対策の推

進や循環型社会の構築が求められる現況にお

いて、下水汚泥の有効活用が促進されていま

す。 

こうした状況の中、本県の流域下水道におい

ても有効活用を進めており、県内の流域下水

道で最大規模となる御笠川浄化センターで下

水汚泥の減容化及び資源化を目的として、平成

12（2000）年度から「油温減圧式乾燥施設」を、

令和元（2019）年度から「下水汚泥固形燃料化

施設」を稼動しています。このほか、下水汚泥

の発生過程において有機物を細菌の働きによ

り分解し、メタン含有率約60％のガスを発生さ

せる消化槽も導入しており、発生したガスを各

施設の燃料として有効利用しています。 

「油温減圧式乾燥施設」では、下水汚泥と廃

食用油を混合し、減圧・加熱することにより、石

炭に近い発熱量を有する乾燥汚泥となります。

この処理過程にて下水汚泥の含水率が低下し、

約 1/4 程度に減容化されます。現在、この乾燥

汚泥は石炭火力発電所での石炭との混焼燃料

や肥料の原料として活用されています。 

「下水汚泥固形燃料化施設」では、下水汚泥

を250℃～350℃で蒸し焼き（炭化処理）する

ことにより、固形燃料となります。この固形燃料

を石炭火力発電所での石炭との混焼燃料とし

て活用することで、下水汚泥の資源化を促進す

るとともに、温室効果ガスの削減による地球温

暖化防止に貢献します。 
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御笠川浄化センターでは、令和４（202２）年
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担っています。 

さらに、令和 5（2023）年度からは太陽光パ

ネルのリユースモデル事業を開始しています。 

(1) 研究成果事例 

ＡＩによる廃電池仕分け作業の自動化を実現 

様々な電子機器に使用されている小型充電

式電池は、種類ごとに異なる希少金属のリサイ

クルのため、手作業で仕分けされてきました。 

本センターの支援のもと、日本磁力選鉱㈱と

北九州市立大学は、将来の排出量増加への対

応のため、AI 及びセンサーによって廃電池を

種類別・用途別に自動的に仕分けするシステム

を、全国で初めて開発しました。 

令和 4（2022）年３月に実機設備を導入し、

同年６月より本格的に稼働しています。 

廃電池仕分け設備 

(2) 研究開発取組状況（令和 4（2022）年度） 

ア 研究会  

 硅砂副生成物を活用した高取焼用粘土

の開発研究会 

 使用済みサーメットチップによる光熱変

換材料研究会 

 SDGs Goal２「飢餓をゼロに」に向けて

製鐵所副産物から製造する新規農業資

材の活用技術開発研究会 

 プラスチック再生材の市場・利用可能性

に関する研究会 

 糖含有廃棄物を活用した農業用土壌還

元消毒技術の開発研究会 

 大豆の増収を目指した剪定枝・草チップ

を原料とする堆肥の調整・施用サービ

ス事業化研究会 

 産業廃棄物を出発原料とした二酸化炭

素の固体捕捉剤の開発研究会 

 浮遊選鉱法によって改質した燃焼灰を

使用したジオポリマーコンクリートによ

る実建物の実証研究会 

 消化汚泥からの緩効性肥料生産に関す

る研究会 

イ 共同研究プロジェクト 

 濃縮バイオ液肥製造に関する事業化プ

ロジェクト 

 バイオマス発電所焼却灰有効利用プロ

ジェクト 

(3) レアメタルリサイクル推進事業 

レアメタルとは、元々埋蔵量が少なかったり、

量は多くても経済的・技術的に取り出すことが

困難な31種類の金属の総称です。 

自動車や電子電気機器等のハイテク産業に

は必須の素材であるため、レアメタルの安定的

な確保は、我が国の産業競争力を確保する重

要な課題の一つとなっています。 

本県には、北九州市と大牟田市に2つのエコ

タウンがあり、エコタウンを中心としてリサイク

ル産業等の集積が進んでいることや大学等に

おいてもレアメタル抽出等の研究実績があるな

ど、レアメタルリサイクルを推進する上で多くの

ポテンシャルがあるため、平成 20（2008）年

度から事業化に向けた取組を積極的に進めて

きました。 

これまで、使用済電子機器からのタンタルリ

サイクルの事業化や使用済蛍光管からのレア

アースリサイクルの事業化を実現しました。 

また、レアメタル等の有用な金属の再資源化

を目的として、平成 25（2013）年 4 月に小型

家電リサイクル制度がスタートしたところです

が、本県では、制度開始前の先行的な取組とし

て、21（2009）年から、大牟田市、筑後市及び

大木町において、ゲーム機やデジタルカメラ、

携帯電話などの使用済小型家電の回収モデル

事業を開始し、23（2011）年度からは全国で初

めて県域を越えて九州一円 17 自治体で、さら

に、24（2012）年度には参加自治体を 30（県

内は 17 自治体）に拡大し、広域回収モデル事

業を実施しました。 

本モデル事業においては、各自治体の実情に

応じた回収方法の採用や広域的な回収など、使

用済小型家電の回収システムの構築を図るこ

とができました。 

現在、県内の多くの自治体が小型家電リサイ

クル法に基づき小型家電の回収を行っていま

す。 

(4) 太陽光発電パネルリサイクル推進事業 

太陽光発電については、平成24（2012）年に

開始した再生可能エネルギーの固定価格買取制

度により導入が急速に進展したことに伴い、今後、

使用済みとなった太陽光パネルの排出量が加速

度的に増加することが想定されます。

現在、パネルの多くが埋立処理されており、資

源の有効利用の観点から、将来のパネルの排出

量の増加に備え、リサイクルにつなげる仕組みが

必要です。

県内には全国的にも数少ない太陽光パネルの

高度な処理技術を持つリサイクル業者があり、

効率的な回収システムがあれば、パネルのリサ

イクル推進が可能な環境にあります。 

このため、本県と（公財）福岡県リサイクル総

合研究事業化センターは、令和元（2019）年度

から 2（2020）年度にかけて各所に点在する

パネルを効率的に回収するシステムの実証試

験を実施しました。そのうえで、「廃棄太陽光パ

ネルスマート回収システム」を全国に先駆けて

開発し、3（2021）年 7 月から運用を開始しま

した。 

このシステムは、排出者（メンテナンス業者）、

収集運搬業者、リサイクル業者等が、廃棄パネ

ルに関する情報（保管量、保管場所、種類）をク

ラウド上の支援ソフトで共有し、点在する廃棄

パネルを効率的（スマート）に回収、リサイクル

するものです。 

今後、太陽光パネルリサイクルの関係者と設

置した「太陽光発電（ＰＶ）保守・リサイクル推進

協議会」を通じて、多くの関係者にシステムの

活用を促すことにより、点在する廃棄パネルを

効率的（スマート）に回収し、再資源化を推進し

ます。 

使用済小型家電の回収方法 
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ネルスマート回収システム」を全国に先駆けて

開発し、3（2021）年 7 月から運用を開始しま

した。 

このシステムは、排出者（メンテナンス業者）、

収集運搬業者、リサイクル業者等が、廃棄パネ

ルに関する情報（保管量、保管場所、種類）をク

ラウド上の支援ソフトで共有し、点在する廃棄

パネルを効率的（スマート）に回収、リサイクル

するものです。 

今後、太陽光パネルリサイクルの関係者と設

置した「太陽光発電（ＰＶ）保守・リサイクル推進

協議会」を通じて、多くの関係者にシステムの

活用を促すことにより、点在する廃棄パネルを

効率的（スマート）に回収し、再資源化を推進し

ます。 

使用済小型家電の回収方法 
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(5) 太陽光パネルリユースモデル事業 

太陽光パネルのリユースを促進し、将来の

排出量の更なる低減を図るため、令和５（２０２

３）年度から、「太陽光パネルリユースモデル事

業」を実施しています。 

本事業では、県と福岡県リサイクル総合研究

事業化センターが関連事業者等と協同して、パ

ネルのリユースに係る信頼性や事業採算性を

一連の工程を通して実証・検証することで、リ

ユースに係る「福岡県モデル」を構築すること

を目指します。 

(6) 紙おむつリサイクル推進事業 

高齢化社会の進行に伴い、紙おむつの使用

量・排出量は増加することが予測され、紙おむ

つのリサイクルは大きな課題となっています。 

県内リサイクル事業者は、福岡県リサイクル

総合研究事業化センター等との共同研究によ

り、使用済紙おむつを水溶化処理してパルプな

どを分離・回収し、建築資材の原料等として再

利用する技術を確立しました。この技術は、環

境省が令和2（2020）年3月に策定した「使用

済紙おむつの再生利用等に関するガイドライン」

においてもリサイクル技術のひとつとして取り

上げられています。 

また、大木町においては、この共同研究の成

果を活用して、平成23（2011）年 10月に全国

で初めて家庭からの紙おむつの分別回収とリ

サイクルが開始されました。 

平成 27（2015）年度には、福岡都市圏にお

いて紙おむつのリサイクル事業化を目的とした

自治体や病院、介護施設等の関係者をメンバ

ーとする「紙おむつリサイクルシステム検討委

員会」において、排出実態調査及び広域回収実

験の結果等を基に、「紙おむつリサイクルシス

テム（案）」を取りまとめました。 

今後とも情報発信に努め、紙おむつリサイク

ルを推進していくこととしています。 

水溶化処理

廃パルプ・

廃ポリマー・汚泥

プラスチック類

再生パルプ

使用水は微生物処理し、

処理水の80%を循環使用

リサイクル処理施設

土壌改良剤

RPF (固形燃料)

建築資材

分別回収

一般家庭

病院・介護・福祉施設

再生パルプ販売

収集・運搬

紙おむつ処理費

80%

再資源化

使用済

紙おむつ

紙おむつリサイクルシステムの概要 

パネル保管情報登録 

回収ルート設定 

廃棄太陽光パネルスマート回収システムの概要
第４節 廃棄物の適正処理による環境負荷の低減 

〔廃棄物処理法〕 

１ 一般廃棄物に関する法律等の整備 

【廃棄物対策課】 

一般廃棄物の適正処理に関しては、廃棄物

処理法、同法施行令及び施行規則が施行され

ています。 

近年の改正においては、平成 27（2015）年

7 月に、災害対策を実施・強化するための法整

備がなされました。 

２ 一般廃棄物の適正処理の推進 

(1) 市町村の一般廃棄物処理計画と処理体制の

整備 

【廃棄物対策課】 

市町村は、一般廃棄物の排出抑制のための

方策や分別収集体制の確立及び処理施設の整

備等について計画を策定し、その計画に従って

廃棄物の処理を行っています。 

廃棄物処理施設については、マテリアルリサ

イクル推進施設（容器包装の選別・保管や粗大

ごみの破砕・資源回収等を行う施設）や熱回収

施設（焼却施設）等を環境負荷や立地等に配慮

しつつ、効率的かつ計画的に整備していくこと

が必要です。 

(2) 広域的な視野に立った処理体制の整備（Ｒ

ＤＦ※発電事業の推進） 

【循環型社会推進課】 

私たちの日常生活などから排出されたごみ

（一般廃棄物）の一部はリサイクルされていま

すが、大部分は焼却処理されています。 

そのため、ごみ焼却施設から発生するダイ

オキシン類などの適正処理対策に加え、焼却熱

の有効利用などのリサイクルにも取り組む必要

があります。 

このためには、市町村単独又は近隣の市町

村と共同でごみを処理していくだけではなく、

より高度で広域的な視点に立ったごみ処理施

設を整備していく必要があります。 

本県では、小規模市町村のごみ焼却に伴う

ダイオキシン類対策や熱回収を図るため、平成

11（1999）年 1 月、大牟田市、電源開発㈱とと

もに大牟田リサイクル発電㈱を設立しました。

14（2002）年 12 月からＲＤＦ（ごみ固形化燃

料）発電所の運転を開始し、一般廃棄物の焼却

熱を有効利用しています。 

このＲＤＦ発電事業は、令和 4（2022）年度

末に、第 3 セクターとしての事業を終了し、5

（2023）年度から民間事業者として事業を継

続しています。

(3) 一般廃棄物処理施設の維持管理の指導 

【廃棄物対策課】 

市町村等の処理施設の維持管理が適正に行

われるよう適宜立入検査を行うほか、施設の

排ガス、排水の検査等の定期的な報告を求め、

実態把握を行い、必要に応じ改善指導を行っ

ています。 

(4) ごみ散乱防止対策 

【廃棄物対策課】 

道路や河川、観光行楽地等における空き缶

一般廃棄物については、市町村に処理責任がありますが、本県では市町村等の関係機関と連

携し、適正な処理のため各種施策を実施しています。また、災害廃棄物の処理体制の整備にも取

り組んでいます。 

産業廃棄物については、排出事業者がその責任において適正に処理することが原則であり、

本県では、その適正処理の徹底のため、安定型最終処分場の定期掘削調査などの各種施策を実

施しています。 

※ＲＤＦ（Refuse Derived Fuel：ごみ固形化燃料）：可燃物を破砕・選別したのち、ごみに含まれる水分を乾燥させ、添加剤として消石灰を 

加え、円柱形に圧縮成形（直径10～20㎜、長さ30～50㎜のチョーク状）したもので、輸送性・貯蔵性に優れていることから、広域的な 

ごみ収集の手法として有効です。 
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(5) 太陽光パネルリユースモデル事業 

太陽光パネルのリユースを促進し、将来の

排出量の更なる低減を図るため、令和５（２０２

３）年度から、「太陽光パネルリユースモデル事

業」を実施しています。 

本事業では、県と福岡県リサイクル総合研究

事業化センターが関連事業者等と協同して、パ

ネルのリユースに係る信頼性や事業採算性を

一連の工程を通して実証・検証することで、リ

ユースに係る「福岡県モデル」を構築すること

を目指します。 

(6) 紙おむつリサイクル推進事業 

高齢化社会の進行に伴い、紙おむつの使用

量・排出量は増加することが予測され、紙おむ

つのリサイクルは大きな課題となっています。 

県内リサイクル事業者は、福岡県リサイクル

総合研究事業化センター等との共同研究によ

り、使用済紙おむつを水溶化処理してパルプな

どを分離・回収し、建築資材の原料等として再

利用する技術を確立しました。この技術は、環

境省が令和2（2020）年3月に策定した「使用

済紙おむつの再生利用等に関するガイドライン」

においてもリサイクル技術のひとつとして取り

上げられています。 

また、大木町においては、この共同研究の成

果を活用して、平成23（2011）年 10月に全国

で初めて家庭からの紙おむつの分別回収とリ

サイクルが開始されました。 

平成 27（2015）年度には、福岡都市圏にお

いて紙おむつのリサイクル事業化を目的とした

自治体や病院、介護施設等の関係者をメンバ

ーとする「紙おむつリサイクルシステム検討委

員会」において、排出実態調査及び広域回収実

験の結果等を基に、「紙おむつリサイクルシス

テム（案）」を取りまとめました。 

今後とも情報発信に努め、紙おむつリサイク

ルを推進していくこととしています。 

水溶化処理

廃パルプ・

廃ポリマー・汚泥
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再生パルプ
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廃棄太陽光パネルスマート回収システムの概要
第４節 廃棄物の適正処理による環境負荷の低減 

〔廃棄物処理法〕 

１ 一般廃棄物に関する法律等の整備 

【廃棄物対策課】 

一般廃棄物の適正処理に関しては、廃棄物

処理法、同法施行令及び施行規則が施行され

ています。 

近年の改正においては、平成 27（2015）年

7 月に、災害対策を実施・強化するための法整

備がなされました。 

２ 一般廃棄物の適正処理の推進 

(1) 市町村の一般廃棄物処理計画と処理体制の

整備 

【廃棄物対策課】 

市町村は、一般廃棄物の排出抑制のための

方策や分別収集体制の確立及び処理施設の整

備等について計画を策定し、その計画に従って

廃棄物の処理を行っています。 

廃棄物処理施設については、マテリアルリサ

イクル推進施設（容器包装の選別・保管や粗大

ごみの破砕・資源回収等を行う施設）や熱回収

施設（焼却施設）等を環境負荷や立地等に配慮

しつつ、効率的かつ計画的に整備していくこと

が必要です。 

(2) 広域的な視野に立った処理体制の整備（Ｒ

ＤＦ※発電事業の推進） 

【循環型社会推進課】 

私たちの日常生活などから排出されたごみ

（一般廃棄物）の一部はリサイクルされていま

すが、大部分は焼却処理されています。 

そのため、ごみ焼却施設から発生するダイ

オキシン類などの適正処理対策に加え、焼却熱

の有効利用などのリサイクルにも取り組む必要

があります。 

このためには、市町村単独又は近隣の市町

村と共同でごみを処理していくだけではなく、

より高度で広域的な視点に立ったごみ処理施

設を整備していく必要があります。 

本県では、小規模市町村のごみ焼却に伴う

ダイオキシン類対策や熱回収を図るため、平成

11（1999）年 1 月、大牟田市、電源開発㈱とと

もに大牟田リサイクル発電㈱を設立しました。

14（2002）年 12 月からＲＤＦ（ごみ固形化燃

料）発電所の運転を開始し、一般廃棄物の焼却

熱を有効利用しています。 

このＲＤＦ発電事業は、令和 4（2022）年度

末に、第 3 セクターとしての事業を終了し、5

（2023）年度から民間事業者として事業を継

続しています。

(3) 一般廃棄物処理施設の維持管理の指導 

【廃棄物対策課】 

市町村等の処理施設の維持管理が適正に行

われるよう適宜立入検査を行うほか、施設の

排ガス、排水の検査等の定期的な報告を求め、

実態把握を行い、必要に応じ改善指導を行っ

ています。 

(4) ごみ散乱防止対策 

【廃棄物対策課】 

道路や河川、観光行楽地等における空き缶

一般廃棄物については、市町村に処理責任がありますが、本県では市町村等の関係機関と連

携し、適正な処理のため各種施策を実施しています。また、災害廃棄物の処理体制の整備にも取

り組んでいます。 

産業廃棄物については、排出事業者がその責任において適正に処理することが原則であり、

本県では、その適正処理の徹底のため、安定型最終処分場の定期掘削調査などの各種施策を実

施しています。 

※ＲＤＦ（Refuse Derived Fuel：ごみ固形化燃料）：可燃物を破砕・選別したのち、ごみに含まれる水分を乾燥させ、添加剤として消石灰を 

加え、円柱形に圧縮成形（直径10～20㎜、長さ30～50㎜のチョーク状）したもので、輸送性・貯蔵性に優れていることから、広域的な 

ごみ収集の手法として有効です。 
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やペットボトル等のごみの散乱が後を絶ちませ

ん。 

このため、県民への啓発を主眼とし、地区衛

生組織等のボランティア団体による美化運動の

推進等に努めています。 

また、本県では、平成5（1993）年3月に「福

岡県ごみ散乱防止条例」を制定し、県、市町村、

県民、事業者及び土地の占有者が連携して、た

ばこの吸い殻、空き缶等のごみの散乱を防止

することを目的とした、「環境美化の日」の設定

や普及啓発を行っています。 

県内では、全ての市町村において、同様の

条例が制定されており、行政、住民、事業者が

一体となってごみ散乱防止対策に取り組んで

います。 

３ 海洋ごみに関する対策 

(1) 海岸漂着物等対策 

【廃棄物対策課】 

本県の海洋ごみ（海岸漂着ごみや漂流ごみ、

海底ごみ）は、河川を経由した流れ込みやポイ

捨て等による国内由来によるものが多数含ま

れています。また、海岸漂着ごみにおけるプラ

スチック類や発泡スチロールの割合が、個数で

94％、重量で37％を占めています。 

こうした海洋ごみは、自然環境や生活環境に

悪影響を及ぼすばかりでなく、海岸における美

しい景観を損ない、漁業活動に支障を来すな

ど経済活動にも悪影響を与えています。 

本県では、「海岸漂着物対策地域計画」に基

づいて、県内の海岸においてスポーツごみ拾

い（スポ GOMI 大会）を実施したり、海洋ごみ

の発生の状況や原因に関する調査を進めるな

ど、海岸環境の保全についての普及啓発に取

り組んでいくこととしています。 

また、海洋ごみに対する理解や認識を深め、

ポイ捨てをしない、ごみの分別を行うといった

簡単な行動から少しずつ始めていくことなどを

目的として、海洋ごみ発生抑制に係る啓発動画

「密着！漂着！海のごみに突撃インタビュー！」

を作成しています。 
「密着！漂着！海のごみに突撃インタビュー！」 

（視聴できます） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/ 

umigomikeihatudouga.html 

(2) クリーンリバー・クリーンビーチ推進事業 

【河川管理課、港湾課】 

本県では、「クリーンリバー推進対策事業」及

び「クリーンビーチ推進事業」として、県が管理

する河川や海岸において、清掃、除草などの愛

護活動に取り組むボランティア団体、ＮＰＯ法

人、地元企業、学校等を愛護団体等として登録

し、活動に対する報償、活動のための需用品の

支給等により、その活動を支援しています。（第

３章にも記載） 

４ 産業廃棄物の適正処理の確保 

(1) 産業廃棄物に関する法律等の整備 

【廃棄物対策課】 

産業廃棄物の適正な処理体制の整備や不適

正処理を防止するため、廃棄物処理法におい

て、国における基本方針や都道府県における

廃棄物処理計画の策定、マニフェスト制度の見

直し、野外焼却の禁止等が定められています。 

また、近年の改正においては、平成 30

（2018）年 4 月、家電リサイクル法及び小型家

電リサイクル法に指定されている 32 品目のう

ち、廃棄物ではなく、かつ再使用されないもの

が有害使用済機器として定められ、当該機器

の保管又は処分を行おうとする場合は届出が

必要となりました。 

有害使用済機器の保管等届出状況 
（令和５年3月31日現在） 

届出の種類 

届 出 件 数 

保管のみ 6 ９ 1 0 1６ 

保管及び処分

（再生を含む） 
0 3 2 0 5 

計 6 1２ 3 0 2１ 

(2) 産業廃棄物処理施設の設置許可状況 

【廃棄物対策課】 

事業者の設置する最終処分場(埋立場)及び

一定規模以上の中間処理施設については、許

可を要することとなっています。 

(3) 産業廃棄物処理業の許可状況 

【廃棄物対策課】 

産業廃棄物の処理を業として行おうとする

者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都

道府県知事（政令で定める市にあっては市長。

本県の場合、北九州市、福岡市、久留米市の各

市長）の許可が必要であり、通常の産業廃棄物

と特別管理産業廃棄物について、それぞれ収

集運搬業及び処分業の許可が必要です。 

ただし、収集運搬（積替え、保管を含まない。）

については、平成 23（2011）年 4 月から許可

の合理化が行われ、原則として知事の許可の

みで県内全域の収集運搬業が可能となってい

ます。 

産業廃棄物処理施設設置許可状況 
令和 5 年 3 月 31 日現在 

施  設  の  種  類 
許 可 件 数 

県 北九州市 福岡市 久留米市 合計 

汚    泥 

脱 水 施 設 43 28 15 13 99 

乾 燥 施 設 4 4 0 0 8 

焼 却 施 設 5 18 0 1 24 

廃    油 
油水分離施設 5 9 0 1 15 

焼 却 施 設 6 17 １ 1 25 

廃酸・廃アルカリの中和施設 0 6 0 0 6 

廃プラスチック類 
破 砕 施 設 26 58 5 4 93 

焼 却 施 設 10 21 2 2 35 

木くず・がれき類の破砕施設 173 134 24 90 421 

有害物質を含む汚泥の 

コンクリート固型化施設 
0 1 0 0 1 

水銀等を含む汚泥のばい焼施設 0 1 0 0 1 

廃水銀等の硫化施設 0 0 0 0 0 

汚泥・廃酸・廃アルカリに含まれるシアン化合

物の分解施設 
1 9 0 0 10 

廃石綿、石綿含有産業廃棄物の 

溶融施設 
0 1 0 0 1 

その他の産業廃棄物の焼却施設 8 18 2 1 29 

Ｐ Ｃ Ｂ 

焼 却 施 設 0 0 0 0 0 

分 解 施 設 0 3 0 0 3 

洗浄・分離施設 0 1 0 0 1 

最終処分場 

遮  断  型 1 0 0 0 1 

安  定  型 22 4 4 1 31 

管  理  型 12 5 1 0 18 

計 316 338 54 114 822 
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やペットボトル等のごみの散乱が後を絶ちませ

ん。 

このため、県民への啓発を主眼とし、地区衛

生組織等のボランティア団体による美化運動の

推進等に努めています。 

また、本県では、平成5（1993）年3月に「福

岡県ごみ散乱防止条例」を制定し、県、市町村、

県民、事業者及び土地の占有者が連携して、た

ばこの吸い殻、空き缶等のごみの散乱を防止

することを目的とした、「環境美化の日」の設定

や普及啓発を行っています。 

県内では、全ての市町村において、同様の

条例が制定されており、行政、住民、事業者が

一体となってごみ散乱防止対策に取り組んで

います。 

３ 海洋ごみに関する対策 

(1) 海岸漂着物等対策 

【廃棄物対策課】 

本県の海洋ごみ（海岸漂着ごみや漂流ごみ、

海底ごみ）は、河川を経由した流れ込みやポイ

捨て等による国内由来によるものが多数含ま

れています。また、海岸漂着ごみにおけるプラ

スチック類や発泡スチロールの割合が、個数で

94％、重量で37％を占めています。 

こうした海洋ごみは、自然環境や生活環境に

悪影響を及ぼすばかりでなく、海岸における美

しい景観を損ない、漁業活動に支障を来すな

ど経済活動にも悪影響を与えています。 

本県では、「海岸漂着物対策地域計画」に基

づいて、県内の海岸においてスポーツごみ拾

い（スポ GOMI 大会）を実施したり、海洋ごみ

の発生の状況や原因に関する調査を進めるな

ど、海岸環境の保全についての普及啓発に取

り組んでいくこととしています。 

また、海洋ごみに対する理解や認識を深め、

ポイ捨てをしない、ごみの分別を行うといった

簡単な行動から少しずつ始めていくことなどを

目的として、海洋ごみ発生抑制に係る啓発動画

「密着！漂着！海のごみに突撃インタビュー！」

を作成しています。 
「密着！漂着！海のごみに突撃インタビュー！」 

（視聴できます） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/ 

umigomikeihatudouga.html 

(2) クリーンリバー・クリーンビーチ推進事業 

【河川管理課、港湾課】 

本県では、「クリーンリバー推進対策事業」及

び「クリーンビーチ推進事業」として、県が管理

する河川や海岸において、清掃、除草などの愛

護活動に取り組むボランティア団体、ＮＰＯ法

人、地元企業、学校等を愛護団体等として登録

し、活動に対する報償、活動のための需用品の

支給等により、その活動を支援しています。（第

３章にも記載） 

４ 産業廃棄物の適正処理の確保 

(1) 産業廃棄物に関する法律等の整備 

【廃棄物対策課】 

産業廃棄物の適正な処理体制の整備や不適

正処理を防止するため、廃棄物処理法におい

て、国における基本方針や都道府県における

廃棄物処理計画の策定、マニフェスト制度の見

直し、野外焼却の禁止等が定められています。 

また、近年の改正においては、平成 30

（2018）年 4 月、家電リサイクル法及び小型家

電リサイクル法に指定されている 32 品目のう

ち、廃棄物ではなく、かつ再使用されないもの

が有害使用済機器として定められ、当該機器

の保管又は処分を行おうとする場合は届出が

必要となりました。 

有害使用済機器の保管等届出状況 
（令和５年3月31日現在） 

届出の種類 

届 出 件 数 

保管のみ 6 ９ 1 0 1６ 

保管及び処分

（再生を含む） 
0 3 2 0 5 

計 6 1２ 3 0 2１ 

(2) 産業廃棄物処理施設の設置許可状況 

【廃棄物対策課】 

事業者の設置する最終処分場(埋立場)及び

一定規模以上の中間処理施設については、許

可を要することとなっています。 

(3) 産業廃棄物処理業の許可状況 

【廃棄物対策課】 

産業廃棄物の処理を業として行おうとする

者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都

道府県知事（政令で定める市にあっては市長。

本県の場合、北九州市、福岡市、久留米市の各

市長）の許可が必要であり、通常の産業廃棄物

と特別管理産業廃棄物について、それぞれ収

集運搬業及び処分業の許可が必要です。 

ただし、収集運搬（積替え、保管を含まない。）

については、平成 23（2011）年 4 月から許可

の合理化が行われ、原則として知事の許可の

みで県内全域の収集運搬業が可能となってい

ます。 

産業廃棄物処理施設設置許可状況 
令和 5 年 3 月 31 日現在 

施  設  の  種  類 
許 可 件 数 

県 北九州市 福岡市 久留米市 合計 

汚    泥 

脱 水 施 設 43 28 15 13 99 

乾 燥 施 設 4 4 0 0 8 

焼 却 施 設 5 18 0 1 24 

廃    油 
油水分離施設 5 9 0 1 15 

焼 却 施 設 6 17 １ 1 25 

廃酸・廃アルカリの中和施設 0 6 0 0 6 

廃プラスチック類 
破 砕 施 設 26 58 5 4 93 

焼 却 施 設 10 21 2 2 35 

木くず・がれき類の破砕施設 173 134 24 90 421 

有害物質を含む汚泥の 

コンクリート固型化施設 
0 1 0 0 1 

水銀等を含む汚泥のばい焼施設 0 1 0 0 1 

廃水銀等の硫化施設 0 0 0 0 0 

汚泥・廃酸・廃アルカリに含まれるシアン化合

物の分解施設 
1 9 0 0 10 

廃石綿、石綿含有産業廃棄物の 

溶融施設 
0 1 0 0 1 

その他の産業廃棄物の焼却施設 8 18 2 1 29 

Ｐ Ｃ Ｂ 

焼 却 施 設 0 0 0 0 0 

分 解 施 設 0 3 0 0 3 

洗浄・分離施設 0 1 0 0 1 

最終処分場 

遮  断  型 1 0 0 0 1 

安  定  型 22 4 4 1 31 

管  理  型 12 5 1 0 18 

計 316 338 54 114 822 
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者を対象として立入検査及び処理実績報告の徴

収を行い、許可事業範囲の徹底、処理処分に関

する基準の遵守、処理施設の適正管理を指導し

ました。 

(ｳ) 立入検査と行政処分 

産業廃棄物の適正な処理を確保するため、廃

棄物処理法等に基づき、産業廃棄物処理業者や

事業場の廃棄物処理施設等への立入検査を令

和４（202２）年度は4,6６４件実施しています。 

また、廃棄物処理法に違反する処理等が行わ

れた場合には、改善命令、措置命令、業の停止、

業許可の取消し等の行政処分を行います。 

(ｴ) 県外産業廃棄物の県内搬入処理に関する

事前届出制度

産業廃棄物の処理の適正化を図るため、平成

25（2013）年 11 月に「福岡県県外産業廃棄物

の県内搬入処理に関する要綱」を制定しました。 

県外から搬入される産業廃棄物の種類、数量

等を事前に把握することにより、効率的な監視・

指導の実施、不適正処理の早期発見・早期対応

に努めています。 

(ｵ) 産業廃棄物運搬車両検問 

警察と連携し、産業廃棄物運搬車両検問を実

施しています。 

実際に産業廃棄物を運搬している車両を停車

させて、積載している産業廃棄物の量や性状を

確認し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）※との

照合を実施しています。 

令和４（202２）年度は県内12か所で実施し、

管理票の不交付や記載漏れ、許可証の写しの不

携帯などについて、排出事業者及び処理業者に

対して適正に運用するよう指導しました。 

ウ 監視指導の強化 

【監視指導課】 

産業廃棄物の不適正処理事案の未然防止、早

期解決を目的として、次のような取組により、監

視指導を強化しています。 

(ｱ)警察官等の配置 

現職の警察官2名を監視指導課に配置すると

ともに、警察官ＯＢを専門員として監視指導課及

び各保健福祉環境事務所に計20名配置するなど、

監視指導体制の強化を図っています。 

(ｲ)安定型最終処分場の掘削調査 

平成25（2013）年度から、産業廃棄物の不適

正処理の早期発見・早期対応を図るため、県内

の安定型最終処分場に対する掘削調査を実施し

ています。 

令和４（202２）年度においては、３処分場の掘

削調査を実施し、必要な指導を行うとともに、そ

の調査結果を県ホームページで公表しました。 

(ｳ)立入検査の強化 

効果的・効率的な監視指導を行うため、平成

28（2016）年度から、産業廃棄物処理業者の許

可情報、指導実績等を一元的に管理するシステ

ムを運用しています。 

平成30（2018）年度からは、立入検査の効率

化・強化を図るため、赤外線カメラ搭載ドローン

を導入し、廃棄物の量や表面温度を正確かつ迅

速に把握して、過剰保管への早期対応や火災の

未然防止に努めています。 

令和元（2019）年度からは、的確かつ速やか

な行政指導、排出事業者責任の早期追及、積極

的かつ厳正な行政処分を行うことを目的として、

産業廃棄物処分業者に対して、廃棄物対策課、

監視指導課、担当保健福祉環境事務所が合同で

立入検査を実施しており、令和4（2022）年度に

おいては、35 業者を対象に合同立入検査を行

い、違反が認められた業者に適正処理を指導し

ました。また、監視指導担当職員の資質向上の

ため、過去の事案を題材とした研修を行うことに

より、不適正処理の早期発見・早期対応の取組

をさらに強化しています。 

令和 2（2020）年度からは、監視指導業務に

ウェアラブルカメラや遠隔操作対応監視カメラを

※産業廃棄物管理票（マニフェスト）：排出事業者が産業廃棄物の処理を委託する際に、処理業者へ交付する書類。処理終了後に処理業者からそ

の旨を記載したマニフェストの写しの送付を受けることにより、委託内容どおりに産業廃棄物が処理されたことを確認し、もって適正処理を確

保するためのもの。 

産業廃棄物処理業許可状況 
令和 5 年 3 月 31 日現在 

(4) 産業廃棄物処理の監視指導（※産業廃棄物税

使途事業あり） 

【監視指導課、廃棄物対策課】 

産業廃棄物は、排出事業者がその責任におい

て適正に処理することが原則であり、また、循環

型社会の形成に向けて、一層の廃棄物の排出抑

制や減量化・資源化の促進が求められています。 

本県は、排出事業者及び処理業者に対して適

正処理を指導しています。 

ア 法令の周知徹底 

【監視指導課】 

廃棄物処理法や条例の周知を図るため、本県

では次の施策を実施しています。 

産業廃棄物の適正処理に必要な知識の習得

を目的として産業廃棄物処理業者に対する講習

会を実施しています。また、排出事業者の処理

責任を明確にし、産業廃棄物の適正処理の徹底

を図ることを目的として、排出事業者に対する講

習会を実施しています。（令和２年度以降は新型

コロナウイルス感染拡大防止のため県ホームペ

ージに資料を掲載すること等により実施） 

加えて、排出事業者で構成される団体の研修

会などに職員を講師として派遣しています。 

さらに、県民向けの啓発活動として、例年、福

岡県廃棄物不法処理防止連絡協議会※と合同で、

福岡市天神など県内の複数か所で「不法投棄撲

滅キャンペーン」を実施しています。 

イ 監視指導 

【監視指導課】 

不法投棄をはじめ産業廃棄物の不適正処理

が依然として発生していることから、処理業者等

に対する不信感や生活環境保全上の支障に対

する不安の声が県民から寄せられています。 

そのため、本県では、排出事業者、処理業者

に対して監視指導を行い、適正処理の徹底を図

っています。 

本県における不法投棄等不適正処理の状況 

(1件当たり10トン以上のもの。政令市、中核市分を除く） 

令和４（202２）年度における監視指導は、次

のとおりです。 

(ｱ) 排出事業者に対する監視指導 

排出事業者の処理責任を明確にし、産業廃棄

物の適正処理を一層徹底するため、有害物質関

連の事業場や処理施設を有する事業場、さらに

は排出量の多い事業場等の立入検査及び処理

実績報告の徴収を行い、法令の遵守、処理体制

の整備、処理施設の適正管理を指導しました。 

(ｲ) 処理業者に対する監視指導 

産業廃棄物処理業者は、その性格上社会的な

責任が大きいこと、また、取り扱う産業廃棄物が

多量かつ多種類に及ぶことから、全ての処理業

業  の  種  類 
許  可  区  域 

県 北九州市 福岡市 久留米市 合計 

産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 6,045 199 36 8 6,288 

処分業 
中 間 処 理 383 150 65 55 653 

最 終 処 分 13 5 4 1 23 

特別管理 

産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 690 53 4 6 753 

処分業 
中 間 処 理 12 25 2 2 41 

最 終 処 分 1 0 0 0 1 

合   計 7,144 432 111 72 7,759 

H30 R1 R2 R3 R4 

発生量(ﾄﾝ) 0 0 40 2,750 24 

発生件数 0 0 2 1 1 

改善状況 ― ― 改善中 改善中 改善済 

※福岡県廃棄物不法処理防止連絡協議会 ：県、環境省、県警、第七管区海上保安本部、北九州市、福岡市、久留米市及び（公社）福岡県産業資源

循環協会で構成する協議会（令和５年3月31日時点）。不法処理の未然防止及び不適正処理事案に対する迅速かつ適正な対応を目的として

います。 
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者を対象として立入検査及び処理実績報告の徴

収を行い、許可事業範囲の徹底、処理処分に関

する基準の遵守、処理施設の適正管理を指導し

ました。 

(ｳ) 立入検査と行政処分 

産業廃棄物の適正な処理を確保するため、廃

棄物処理法等に基づき、産業廃棄物処理業者や

事業場の廃棄物処理施設等への立入検査を令

和４（202２）年度は4,6６４件実施しています。 

また、廃棄物処理法に違反する処理等が行わ

れた場合には、改善命令、措置命令、業の停止、

業許可の取消し等の行政処分を行います。 

(ｴ) 県外産業廃棄物の県内搬入処理に関する

事前届出制度

産業廃棄物の処理の適正化を図るため、平成

25（2013）年 11 月に「福岡県県外産業廃棄物

の県内搬入処理に関する要綱」を制定しました。 

県外から搬入される産業廃棄物の種類、数量

等を事前に把握することにより、効率的な監視・

指導の実施、不適正処理の早期発見・早期対応

に努めています。 

(ｵ) 産業廃棄物運搬車両検問 

警察と連携し、産業廃棄物運搬車両検問を実

施しています。 

実際に産業廃棄物を運搬している車両を停車

させて、積載している産業廃棄物の量や性状を

確認し、産業廃棄物管理票（マニフェスト）※との

照合を実施しています。 

令和４（202２）年度は県内12か所で実施し、

管理票の不交付や記載漏れ、許可証の写しの不

携帯などについて、排出事業者及び処理業者に

対して適正に運用するよう指導しました。 

ウ 監視指導の強化 

【監視指導課】 

産業廃棄物の不適正処理事案の未然防止、早

期解決を目的として、次のような取組により、監

視指導を強化しています。 

(ｱ)警察官等の配置 

現職の警察官2名を監視指導課に配置すると

ともに、警察官ＯＢを専門員として監視指導課及

び各保健福祉環境事務所に計20名配置するなど、

監視指導体制の強化を図っています。 

(ｲ)安定型最終処分場の掘削調査 

平成25（2013）年度から、産業廃棄物の不適

正処理の早期発見・早期対応を図るため、県内

の安定型最終処分場に対する掘削調査を実施し

ています。 

令和４（202２）年度においては、３処分場の掘

削調査を実施し、必要な指導を行うとともに、そ

の調査結果を県ホームページで公表しました。 

(ｳ)立入検査の強化 

効果的・効率的な監視指導を行うため、平成

28（2016）年度から、産業廃棄物処理業者の許

可情報、指導実績等を一元的に管理するシステ

ムを運用しています。 

平成30（2018）年度からは、立入検査の効率

化・強化を図るため、赤外線カメラ搭載ドローン

を導入し、廃棄物の量や表面温度を正確かつ迅

速に把握して、過剰保管への早期対応や火災の

未然防止に努めています。 

令和元（2019）年度からは、的確かつ速やか

な行政指導、排出事業者責任の早期追及、積極

的かつ厳正な行政処分を行うことを目的として、

産業廃棄物処分業者に対して、廃棄物対策課、

監視指導課、担当保健福祉環境事務所が合同で

立入検査を実施しており、令和4（2022）年度に

おいては、35 業者を対象に合同立入検査を行

い、違反が認められた業者に適正処理を指導し

ました。また、監視指導担当職員の資質向上の

ため、過去の事案を題材とした研修を行うことに

より、不適正処理の早期発見・早期対応の取組

をさらに強化しています。 

令和 2（2020）年度からは、監視指導業務に

ウェアラブルカメラや遠隔操作対応監視カメラを

※産業廃棄物管理票（マニフェスト）：排出事業者が産業廃棄物の処理を委託する際に、処理業者へ交付する書類。処理終了後に処理業者からそ

の旨を記載したマニフェストの写しの送付を受けることにより、委託内容どおりに産業廃棄物が処理されたことを確認し、もって適正処理を確

保するためのもの。 

産業廃棄物処理業許可状況 
令和 5 年 3 月 31 日現在 

(4) 産業廃棄物処理の監視指導（※産業廃棄物税

使途事業あり） 

【監視指導課、廃棄物対策課】 

産業廃棄物は、排出事業者がその責任におい

て適正に処理することが原則であり、また、循環

型社会の形成に向けて、一層の廃棄物の排出抑

制や減量化・資源化の促進が求められています。 

本県は、排出事業者及び処理業者に対して適

正処理を指導しています。 

ア 法令の周知徹底 

【監視指導課】 

廃棄物処理法や条例の周知を図るため、本県

では次の施策を実施しています。 

産業廃棄物の適正処理に必要な知識の習得

を目的として産業廃棄物処理業者に対する講習

会を実施しています。また、排出事業者の処理

責任を明確にし、産業廃棄物の適正処理の徹底

を図ることを目的として、排出事業者に対する講

習会を実施しています。（令和２年度以降は新型

コロナウイルス感染拡大防止のため県ホームペ

ージに資料を掲載すること等により実施） 

加えて、排出事業者で構成される団体の研修

会などに職員を講師として派遣しています。 

さらに、県民向けの啓発活動として、例年、福

岡県廃棄物不法処理防止連絡協議会※と合同で、

福岡市天神など県内の複数か所で「不法投棄撲

滅キャンペーン」を実施しています。 

イ 監視指導 

【監視指導課】 

不法投棄をはじめ産業廃棄物の不適正処理

が依然として発生していることから、処理業者等

に対する不信感や生活環境保全上の支障に対

する不安の声が県民から寄せられています。 

そのため、本県では、排出事業者、処理業者

に対して監視指導を行い、適正処理の徹底を図

っています。 

本県における不法投棄等不適正処理の状況 

(1件当たり10トン以上のもの。政令市、中核市分を除く） 

令和４（202２）年度における監視指導は、次

のとおりです。 

(ｱ) 排出事業者に対する監視指導 

排出事業者の処理責任を明確にし、産業廃棄

物の適正処理を一層徹底するため、有害物質関

連の事業場や処理施設を有する事業場、さらに

は排出量の多い事業場等の立入検査及び処理

実績報告の徴収を行い、法令の遵守、処理体制

の整備、処理施設の適正管理を指導しました。 

(ｲ) 処理業者に対する監視指導 

産業廃棄物処理業者は、その性格上社会的な

責任が大きいこと、また、取り扱う産業廃棄物が

多量かつ多種類に及ぶことから、全ての処理業

業  の  種  類 
許  可  区  域 

県 北九州市 福岡市 久留米市 合計 

産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 6,045 199 36 8 6,288 

処分業 
中 間 処 理 383 150 65 55 653 

最 終 処 分 13 5 4 1 23 

特別管理 

産業廃棄物 

収 集 運 搬 業 690 53 4 6 753 

処分業 
中 間 処 理 12 25 2 2 41 

最 終 処 分 1 0 0 0 1 

合   計 7,144 432 111 72 7,759 

H30 R1 R2 R3 R4 

発生量(ﾄﾝ) 0 0 40 2,750 24 

発生件数 0 0 2 1 1 

改善状況 ― ― 改善中 改善中 改善済 

※福岡県廃棄物不法処理防止連絡協議会 ：県、環境省、県警、第七管区海上保安本部、北九州市、福岡市、久留米市及び（公社）福岡県産業資源

循環協会で構成する協議会（令和５年3月31日時点）。不法処理の未然防止及び不適正処理事案に対する迅速かつ適正な対応を目的として

います。 
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導入し、不適正処理に対して迅速・的確に対応す

る体制を構築しています。 

令和５（2023）年度は、より迅速な監視指導

を行うため、AI－OCR※を導入することとして

います。 

エ 不適正処理現場の是正 

【監視指導課】 

廃棄物処理法に基づく措置命令、改善命令及

び行政指導を行っているものの課題の解消に長

期間を要している事案について、将来に向けた

生活環境保全上の支障がないよう、周辺環境の

モニタリングや各種調査による現状の詳細な把

握、専門家会議での対応方針の検討、地元自治

体や住民との協議・調整等、必要な対策を迅速

かつ重点的に実施し、課題解消に取り組んでい

ます。 

オ 適正な産業廃棄物処理施設確保の推進 

【廃棄物対策課、循環型社会推進課】 

産業廃棄物を処理するためには、適正な処理

施設の確保とともに、周辺（又は近隣）住民の理

解を得ることが極めて重要です。 

このため、設置者と住民との意見の調整を図

るための手続を定めた「福岡県産業廃棄物処理

施設の設置に係る紛争の予防及び調整に関する

条例」を制定し、その適正な運用を図り、産業廃

棄物処理施設の確保に努めています。 

令和４（202２）年度は、この条例に基づき、１０

件の事業計画が提出され、手続を進めています。 

しかし、産業廃棄物処理施設に対する不安感

等を背景に、周辺地域の住民と事業者との意見

調整に時間を要している事例もあります。 

また、現状では県内の最終処分場については

残余容量に余裕があり、今後は、民間による最

終処分場の整備状況や残余容量を見極めなが

ら、公共関与による整備についても引き続き検

討を行っていきます。 

カ 優良産業廃棄物処理業者認定制度の優良

基準適合認定 

【廃棄物対策課】 

廃棄物処理法において、優良産廃処理業者認

定制度が規定されています。 

優良産廃処理業者認定制度は、法人の許可情

報、産業廃棄物の処理状況等の情報を、一定期

間インターネットを利用する方法により公表する

等、産業廃棄物の排出事業者が優良認定業者に

産業廃棄物の処理を委託しやすい環境を整備

することにより、産業廃棄物の処理の適正化を

図ることを目的としています。

産業廃棄物処理業の実施に関し優れた能力

及び実績を有する者の基準（①遵法性、②事業

の透明性、③環境配慮の取組、④電子マニフェ

スト、⑤財務体質の健全性、⑥５年以上継続して

優良認定を受けようとする都道府県又は政令市

の産業廃棄物処理業の許可を受けていること）

への適合性を都道府県知事（政令で定める市に

あっては市長。本県の場合、北九州市、福岡市、

久留米市の各市長）が認定した場合には、通常５

年の産業廃棄物処理業の許可の有効期間を７年

とする等のメリットが付与されます。 
優良産廃処理業者認定状況 

令和５年３月３１日現在 

業の種類 

認 定 件 数 

産業廃棄物 

収集運搬業 
205 21 7 5 238 

産業廃棄物 

処分業 
44 11 14 18 87 

特別管理産業廃棄物

収集運搬業 
129 11 1 5 146 

特別管理産業廃棄物

処分業 
3 7 0 1 11 

計 381 50 22 29 482 

※AI-OCR：活字、手書き文字を読み取ることができるソフトウェア。ほとんどが手書きのマニフェストをAI-OCRを用いて電子化し分析するこ

とで、中間処理の状況等を短時間で把握することが可能となる。 

(5) 市町村への環境行政支援（＊産業廃棄物税使

途事業） 

【循環型社会推進課】 

産業廃棄物の適正処理の推進を図るため、保

健所設置市（北九州市、福岡市、久留米市）が実

施する産業廃棄物の適正処理推進事業及び市

町村（北九州市、福岡市、久留米市を除く。）が実

施する産業廃棄物最終処分場の適正処理推進

事業や不法投棄防止事業を支援しています。 

５ 廃棄物の不適正処理の防止 

（※産業廃棄物税使途事業あり） 

【監視指導課】 

廃棄物の不法投棄防止に関する監視と情報交

換を目的として、平成6(1994)年3月に福岡県

廃棄物不法処理防止連絡協議会を設置するとと

もに、県内 9 地域に県保健福祉環境事務所を中

心として警察署及び市町村等で構成する地域連

絡協議会※を設置しています。 

この地域連絡協議会を中心として、不法投棄

監視体制の整備を進めています。また、６保健福

祉環境事務所管内においては、4０の市町村で

不法処理防止推進員制度※が整備されています。 

加えて、平成 28（2016）年度から、デジタル

カメラのＧＰＳ機能を活用して、本県が把握した

不法投棄場所を不法投棄物の種類や量等の関

連情報とともに電子地図上にマッピングするシ

ステムを整備・運用し、市町村等と情報を共有し

ているほか、不法投棄が疑われる現場等に監視

用小型カメラを設置し、不法投棄等の早期発見、

早期対応、未然防止を図っています。 

不適正処理現場の状況 （改善指導前） 

不適正処理現場の状況 （改善指導後） 

その他の監視指導活動 

・巡回監視パトロール 

各保健福祉環境事務所職員等による不法投

棄の防止及び早期発見のための巡回監視 

・スカイパトロール 

県警所有のヘリコプター等による空からの

不適正処理等監視 

・平日夜間、休日昼間における監視パトロール 

※地域連絡協議会：保健福祉環境事務所環境（指導）課を中心に管内の警察署、市町村、農林・県土整備事務所等で構成し、不法投棄対策等を協

議する協議会。 

※不法処理防止推進員制度：不法投棄等の疑いがある情報を地域住民（ボランティア等）から収集する制度 
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導入し、不適正処理に対して迅速・的確に対応す

る体制を構築しています。 

令和５（2023）年度は、より迅速な監視指導

を行うため、AI－OCR※を導入することとして

います。 

エ 不適正処理現場の是正 

【監視指導課】 

廃棄物処理法に基づく措置命令、改善命令及

び行政指導を行っているものの課題の解消に長

期間を要している事案について、将来に向けた

生活環境保全上の支障がないよう、周辺環境の

モニタリングや各種調査による現状の詳細な把

握、専門家会議での対応方針の検討、地元自治

体や住民との協議・調整等、必要な対策を迅速

かつ重点的に実施し、課題解消に取り組んでい

ます。 

オ 適正な産業廃棄物処理施設確保の推進 

【廃棄物対策課、循環型社会推進課】 

産業廃棄物を処理するためには、適正な処理

施設の確保とともに、周辺（又は近隣）住民の理

解を得ることが極めて重要です。 

このため、設置者と住民との意見の調整を図

るための手続を定めた「福岡県産業廃棄物処理

施設の設置に係る紛争の予防及び調整に関する

条例」を制定し、その適正な運用を図り、産業廃

棄物処理施設の確保に努めています。 

令和４（202２）年度は、この条例に基づき、１０

件の事業計画が提出され、手続を進めています。 

しかし、産業廃棄物処理施設に対する不安感

等を背景に、周辺地域の住民と事業者との意見

調整に時間を要している事例もあります。 

また、現状では県内の最終処分場については

残余容量に余裕があり、今後は、民間による最

終処分場の整備状況や残余容量を見極めなが

ら、公共関与による整備についても引き続き検

討を行っていきます。 

カ 優良産業廃棄物処理業者認定制度の優良

基準適合認定 

【廃棄物対策課】 

廃棄物処理法において、優良産廃処理業者認

定制度が規定されています。 

優良産廃処理業者認定制度は、法人の許可情

報、産業廃棄物の処理状況等の情報を、一定期

間インターネットを利用する方法により公表する

等、産業廃棄物の排出事業者が優良認定業者に

産業廃棄物の処理を委託しやすい環境を整備

することにより、産業廃棄物の処理の適正化を

図ることを目的としています。

産業廃棄物処理業の実施に関し優れた能力

及び実績を有する者の基準（①遵法性、②事業

の透明性、③環境配慮の取組、④電子マニフェ

スト、⑤財務体質の健全性、⑥５年以上継続して

優良認定を受けようとする都道府県又は政令市

の産業廃棄物処理業の許可を受けていること）

への適合性を都道府県知事（政令で定める市に

あっては市長。本県の場合、北九州市、福岡市、

久留米市の各市長）が認定した場合には、通常５

年の産業廃棄物処理業の許可の有効期間を７年

とする等のメリットが付与されます。 

優良産廃処理業者認定状況 
令和５年３月３１日現在 

業の種類 

認 定 件 数 

産業廃棄物 

収集運搬業 
205 21 7 5 238 

産業廃棄物 

処分業 
44 11 14 18 87 

特別管理産業廃棄物

収集運搬業 
129 11 1 5 146 

特別管理産業廃棄物

処分業 
3 7 0 1 11 

計 381 50 22 29 482 

※AI-OCR：活字、手書き文字を読み取ることができるソフトウェア。ほとんどが手書きのマニフェストをAI-OCRを用いて電子化し分析するこ

とで、中間処理の状況等を短時間で把握することが可能となる。 

(5) 市町村への環境行政支援（＊産業廃棄物税使

途事業） 

【循環型社会推進課】 

産業廃棄物の適正処理の推進を図るため、保

健所設置市（北九州市、福岡市、久留米市）が実

施する産業廃棄物の適正処理推進事業及び市

町村（北九州市、福岡市、久留米市を除く。）が実

施する産業廃棄物最終処分場の適正処理推進

事業や不法投棄防止事業を支援しています。 

５ 廃棄物の不適正処理の防止 

（※産業廃棄物税使途事業あり） 

【監視指導課】 

廃棄物の不法投棄防止に関する監視と情報交

換を目的として、平成6(1994)年3月に福岡県

廃棄物不法処理防止連絡協議会を設置するとと

もに、県内 9 地域に県保健福祉環境事務所を中

心として警察署及び市町村等で構成する地域連

絡協議会※を設置しています。 

この地域連絡協議会を中心として、不法投棄

監視体制の整備を進めています。また、６保健福

祉環境事務所管内においては、4０の市町村で

不法処理防止推進員制度※が整備されています。 

加えて、平成 28（2016）年度から、デジタル

カメラのＧＰＳ機能を活用して、本県が把握した

不法投棄場所を不法投棄物の種類や量等の関

連情報とともに電子地図上にマッピングするシ

ステムを整備・運用し、市町村等と情報を共有し

ているほか、不法投棄が疑われる現場等に監視

用小型カメラを設置し、不法投棄等の早期発見、

早期対応、未然防止を図っています。 

不適正処理現場の状況 （改善指導前） 

不適正処理現場の状況 （改善指導後） 

その他の監視指導活動 

・巡回監視パトロール 

各保健福祉環境事務所職員等による不法投

棄の防止及び早期発見のための巡回監視 

・スカイパトロール 

県警所有のヘリコプター等による空からの

不適正処理等監視 

・平日夜間、休日昼間における監視パトロール 

※地域連絡協議会：保健福祉環境事務所環境（指導）課を中心に管内の警察署、市町村、農林・県土整備事務所等で構成し、不法投棄対策等を協

議する協議会。 

※不法処理防止推進員制度：不法投棄等の疑いがある情報を地域住民（ボランティア等）から収集する制度 
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６ 災害廃棄物の適正処理 

【廃棄物対策課】 

大規模な地震や水害等の災害時には、大量の

災害廃棄物が発生します。このため、「福岡県災

害廃棄物処理計画」に基づき、災害廃棄物の処

理について、県内廃棄物関係事業者団体と協定

を締結するとともに、九州・山口各県との間で相

互支援協定を締結し、広域的な災害廃棄物処理

に係る連携体制を構築しています。さらに県で

は、市町村における災害廃棄物処理の実効性を

高めるため、市町村災害廃棄物処理計画の策定

支援や、市町村職員等関係者に対する研修等を

行っています。 

令和５年７月からの大雨では、事前に関係団

体へ支援に向けた体制確保を要請するとともに、

発災後には被災自治体へ災害廃棄物処理に関

する必要な助言を行いました。さらに、特に大き

な被害を受けた自治体へ職員を派遣し、仮置場

の運営等に関して、必要な助言を行うとともに、

県内の市町村に対して支援を要請し、広域処理

を調整しました。 

第６章 自然共生社会の推進

◆目指す姿

県民一人一人や事業者が生物多様性の重要性を認識し、暮らしの中や事業活動において

常に生物多様性に配慮した行動がとられている社会。 

豊かな自然の保全と社会経済活動が両立し、人と生きものが環境の中で一つにつながり、

健やかにともに生きることにより成立した里地里山や里海等の地域、文化が保全される等、

生物多様性の恵みを持続的に享受できる社会。 

地域の自然や生きものに関心を持つ人々が増え、また、自然資本から得られる生物多様性

の恵みが重要な地域資源として見直され、人々の郷土愛を育んでいる社会。 

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

生物多様性プラットフォーム 
（ホームページ）のアクセス数 

177,391 件 

令和2（2020）年度 

266,100 件 

令和8（2026）年度 

2９９,４８１ 件 

令和４（202２）年度 

平尾台自然観察センターの 
利用者数 

39,980 人 

平成30（2018）年
度 

44,000 人 

令和8（2026）年度 

２２,２１２ 人 

令和４（202２）年度 

農地等の維持・保全に 
取り組む面積 

41,545 ha 

令和2（2020）年度 

42,180 ha 

令和8（2026）年度 

4１,５４６ ha 

令和４（202２）年度 

第６章では、自然共生社会の推進の取組について掲載しています。 

私たちは、自然から多くの恵みを受けて生活しています。この恵みを将来にわたって持続

的に利用するために、生物多様性の保全をはじめとした自然と共生するための様々な施策を

行っています。 


